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機機能能性性部部材材ももののづづくくりり事事業業 

－－ 高高性性能能磁磁石石ととママルルチチフフェェロロイイッックク材材料料のの県県内内企企業業展展開開及及びび 

メメタタルルナナノノココイイルルのの生生成成技技術術のの開開発発 －－ 

機能性材料・デバイスグループ 新宅 一彦 

 

Project of Functional Material Manufacturing 

 - Development of Local Companies of High Functional Magnet and Multiferroic 

Material and Development of Fabrication Technology of Metal Nanocoil - 
Functional Material and Device Group  Kazuhiko SHINTAKU 

 

抄抄録録 

航空機機体主要構造物をターゲットとした複合材の革新的な製造技術を開発するために、微小金属体（メタル

ナノコイル）を用いた手法の確立を目指して、微小金属体（メタルナノコイル）の材料ならびに作製方法の検討

を行った。また、大面積化に対応できる製造技術を確立した。 

［キーワード：航空機，複合材，メタルナノコイル，スパッタ装置］ 

 

Abstract 

Aiming at establishment of a method by using a micro metal body (metal nanocoil) for developing innovative 

manufacturing technology of composite materials targeting main structures of aircraft fuselage, materials and fabrication 

methods of micro metal body (metal nanocoil) was examined, and fabrication technology for producing in a large area was 

established. 

 [ Key words: aircraft, composite materials, metal nanocoil, sputtering machine] 

 

１１．．ははじじめめにに 

高度技術研究館のクリーンルーム内にあるスパッタ装置により、垂直磁気記録媒体にはじまり、これまで種々

の機能性薄膜を作製してきた。これまでは磁性薄膜材料を中心に開発してきたが、最近の当センターが所有する

スパッタ装置を利用した薄膜作製技術シーズを活かした外部機関との連携について紹介する。 

 

２２．．メメタタルルナナノノココイイルルのの生生成成技技術術のの開開発発 

新世代航空機部品製造拠点創生事業として、秋田県での複合材

料製造、製造装置・検査装置の事業化と機体主要構造物の製造拠点の

創生を図るとともに、自動車分野や福祉医療分野等の軽量化が求めら

れている分野での事業化を図ること目指している。特に、航空機機体

主要構造物をターゲットとした複合材の革新的な製造技術を開発する

ために、秋田大学の技術シーズである微小金属体（メタルナノコイル）

を用いた手法の確立を目指している。微小金属体（メタルナノコイル）

の電子顕微鏡写真を図図 1 に示す。また、微小金属体（メタルナノコイ

  

図図 1  メメタタルルナナノノココイイルルのの電電子子顕顕微微鏡鏡写写真真．．
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ル）の製造手順を図図 2 に示す。 

本事業において、当センターの薄膜製造技術を活

かして、主として以下の内容を担当している。 

1) 電場加熱および磁場加熱による炭素繊維への

誘導加熱に用いる微小金属体（メタルナノコイル）

に適した低コスト材料の探索。 

2) 微小金属体（メタルナノコイル）をスパッタ

リング法により作製するための真空装置の開発。 

3) 微小金属体（メタルナノコイル）を量産する

ための成膜条件の確立。 

4) 微小金属体（メタルナノコイル）を大面積化

するための製造技術の開発。 

実施体制は、秋田大学、当センター、県内企業か

らなり、3 者が保有する、材料開発、解析評価技術、

装置製造技術などの基盤技術を共有することで効率

的な研究遂行が可能と考えている。 

昨年度までに、当センターでの薄膜製造技術なら

びに経験を活かして、大面積化に対応できる大型スパッタ装置および基礎的な検討が行える小型スパッタ装置の

導入を行い、秋田大学に設置した。スパッタ装置の立ち上げ・周辺整備、成膜条件等の基礎的な検討、ならびに、

大面積化手法の探索的な検討を行った。特筆すべきこととして、複雑な仕組みがなく、熱処理まで真空装置内で

完結できる方式を提案し、その目処を立てた。本年度は、昨年度大規模な改造を行ったスパッタ装置の真空中の

熱処理装置を用い、大面積化手法（熱収縮シート方式によるメタルナノコイル作製工程）を完成させた。これに

より昨年出願した特許の早期成立を目指すこととなった。また、熱収縮シート方式による新規材料探索として、

従来、大気中熱処理ではコイル形成ができていなかった Cu のメタルナノコイル作製の検討を開始し、不十分で

はあるが、真空中熱処理により初めてコイル形成を確認した。これにより真空中熱処理により、酸化しやすい材

料でもメタルナノコイル作製の可能性が示された。 

次年度は、複合材への導入ならびに性能の実証に向けて、評価手法を導入し、作製条件の精度向上を目指す。

また、製造コスト、製造時間の削減となるようにプロセスの改善を検討する。微小金属体（メタルナノコイル）

の電波吸収性の向上と新規材料についても検討を加えていく。 

さらには、エレクトロスピンニングによって作製されているナノファイバーを保持する基材についてはメーカ

ーの協力を得て改良を行う。製造コスト、製造時間の削減を考慮した新規装置についての検討も行う。 

 

３３．．ままととめめ 

航空機機体主要構造物をターゲットとした複合材の革新的な製造技術を開発するために、微小金属体（メタル

ナノコイル）を用いた手法の確立を目指して、当センターの知見を活かして導入した大型スパッタ装置により、

微小金属体（メタルナノコイル）の材料ならび作製方法の検討を行い、大面積化に対応できる製造技術を確立し

た。県内の産官学が連携した大型の事業として、次年度以降も継続的に行われ、秋田発の産業振興に寄与するこ

とが期待される。 

  

図図 2  メメタタルルナナノノココイイルルのの製製造造手手順順のの概概略略図図。。(a) エエレレククトトロロススピピニニ

ンンググ。。(b) 成成膜膜、、(c) 収収縮縮、、(d) 熱熱処処理理。。 
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機機能能性性部部材材ももののづづくくりり事事業業 

- 機機能能性性部部材材のの県県内内企企業業展展開開 - 

機能性材料・デバイスグループ 菅原 靖、関根 崇、岸 初美 

企画事業部  杉山 重彰 

秋田大学理工学部 仁野章弘、泰松 斉、布田 潔 

 

Project of Creating Advanced Materials and Devices 

 - Developing in Manufacturers in Akita Area - 
Functional Materials and Device Group Yasushi SUGAWARA, Takashi SEKINE, Hatsumi KISHI 

Business Planning Section Shigeaki SUGIYAMA 

Akita University Akihiro NINO, Hitoshi TAIMATSU, Kiyoshi FUDA 

 

抄抄録録 

(1) 通電加圧焼結装置を用いて、直径 50 mm、高さ 20 mm 以上の WC-SiC 基セラミックスおよび TiC-SiC 基セラ

ミックスを作製した。1650℃で焼結した WC-20 mol%SiC セラミックスは相対密度 98.3%、ビッカース硬さ

19.9 GPa を示し、1800℃で焼結した TiC-50 mol%SiC セラミックスは相対密度 98.8%、ビッカース硬さ 16.2 

GPa を示した。 

(2) 通電加圧焼結装置を用いて、TiO2-x mol%TiB2 組成（x = 0 - 40）の混合粉末を 1000℃で焼結し、焼結体を

作製した。焼結体（x = 5）の無次元性能指数 ZT は 0.13 で、焼結体（x = 5）を用いて作製した熱電モジュ

ールは、温度差 780℃において 19.4 mW の出力を示した。 

［キーワード：通電加圧焼結、WC-SiC 基セラミックス、TiC-SiC 基セラミックス、熱電材料］ 

 

Abstract 

(1) WC-SiC based ceramics and TiC-SiC based ceramics with a diameter of 50 mm and a height of 20 mm or more were 

sintered at 1600-1800℃ using a reactive resistance-heated hot pressing. The relative density 98.3% and the Vickers 

hardness 19.9 GPa were obtained for the WC-20 mol%SiC ceramic sintered at 1650℃, and the relative density 98.8% 

and the Vickers hardness 16.2 GPa were obtained for the TiC-50 mol%SiC ceramic sintered at 1800℃. 

(2) Powders of TiO2 mixed with TiB2 of x mol% ( x = 0 - 40) were sintered at 1000℃ using a reactive 

resistance-heated hot pressing to prepare the compacts. The dimensionless figure of merit ZT of the compact (x = 5) 

was 0.13, and the maximum output of the module made of the compact (x = 5) was 19.4mW at a temperature gap 

of 780℃. 

[ Key words: Reactive resistance-heated hot pressing, WC-SiC based ceramics, TiC-SiC based ceramics, Thermoelectric 

material] 

 

１１．．ははじじめめにに 

工具や金型への利用が期待される材料として、WC-SiC 基セラミックスおよび TiC-SiC 基セラミックスに着目

し、通電加圧焼結装置を用いて緻密な焼結体の作製について検討している。昨年度に引き続き、直径 50 mm、高

さ 20 mm 以上の大型焼結体の作製について検討した。 
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図図２２ TiO2-5 mol%TiB2熱電モジュー

熱電変換材料は、熱を電気に変換する材料であり、廃棄されている産業廃熱、ごみ焼却炉廃熱、温泉廃熱等の

熱エネルギーの有効利用に資する材料として期待されている。酸化物系熱電材料は、高温安定性に富み、高温領

域での利用が可能である。通電加圧焼結装置を用いて、酸化物系の TiO2-TiB2 組成焼結体を作製し、熱電性能

を評価するとともに、熱電モジュールを作製し、高温領域下における出力を測定した。 

 

２２．．硬硬質質工工具具用用材材料料・・金金型型用用材材料料のの作作製製 

WC 粉末、TiC 粉末、SiC 粉末を WC-x mol%SiC（x = 5,10,15,20,30）組成、および TiC-x mol%SiC（x = 30,50, 

70）組成になるように秤量の後、ボールミルを用いて湿式混合し、混合粉末を調製した。混合粉末を内径

50 mm のグラファイト型に充填し、通電加圧焼結装置を用いて、WC-x mol%SiC 組成は 1600℃および

1650℃、50 MPa、真空中で、また、TiC-x mol%SiC 組成は 1750℃および 1800℃、50 MPa、真空中の条件で

焼結し、直径 50 mm の焼結体を作製した。図図 1 に、1650℃で焼結した

WC-20 mol%SiC セラミックス（直径 50 mm、高さ 23 mm）の外観を示す。

WC-20 mol%SiC セラミックス（焼結温度 1650℃）は、相対密度 98.3%、

ビッカース硬さ 19.9 GPa を示し、緻密で高い硬さを有していた。一方、

焼結温度 1800℃で焼結した TiC-50 mol%SiC セラミックス（直径 50 mm、

高さ 21 mm）は、相対密度 98.8%、ビッカース硬さ 16.2 GPa で、十分に

緻密化していた。TiC-50 mol%SiC セラミックスのビッカース硬さは

WC-20 mol%SiC セラミックスよりも低い値であるが、TiC-50 mol%SiC

セラミックスは WC-20 mol%SiC セラミックスよりも軽量という特徴を

有するため、それぞれ用途に応じた利用が期待される。 

 

３３．．酸酸化化物物系系熱熱電電モモジジュューールルのの作作製製とと性性能能評評価価 

TiO2 粉末と TiB2 粉末を TiO2-x mol% TiB2 組成（x = 0 - 40）になるよう

に秤量し、ボールミルで湿式混合を行い、混合粉末を調製した。混合粉

末を内径 30 mm のグラファイト型に充填し、通電加圧焼結装置を用いて

1000℃、50 MPa、真空中の条件で焼結を行い、焼結体を作製した。x = 5

組成の焼結体の結晶相は、X 線回折分析により Ti4O7、Ti5O9、Ti6O11 と

同定され、無次元性能指数 ZT（800℃）は、ゼーベック係数、電気抵抗

率、熱伝導率の測定値から 0.131)と求められた。図図 2 に、x = 5 組成の焼

結体を用いて作製した熱電モジュールの外観を示す。熱電モジュール

は、8 mm×8 mm×4 mm の素子 10 個で構成されている。熱電性能評価装置を用いて、高温側 800℃、低温

側 20℃、温度差 780℃の条件において熱電モジュールの出力を測定した結果、出力は 19.4 mW を示した。 

 

４４．．ままととめめ 

(1) TiC-x mol%SiC（x = 50, 70）組成の混合粉末を通電加圧焼結装置で焼結し、直径 50 mm、高さ 20 mm 以上の焼

結体の作製について検討した。x = 50 の場合、1800 ℃、70 MPa の条件で作製した焼結体の相対密度は 98.8 %、

ビッカース硬さは 16.2 GPa となり、緻密なセラミックスを作製できた。 

(2) 天然黄鉄鉱粉末、二硫化鉄試薬粉末に銅粉末を x mass%Cu（x = 0 - 90）添加して作製した焼結体の無次元性

能指数 ZT は、前者が x =50 で 0.05、後者が x =60 で 0.12 となり、二硫化鉄試薬由来焼結体が 2.4 倍高い値を示し

た。  

図図１１ WC-20 mol%SiC セラミック

ス 
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機機能能性性部部材材ももののづづくくりり事事業業 

- 県県内内光光学学産産業業のの高高度度化化にに資資すするるももののづづくくりり創創出出事事業業 - 

オプトエレクトロニクスグループ 笠松 秀徳, 近藤 祐治, 山根 治起 

先端機能素子開発部 梁瀬 智 

機能性材料・デバイスグループ 内田 勝 

 

Project of Creating Functional Materials 

- Project of Manufacturing Innovation Contributing to Advancement of Optional 

Industries in Akita Area - 
Optoelectronics Group Hidenori KASAMATSU, Yuji KONDO, Haruki YAMANE 

Advanced Functional Element Development Department Satoshi YANASE 

Functional Material and Device Group Masaru UCHIDA 

抄抄録録 

本事業では、秋田県内の光学関連企業が高い技術力と世界的競争力を得るために、当センターの保有する光学

関連技術を用いて技術支援を行っている。本年度は、簡易型 MTF 評価システムを用いて、被検レンズの LSF を

取得した。さらに、レイリーの評価基準を LSF に適用して定量的な解像力の算出を行った。 

［キーワード：光学、LSF、レイリーの評価基準、レンズ］ 

 

Abstract 

Akita Industrial Technology Center have performed optical-related technical support for optical products manufacturers in 

Akita prefecture. This year, we calculated the LSF of the lens under test using the simplified MTF evaluation system. 

Furthermore, Rayleigh criterion was applied to LSF to calculate quantitative resolution. 

[ Key words: optics, LSF, Rayleigh criterion, lens] 

 

１１．．ははじじめめにに 

当センターでは、紫外・可視・近赤外での高精度反射対物鏡に関する光学設計・波面制御・結像性能評価、光 

計測、光学薄膜の解析など、光学に関連する基盤技術を構築してきた。光関連産業においては、付加価値の低い

製品製造の多くが海外企業に流れており、県内企業が生き残るには高付加価値製品の開発製造が不可欠である。

そこで、当センターが有する光学関連の基盤技術を発展させ、秋田県内企業の持続的成長を支援することを目指

し、本事業を平成 28 年度から行ってきた。 

現在、県内のカメラレンズの製造企業では、被検レンズを通してチャートをスクリーン上に投影し、その投影

像を目視観察することでレンズ性能を評価している。しかし、目視検査であるため再現性が低く、歩留まりが低

下する事案が起きている。そのため当センターでは、定量的なレンズ性能評価として、MTF による評価手法の検

討を行ってきた。本年度は新たな視点からレンズ性能を定量化するため、LSF(Line Spread Function)に“レイリー

の評価基準”を適用することで定量的な解像力の取得を試みた。 

 

２２．．レレイイリリーーのの評評価価基基準準 

光学系の分解能を決める基準の一つに、レイリーの評価基準がある。図図 1 は、2 つの点光源からの光がレンズ
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を通過し結像したときの像面での明るさの強度分布を表し

ている。黒破線がそれぞれの 2 つの点光源からの光の強度

分布を示している。それらの合成の強度分布は黒実線のよ

うになり、2 つの極大値を持つ。極大値の強度 Iを 100%

としたとき、その間にある極小値 Iが 74%以下なら、2

つの点光源が分離して見えるとし、74％を超えると 2 点が

不明瞭になるとしたものが、レイリーの評価基準である。

Iが74%以下の時の2つの極大値間の距離Δが分解能とな

る。その分解能の逆数を取り、単位を mm にしたものが解

像力(本/mm)となる。 

 

３３．．レレイイリリーーのの評評価価基基準準にによよるる解解像像力力のの取取得得方方法法 

本事業では、点光源による像面上の明るさの分布ではなく、

線光源による明るさの分布を表した LSF(Line Spread 

Function、線広がり関数)にレイリーの評価基準を適用するこ

とで、解像力を定義した。一般に、LSF の取得には線光源を

用いるが、本事業では図図 2 で示すように、撮影したエッジ写

真からライン上の輝度プロファイルである ESF(Edge Spread 

Function)を取得し、それを微分して算出する手法を用いた。 

分解能Δは図 3 のように、LSF を Excel 上で 2 つ並べ(赤線、

青線)、2 点間の距離を徐々に移動させIとIがレイリーの評

価基準の割合になったときの距離を探すという手法で取得し

た。図図 3 は実際のレンズで取得した LSF であり、2 つの LSF

間の距離が 52 ㎛のときレイリーの評価基準を満たしたため、

分解能Δ=52㎛とした。このときの解像力は19本/mmとなる。

本手法では、特殊な光源等を用いることなく、比較的簡単

に定量的な解像力を求めることが可能である。定量的な性

能評価により、検査の再現性の向上が期待できる。 

 

４４．．ままととめめ 

エッジ写真から LSF を取得し、レイリーの評価基準を適

用することで、解像力を取得する手法を提案した。この解

像力は、画像解析から出力されるため、人間の感覚によら

ない定量的な値である。そのため、目視検査の代替となる

ことが期待できる。 

 今後は、この解像力(レイリーの評価基準)からレンズ性

能検査の合否基準が選定可能か、MTF や目視検査に用いる投影像等と比較しつつ、検討を行う予定である。 
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機機能能性性部部材材ももののづづくくりり事事業業 

- 熱熱･･流流体体解解析析とと設設計計技技術術にによよるるエエネネルルギギーーのの効効率率的的利利用用 - 

医工連携グループ 高山 健太郎 

新エネルギー・環境グループ 伊勢 和幸、経徳 敏明 

 

Project of Creating Functional Materials 

- Efficient using of the energy by heat and fluid analysis and design technology - 
Medical-Engineering Collaboration Group Kentaro TAKAYAMA 

New energy and Environment Group Kazuyuki ISE and Toshiaki KEITOKU 

 

抄抄録録 

積雪の課題に対して、暖房器具からの廃熱などを利用して、屋根の雪を溶かすシステムの検討を進めている。

本年度は、同システムの性能向上に繋がる設計指針構築のために、寸法や構造などに注目し、熱流体解析を行っ

た。その結果、気流や温度分布などの違いを視覚的に明らかにした。 

［キーワード：未利用熱、熱交換器、熱流体解析］ 

 

Abstract 

To solve the issue of snow accumulation, we examined a system that melts snow on the roof by using waste heat of heating 

appliances. This year, to build a design guideline that will lead to improved performance of the system, we conducted a 

thermo-fluid analysis focusing on dimensions and structure. As a result, the difference in airflow and temperature distribution 

due to various parameters was clarified visually. 

 [ Key words: unused thermal energy, heat exchanger, thermo-fluid analysis] 

 

１１．．ははじじめめにに 

秋田県の地域的な課題の一つに、積雪対策が挙げられる。特に近年、高齢化や空き家の増加に伴い、雪下ろし

中の事故や家屋の倒壊などが、大きな問題となっているが、融雪技術の運用コストが高く、普及を阻んでいる。

そのため、融雪に必要な熱源として、暖房器具からの廃熱などの未利用熱が活用できれば、低コスト運用が可能

となり、融雪対策の一つとして期待できる。しかも、融雪に必要な熱エネルギーは、総熱量としては多いものの、

温度自体は零度より高ければ一定の効果が期待できるため、有効利用が見出せていない低温熱源でも活用できる。

我々は県内企業とともに屋根融雪システムの開発を進めてきており、これまでに効率的運用に必要な温度などの

情報収集システムや、融雪性能向上のための解析などを行ってきた。本年度は、熱流体解析による屋根上での気

流や温度分布の可視化、および、各種パラメータの影響などについて検討を行った。 

 

２２．．屋屋根根融融雪雪シシスステテムムのの熱熱流流体体解解析析 

２２．．１１  屋屋根根融融雪雪シシスステテムムとと熱熱解解析析手手法法 

本報告の解析には、有限体積法の流体解析ソルバーがセットアップされているオープンソースの“DEXCS for 

OpenFOAM”を用いた。図図 1 に、解析に用いた屋根融雪システムの基本的なモデルを示す（協力；（株）ロイヤ

ルパーツ、システムハウス篠建様）。おおまかな構造としては、長さが 5 m、一辺が 50 cm の直角二等辺三角形
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の三角柱状となっている。その三角形の中心付近を貫くように、直径

10 cm で長さ 3 m の温風導入用の円筒管がある。管の側面に一方向に

等間隔で穴を設けており、その穴の径は 1、2、3、4 および 5 cm、各々

に対応する穴の間隔は 10、20、30、40 および 50 cm と設定し、屋根と

平行に上方に向いている。この穴は、温風が噴出することで、屋根融

雪システム内の温度分布が均一となることを意図している。円筒管に

導入する温風の流量は 10 および 20 ℓ/sec、温風の温度は 340 K（67℃）、

外気温は 300 K（27 ℃）とし、温風導入から 10～30 秒後までの計算

を行った。 

２２．．２２  解解析析結結果果おおよよびび考考察察 

図図 2 に、温風導入量に対する、管側面の穴から噴出した流量の割合と穴径

との関係を示す。穴径が 1 cm から 4 cm までは 5～15％程と大きな変化はな

いが、穴径が 5 cm では 50％以上まで急増している。次に図図 3 に、単位面積

あたりの流量比と穴径との関係を示す。なお同図の縦軸は、穴径 1 cm での値

で規格化している。穴径が 5 cm での急増の傾向は同じであるが、穴径が 1 cm

から 4 cm に大きくなるにつれて、単位面積当たりの流量には微少傾向が見ら

れる。この時、穴を通る断面での管長さ方向の詳細を確認したところ、流

速分布が影響していることがわかった。今後より詳細な検討を行い、シス

テム内の温度分布の改善に繋がる知見の構築に務めたい。 

最後に、実際の設置状況に近い、傾斜面の構造体上にある、穴径 4 cm、

穴の間隔 20 cm で長さ 1 m の温風導入管を有する長さ 3 m の屋根融雪シス

テムの解析例を示す。図図 4 に、外気より 40℃高温の温風を、50 ℓ/min で導

入してから 30 秒後の結果を示す。白いほど高温であることを示している。

この例では屋根の中央付近での温度が低い傾向にあることがわかる。それ

と同時に、円筒管側面に設けた穴からは、温風があまり噴出していないよ

うに見受けられ、本事例の場合には温度分布の改善の必要である。 

温度分布は様々な要因で変わる可能性があるが、これまでにいくつか

改善に繋がる提案を行っている。改善提案の一部を、実際のシステムに

反映させたところ、この冬の豪雪においても、フィールド試験で良好な

融雪結果を確認できている。今後、熱流体解析の結果についてより詳細

な考察を行うと共に、設計ツールとしての精度を向上させ、さらなる屋

根融雪システムの性能向上に繋がるように検討を進める予定である。 

 

３３．．ままととめめ 

低温の未利用熱を活用する屋根融雪システムの熱流体解析を行い、気流

や温度分布の可視化をすることができた。これにより、現状の課題の把

握と、それに対する改良提案につなげることができた。今後、さらなる改良を進める事で、廃熱等の未利用熱の

有効利用とともに、秋田県における課題の一つである積雪に関する解決策として、県内企業に技術移転し、広く

県内展開を図れるよう務めていきたい。 

図図 1  屋屋根根融融雪雪シシスステテムムのの基基本本的的なな熱熱流流体体解解

析析モモデデルル 

図図 2  温温風風流流入入量量にに対対すするる側側面面穴穴かからら

のの噴噴出出量量のの穴穴径径依依存存性性 

図図 4  傾傾斜斜面面ににおおけけるる温温度度おおよよびび風風向向のの分分

布布のの解解析析結結果果のの一一例例 

図図 3  温温風風流流入入量量にに対対すするる単単位位面面積積当当たた

りりのの側側面面穴穴かかららのの噴噴出出量量のの穴穴径径依依存存性性 
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機機能能性性部部材材ももののづづくくりり事事業業 

- 地地中中熱熱･･排排熱熱のの効効率率的的利利用用 - 

新エネルギー・環境グループ 伊勢 和幸、経徳 敏明 

 

Project of Creating Functional Materials 

 - Efficient use of underground heat and exhaust heat - 
New energy and Environment Group Kazuyuki ISE and Toshiaki KEITOKU 

 

抄抄録録 

地中熱や廃熱などの未利用熱の中でも特に有効利用が難しいとされる、150 ℃以下と低温で且つ、エネルギー

密度が低い気体に関して、熱交換器を用いることによる有効利用の可能性について注目した。本年度は、二重管

型熱交換器における、気体=液体間での熱交換性能に関する検討を行った。その結果、断面が円筒形状よりも多

葉形状の方が性能がよく、実験と解析でほぼ一致する解が得られた。 

［キーワード：未利用熱、熱交換器、熱流体解析］ 

 

Abstract 

Gases with a low temperature of 150 ° C or less and low energy density are particularly difficult to effectively use among 

unused heat such as geothermal heat and waste heat. We focused on the possibility of effective utilization of gas heat by using 

a heat exchanger. This year, we examined the heat analysis technology related to the heat exchange performance between gas 

and liquid in the double-tube heat exchanger. As a result, the multi-leaf shape showed better performance than the cylindrical 

shape, and a particularly good agreement was obtained between the experiment and the analysis. 

 [ Key words: unused thermal energy, heat exchanger, thermo-fluid analysis] 

 

１１．．ははじじめめにに 

地中熱や廃熱などの未利用熱は、全熱エネルギーの 1／3 を占め、その大半は 150 ℃以下の比較的低温で広範

囲に分散しており、有効利用が進んでいない。ただし、その熱源が固体もしくは液体の状態で存在していれば、

エネルギー密度は比較的高く、有効活用する手段もいくつか提案され、すでに実用化されている。一方、その熱

源が気体の状態で存在する場合、エネルギー密度が低く、有効活用が困難である。このことは言い換えると、気

体の熱でも有効活用できる技術があれば、未利用熱の活用領域が一気に拡大することに繋がるものと期待される。 

我々はこれまでに、液体と液体との間での二重管型熱交換器に関する検討を行ってきた。今年度は、二重管型

熱交換器における、気体と液体との間での熱交換性能に関する検討を行った。 

 

２２．．二二重重管管型型熱熱交交換換器器のの性性能能評評価価 

２２．．１１  実実験験方方法法及及びび解解析析手手法法 

本検討に用いた 2 種類の二重管型熱交換器の断面の構造を図 1 に

示す（熱交換器作製協力；（株）西山製作所様）。材料は銅合金で、

厚さは 0.75 mm である。1 種類は円筒状で、外径は 21.7 mm、外側

断面積は 190.63 mm2、内側断面積は 96.77 mm2である（図図１１(a) 参
(a) 円筒状                (b)  多葉状（6 葉） 

図図 5  二二重重管管型型熱熱交交換換器器のの断断面面構構造造 
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照）。もう 1 種類は多葉状と呼んでいるものであり、ここでは 6 つ

に広がっている 6 葉状を用いた。その内管と外管は接しており、外

径は 21.7 mm、外側断面積が 118.90 mm2、内側断面積が 126.68 mm2

である（図図１１(b) 参照）。多葉状の内側断面長さは、円筒状のほぼ

1.4 倍で、熱交換器の長さはともに 30 cm である。熱交換性能評価の

実験は、熱交換器の内管内に約 60℃の温風を流し、外管内には温風

とは対向流となる約 25℃の冷水を流して行った。実験の風量は 27 ℓ

/min 一定とし、解析ではさらに 10、20 および 50 ℓ/min の 3 条件を

追加した。また、水量は実験と解析でともに、2、4、6 および 8 ℓ/min

の 4 条件とした。なお、解析には、ムラタソフトウェア製の有限要

素法ソフト“Femtet”の熱伝導解析を用い、解析手法には以前行った、液体同士

での熱交換性能の導出手法を用いた[1]。 

２２．．２２  性性能能評評価価のの結結果果 

風量 27 ℓ/min の条件で、長さ 30 cm の二重管型熱交換器単体だけで解析を行っ

た際の、高温空気の冷却性能の解析値を、実験値と比べた結果を表表 1 に示す。円

筒状と 6 葉状とを比べると、ともに 6 葉状の値の方が大きく、熱交換性能が高い

ことがわかる。しかし、実験値と比べると解析値は両形状ともに、1/3 から 1/2 程

度に留まっている。その理由として、本解析が熱伝導解析であるために、対流の

影響が考慮できないことに加え、熱交換器の両端にある、外管に冷水を導入する

継ぎ手を考慮しなかった可能性が考えられる。 

そこで、寸法が 30×30×60 mm の黄銅製の継ぎ手を、二重管の両端に設けたモ

デルで、改めて解析を行った。継ぎ手内での内管の形状は、円筒状ではそのまま

延伸させ、6 葉状では連続的に円筒状に変形させた。図図 2 に、継ぎ手を考慮し、

温風の風量を 10、27、50 ℓ/min と変えた際の冷却性能の水量依存性を示す。上記

の表 1 での結果に比べると、風量 27 ℓ/min での実験値と解析値がほぼ一致してお

り、表表 1 での不一致は、継ぎ手の影響である可能性が高いことが考えられる。ま

た、円筒状と 6 葉状とを比べると、その差は水量によらずほぼ 1.4 倍となってい

る。これは、内管の外周の長さの比と一致しており、気体と液体との熱交換性能

は、熱の受け渡しの役割を担う、この長さの比に対応すると考えられる。従って、

実効的な内管の外周が長い構造が、気体と液体との熱交換でも効率的であると同

時に、二重管型熱交換器が、気体の未利用熱を有効利用するツールとしての可能性を有することがわかった。 

 

３３．．ままととめめ 

地中熱や排熱に代表される未利用熱の有効利用において、使いやすい熱にする機能を有する熱交換器について

熱流体解析を行った。二重円筒管型の熱交換器の場合、内管の内部には、重力による若干の温度分布が見られる

ものの、外管の内部も含めて、全体としては温度分布の少ない熱流体の状態を確認できた。従って、二重円筒管

型の熱交換器の場合、有限要素法による熱伝導解析だけでも十分な設計指針の構築が可能であるといえる。引き

続き、高効率な熱交換器の設計開発を進め、その成果の企業への技術移転および製品展開を目指す。 

文文    献献 

[1] 秋田県産業技術センター 平成 30 年度業務年報 P72-73.  

表表11  熱交換器両端の接続部が未考慮の場合の

温風冷却性能の実験値と解析値との比較 

(a) 円筒状 

水量（ℓ/min） 2 4 6 8 

実験値（W） 8.95 9.00 9.15 9.15 

解析値（W） 2.74 2.79 2.81 2.85 

(b) 多葉状（6 葉） 

水量（ℓ/min） 2 4 6 8 

実験値（W） 11.75 11.83 11.80 11.75 

解析値（W） 5.19 5.42 5.64 5.85 

 

(a) 円円筒筒状状 

(b) 多多葉葉状状（（6 葉葉）） 

図図 6  高温空気冷却性能の冷却水

量依存性 
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IoT ももののづづくくりり事事業業 

- 微微小小光光学学系系にによよるるセセンンシシンンググシシスステテムムのの県県内内企企業業展展開開 - 

機能性材料・デバイスグループ 梁瀬 智、内田 勝 

オプトエレクトロニクスグループ 近藤祐治、 笠松秀徳、 村田美代子 

 

Project of IoT Industries  

- Development of Sensing Devices and Systems with Micro-Optics Devices - 
Functional Materials and Device Group  Satoshi YANASE and Masaru UCHIDA 

Optoelectronics Group  Yuji KONDO, Hidenori KASAMATSU and Miyoko MURATA 

 

抄抄録録 

新しい光デバイスとして液晶材料を用いた可変光デバイスの開発を行っている。その代表例である液晶レンズ

は、機械的な可動部がなく、連続的な焦点変化が可能である。また、液晶マイクロレンズアレイは、光拡散や光

偏向を制御するデバイスとして用途展開が期待される。これら液晶光デバイスの基幹技術である「高抵抗膜技術」

（高い電気抵抗を有する透明薄膜の作製技術）を無機材料で開発した。ZnO に Cu2O 等を添加した薄膜を検討し

た結果、105～1012 Ω/□の範囲での制御が可能になった。現在、量産化技術の開発、確立に向けて県内企業と協

働で取り組んでいる。 

［キーワード：高抵抗膜、薄膜作製技術、液晶レンズ、マイクロレンズアレイ］ 

 

Abstract 

New optical devices that using liquid crystal material have been developed. A liquid crystal lens is a variable focucing lens 

device without mechanical action. Further, the liquid crystal microlens-array is expected to be used as a device for controlling 

light diffusion and light deflection. We have developed "high resistance film technology" (technology for producing optical 

transparency thin films with high electrical resistance), which is the core technology of these liquid crystal optical devices. As 

results of prepared and evaluated thin films in which Cu2O or the like is added to base material ZnO, control of sheet 

resistance has been possible in the range of 105 to 1012 Ω/□. Currently, we have started a cooperation development project 

with private company in Akita prefecture. Purposes of the project are improvement of the transmittance, development and 

establishment of mass production technology of the high resistance film. 

 [ Key words: high electrical resistance film, thin film fabrication technology, liquid crystal lens, microlens-array] 

 

１１．．ははじじめめにに 

本テーマでは、液晶材料を用いた新しい光デバイス（液晶光デバ

イス）の開発と関連技術の普及展開を行っている。その代表例であ

る液晶レンズ（図図１１）は秋田県発の技術シーズであり、イメージン

グデバイスやセンシングデバイス等への利活用を図る活動を進めて

いる。本稿では、これら液晶光デバイスの基幹技術である「高抵抗

膜技術」（高い電気抵抗を有する透明薄膜の作製技術）に関する開

発状況と技術移転による県内企業の支援について紹介する。 図図 1 高抵抗膜を導入した液晶レンズの構造例
（構成部材はすべて透明材料） 
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２２．．液液晶晶レレンンズズとと高高抵抵抗抗膜膜技技術術 

図図 1 に示す液晶レンズは、円形のパターン電極と平板電極の間に

発生する電界分布を適切に制御することで、液晶層がレンズとして

機能する。有機系の帯電防止材料を高抵抗膜に用いて、パターン電

極の極近傍に配置することで、レンズ径 2 mm で液晶厚 30 μm の

液晶レンズに対して数ボルトの電圧印加で最適な電界分布が形成で

きることがわかっている[1]。ただし、レンズ径や液晶層の厚さなど

に応じた抵抗値の制御が必要であり、ここでは抵抗値 108 Ω/□での

動作が確認されている。一方、抵抗値の制御や安定性、プロセス耐

性（170 ℃焼成）などに問題が残っていた。これらを解決するため

に無機系の高抵抗膜の開発を始め、作製技術を確立した。 

本開発では、透明導電性材料である ZnO に各種材料を添加[2]して

抵抗値の増加と制御の検討を行った（DC パルススパッタ法： 100 

W、Ar ガス 0.4 Pa で 25 nm 成膜）。下地膜は SiO2（プラズマ CVD： 

1 μm 成膜）とした。図図 2 に作製した膜の抵抗値と透過率を示す。

透過率は 90 %程度が得られている。ZnO のみ（図中×印）では 105 

Ω/□であった抵抗値を、Cu2O や O2を添加（図中○印、△印）する

ことで 107 Ω/□以上に増加できた。焼成後の抵抗値の変化を図図 3 に

示す。Cu2O 添加以外では 170 ℃で抵抗値が急増して制御が困難で

ある。また下地膜の成膜条件を整えることで Cu2O 添加膜では

200 ℃の焼成でも抵抗値を安定化でき、デバイスの作製工程での焼成温度にも適合できるようになった。さらに

成膜圧力や新たな添加材料を検討した結果、105～1012 Ω/□の範囲での制御が可能になった。 

 

３３．．企企業業ととのの連連携携・・開開発発支支援援 

開発した高抵抗膜技術で、各種の液晶光デバイスに最適な抵抗値の膜を使ったデバイスを作製して、その動作

や長期安定性などが確認できている[3] 。今後、透明な材料である特長も活かして、新たな電気光学デバイス等に

広く利用できる技術への展開が期待される。一方で、透過率は 90 %程度であり、さらなる向上が必要である。ま

た、大面積への成膜や特性の均一性など、量産化のための技術開発、確立もこれからの課題である。 

現在、光学機器メーカーである株式会社目白ゲノッセン秋田工場と協働で高抵抗膜の課題に取り組んでおり、

今年度の公益財団法人本荘由利産学振興財団ものづくり助成事業に応募した。その結果「液晶レンズ向け透明高

抵抗膜の開発」が採択されている。企業の持つ強みをさらに伸ばした開発活動が進められるよう、当センターが

保有する関連技術を活用した支援を行っていく。 

文文    献献 

[1] M. Ye, B. Wang, M. Uchida, S. Yanase, S. Takahashi, M. Yamaguchi and S. Sato: Low-Voltage-Driving Liquid Crystal 

Lens, Jpn. J. Appl. Phys., Vol. 49, pp.100204-1-3 (2010). 

[2] Yuichi Sato, Makoto Goto, Junji Ikeda, Yusuke Minakawa, Susumu Sato: Investigation of ZnO Based Thin Films as 

Resistance Materials with Small Temperature Coefficients, Adv. Sci. Tech., Vol. 45, pp. 2376-2381 (2006). 

[3] M. Ye, B. Wang, M. Uchida, S. Yanase, S. Takahashi, and S. Sato: Focus Tuning by Liquid Crystal Lens in Imaging 

System, Appl. Optics, Vol. 51, pp.7630-7635 (2012). 

  

図図 2 各種材料添加で作製した膜の抵抗値と透
過率（O2はガス導入、他の材料はペレットで
添加） 

図図 3 各種材料添加で作製した膜での焼成温度
に対する 1 時間焼成後の抵抗値（Cu2O*は下地
改善後） 
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IoT ももののづづくくりり事事業業 

- 秋秋田田版版ススママーートトププララッットトホホーームムのの県県内内企企業業展展開開 - 

情報・電子グループ 丹 健二、佐々木 信也、佐々木 大三、伊藤 亮、大竹 匡 

 

Project of IoT Industries 

- Development of Akita Smart Platform Technology - 
Information and Electronics Group 

Kenji TAN, Shinya SASAKI, Daizo SASAKI, Ryo ITO, Saori CHIBA, and Masashi OHTAKE 

抄抄録録 

県内企業の業務効率の改善を目指した DX 導入推進の 1 つとして、我々は、IoT セミナーを実施している。こ

のセミナーは、講義と実習から構成される。受講後は、自社内で IoT を実践し、業務効率改善を図る。今年度は、

IoT 活用に必要な ネットワーク技術とセンサ技術、それぞれ特化したセミナーも新たに実施したので報告する。 

［キーワード：AI、DX、IoT、内製可能人材育成］ 

 

Abstract 

We have been conducting IoT seminars as part of our DX promotion policy aimed at improving the work efficiency of 

companies in Akita Prefecture. These seminars consist of lectures and practical exercises. After taking these seminars, the 

participant practiced IoT in their companies to improve work efficiency. We also conducted a new seminar specializing in 

network technology and sensor technology, both of which are necessary for IoT applications. 

 [Key words: AI, DX, IoT, Human Resources capable of in-house production] 

 

１１．．ははじじめめにに 

秋田県の課題として、少子高齢化に伴う人口減少がある。企業においては人材不足が成長の障害の 1 つとなり、

業務効率の改善は年々重要となってきている。秋田県では、対策の 1 つとして、県内企業の DX (Digital 

Transformation： デジタル技術活用による革新)とそれを用いた業務効率改善を目指した施策に取り組んでいる。 

この施策の 1 つとして、我々は、県デジタルイノベーション戦略室と共に、企業における IoT (Internet of Things : 

モノのインターネット)内製化人材育成を推進している。IoT 内製化人材育成の効果としては、まず、IoT の導入

によって、企業の業務効率改善を図ることができる点である。業務効率改善によって、人材不足の解消に繋がる。

次に、内製化人材が育つことで、それまで外部に委託していた情報通信関連の軽微なトラブルを自社内で対応で

きる能力が備わる。これは、従来委託されてきた情報通信関連企業が、軽微なトラブル対応から開放され、より

高度で付加価値の高い業務に注力できるようになることを意味する。 つまり、IoT 内製化人材の育成は、その企

業だけでなく、そこに関わる情報関連企業の人材不足問題に対しても有効である。今回は、この IoT 内製化人材

育成として、ネットワーク特化研修、センサ特化研修および続多種多様研修の各セミナーのカリキュラムを設計

し、開催したので報告する。 

 

２２．．ネネッットトワワーークク特特化化研研修修 

本研修は、IoT システムを構築する上で必要となるネットワークの基礎知識について、OSI 参照モデルから各

層の役目とその振る舞いについての学習とともに、IoT の特徴でもある多接続に起因するセッション数枯渇問題
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への対応や、パケットキャプチャによるトラブルシューティング方法

の習得など、実際の運用によって発生する諸問題への対応が可能な能

力の取得を目的として企画した。 

本研修の実施により、IoT デバイスの収容に特化したゲートウェイ

装置が成果品として得られることになっており、装置に必要な各サー

ビスの詳細設定や、OS カーネルのパラメータチューニングまで掘り

下げており、IoT 利用者だけではなく、システム提供者にも有益とな

る内容となっている。昨年度実施した IoT セキュリティ研修と合わせ

て、基礎研修を経て実際に IoT システムを展開しようとする者全員に

受講を推奨したい。 

 

３３．．セセンンササ特特化化研研修修おおよよびび続続多多種種多多様様研研修修 

この 2 つの研修は、それぞれの受講者が IoT 活用に必要な事例を多

く経験することを目的としている。 

センサ特化研修は、企業が利用するであろうセンサを取り上げ、そ

のセンサの機能を学び、回路設計方法およびプログラムの事例を学ぶ

ものである。音響、温度、光、電流などのセンサを実装した。特に、

温度や音響センサでは、デジタル版とアナログ版とをそれぞれ実装し、

それぞれの特徴を、体験を通して知ることで、状況に応じて使い分け

る知識の修得までを盛り込んだ。 

続多種多様研修は、昨年度に引き続き、新たなデバイスを利用した

システム構築の体験を通して、事例を学ぶものである。今回は特に、

カメラ付きマイコンを用いて、画像を随時取得し、人を検出するシス

テムの構築を行うなど、実践に向けて、受講者は幅広い事例を学んだ。 

 

４４．．ままととめめ 

今年度の受講者数は昨年度の繰越開催もあり 79人(57社)であっ

た。平成 29 年度からの受講者数累計は延べ 199 人であり、うち 2,3 割程度が重複受講している。つまり、

これまで 100 人以上が我々の研修を受講している。受講した各企業において、IoT を利用した業務効率改

善の進捗は差があるものの、この成果を秋田県内に定着すべく、我々が技術的なフォローアップを実施し

ている。また、この IoT 内製化人材育成を目指したセミナーは、現在、東北の各県に横展開すべく、青森

県、岩手県、山形県、福島県でも、基礎研修をベースに実施した。なお、IoT ネットワーク特化研修と IoT

センサ特化研修は、県デジタルイノベーション戦略室の主催、それ以外の研修については、由利本荘市、

にかほ市、県由利地域振興局、そして、公益財団法人本荘由利産学振興財団の主催で行われた。 

[あきた AI・IoT 技術互助 WebSite] https://AAIIoT.aitc.pref.akita.jp/ 

  

図図 9 センサ特化研修の模様 

図図 9 続多種多様研修の模様 

図図 9 ネットワーク特化研修の模様 
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IoT ももののづづくくりり事事業業 

- 磁磁気気光光学学式式・・化化学学(ババイイオオ)セセンンササのの県県内内企企業業展展開開 - 

オプトエレクトロニクスグループ 山根 治起 

 

Project of IoT Industries 

- Development of Magneto-optical Chemical and Biological Sensors - 
Optoelectronics Group  Haruki YAMANE 

 

抄抄録録 

地球温暖化などのグローバルな環境破壊や局所的な公害問題、あるいは、保健・医療・福祉の充実など、生活

上の安全・安心の確保は、政策上の最重要課題の一つと言える。これら様々な問題の解明・解決には、生活環境

や医療等に係る計測・検査技術の進展が不可欠である。本研究課題では、磁気光学効果を利用することで、可燃

性ガスやバイオ分子などの化学物質を高精度に検出することが可能な新たなバイオ化学センサの開発を目的とし

ている。磁気光学効果は測定光の強度に依存しないため、安定かつ高精度の検出が期待できる一方、センサ素子

の高性能化には磁気光学特性の向上が不可欠である。積層薄膜、微細加工あるいは微粒子など、磁性材料にナノ

構造を付与した磁性ナノ構造体では、プラズモン励起や光干渉効果などによって、磁気光学特性の向上／制御が

可能である。本年度は特に、磁性積層膜における表面プラズモン共鳴を用いることで、磁気光学性能の大幅な増

幅ならびに、水素ガスセンサへの応用が可能であることを確認した。今後、バイオ／化学反応の積極的な活用が

可能な検知材料の開発などを進め、各種バイオ化学センサとして実用化を目指す。 

［キーワード：バイオ化学センサ, プラズモン，磁気光学，磁性ナノ構造体］ 

 

Abstract 

Improvements in magneto-optical (MO) effects due to magneto-photonic crystals and plasmon resonances have been 

extensively studied, because large MO activities are desirable in practical applications, such as optical recording system, 

telecommunications, and optical chemical and biological sensors. The MO properties in magnetic multilayers and 

nanoparticles can be enhanced and/or controlled by the effects of optical interference, photonic crystals and plasmon 

resonances. These MO phenomena in magnetic nanostructures are useful for chemical and biological sensing applications. 

 [ Key words: chemical and biological sensors, plasmon, magneto-optical, magnetic nanostructure] 

 

１１．．ははじじめめにに 

地球温暖化などのグローバルな環境破壊や局所的な公害問題、あるいは、保健・医療・福祉の充実など、生活

上の安全・安心の確保は、政策上の最重要課題の一つと言える。これら様々な問題の解明・解決には、生活環境

や医療等に係る計測・検査技術の進展が不可欠である。化学物質の検出や濃度判定を特徴とするバイオ化学セン

サには、ガス漏れや火災に伴う有毒ガスを検知するガスセンサ、溶液中のイオンを検知するイオンセンサ、生体

反応を検知するバイオセンサなどがある。本研究課題では、バイオ計測で一般に利用されているプラズモンセン

サにおいて、磁気光学効果を利用することで、可燃性ガスやバイオ分子などの化学物質を、高精度に検知するこ

とが可能な新たなバイオ化学センサ「磁気プラズモンセンサ」の開発を目的として研究を進めた[1]。 
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２２．．磁磁気気ププララズズモモンンセセンンササ 

磁気プラズモンセンサは、貴金属、酸化物および磁性薄膜

の積層膜で構成され、スパッタ法により作製した。代表的な

膜構造は、[SiO2(5.0)/CoPt(3.9)/ZnO(3.0)/Ag(18.6)/ZnO(30)//ガ

ラス基板, unit nm]であり、表面保護層として SiO2 膜を用いて

いる。また、hcp(001)-Co80Pt20磁性層の磁気特性の向上を目的と

して、ZnO 界面層および下地層を形成した。図図 1 に、磁気光学

特性(Kerr 回転角: θK)、および、反射光強度: IR の入射角依

存性を示す。特定の入射角において、Ag 層で励起された表

面プラズモンによって反射率が減少し、それにともなって磁

気光学効果が増強されることが分かる。反射率が最小となる

共鳴角での Kerr 回転角はθK=±21.2 度であり、通常の測定

値に比べて、約 100 倍の増幅率が得られた。また、磁気プラ

ズモン共鳴は、入射角に対して急峻な応答を有しており、半

値幅: ∆θI は約 0.08 度であった。マトリックス法によるシミュ

レーション結果を図図 2 に示す。上記の積層構造において、Ag

層厚による最適化を行った結果であり(Ag=19.4 nm)、共鳴条

件での急峻かつ大きな磁気光学増強(θK~±50 度, ∆~0.05

度)が確認できる。比較として、Ag 単層膜における通常の表

面プラズモン共鳴の計算結果(反射率: R)も示している。一般

に、プラズモンセンサの性能指数: FOM は、センサ表面の屈

折率の変化にともなう共鳴角の変動: δθR/δn を用いて、以下

の式で与えられる。 

 
 ⁄

∆
     1 

上式より、急峻な入射角スペクトルを有する磁気プラズモン

共鳴では、高性能センサの実現が期待できる。一例として、

水素ガスセンサへの応用について検討した。積層膜の表面に

水素反応層として Pd 膜を形成することで、図図 3 に示すよう

に、水素-窒素混合ガスの導入/遮断にともなって明瞭な検知

信号を確認することができた。 

 

３３．．ままととめめ 

磁性ナノ構造体における磁気光学効果を利用することで、新たな高性能バイオ化学センサの開発を進めている。

磁性積層膜における表面プラズモン共鳴を用いることで、磁気光学性能の増強ならびに水素ガスセンサへの応用

が可能であることを確認した。今後、バイオ／化学反応の積極的な活用により、各種バイオ化学センサとしての

実用化を目指す。本研究の一部は、科学研究費助成事業(20K05375)の助成のもと実施した。 

 

文文    献献 

[1] 山根治起：第 68 回応用物理学会春季学術講演会, 18p-Z08-12 (2021)、Jpn. J. Appl. Phys. Vol.60, SCCG01 (2021)  

図図 1 表面プラズモン共鳴による磁気光学性

能の増強 

図図 3 磁気プラズモン共鳴を利用した水素ガ

スセンサ 

図図 2 磁気プラズモン: θKと表面プラズモン: 

R との比較（シミュレーション） 
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IoT ももののづづくくりり事事業業 

- 電電子子機機器器ににおおけけるる EMC 計計測測・・対対策策のの技技術術支支援援 - 

機能性材料・デバイスグループ 黒澤 孝裕、木谷 貴則 

 

Project of Creating Green Electronics Industries 

- Development of Sensor and Energy Device - 
Functional Material and Device Group  Takahiro KUROSAWA and Takanori KIYA 

 

抄抄録録 

電波暗室の管理，運用，その他電子計測機器を活用して，製品の EMC 規制に対する対応や適合性判断を実施

した。電子機器の製品開発時に必要となる EMC 計測技法を指導するとともに，EMC 対策技術を向上させ，製品

開発の効率化や EMC 品質の向上を図った。また，測定精度の向上を図るとともに他機関との相互運用性を向上

させた。今年度は計測設備として電源周波数磁界イミュニティ試験装置およびハイブリッドアンテナを導入した。

これにより，試験可能項目の拡充およびエミッション試験の最新の規格改定に対応した試験が可能になった。 

［キーワード：ワイヤレス給電，インピーダンス制御，高周波電界計測，変調散乱，EMC］ 

 

Abstract 

EMC compliance services by using electromagnetic emission measurement system and electromagnetic immunity testing 

system were carried out. EMC testing and analysis technique were provided for improving the EMC quality of equipment. 

User requests of the EMC measurement system and technical support were also obtained in this research term. Two testing 

equipment: Power frequency magnetic field immunity test system and shorter hybrid antenna are introduced. These systems 

can apply for new edition of international standards. 

 [ Key words: anechoic chamber, EMC] 

 

１１．．ははじじめめにに 

近年の電子情報機器は，情報伝送用の通信機器が搭載されるとともに，高機能化に伴う電子回路の高速化や高

密度化，および，低消費電力のための電源や信号の低電圧化が進められている。これに伴い，通信障害等の不要

電磁波に起因する EMC (Electro-Magnetic Compatibility)問題は，ますます顕在化している。電磁的な干渉のメカニ

ズムを機器の配線構造や回路動作に遡って解析することがこの問題の抜本的な解決のためには必要であるが，現

実には理論解析やシミュレーションはごく単純な回路モデルでさえ容易ではない。そのため，実際の EMC 対策

は，出来上がった製品の EMC 計測と改良により行われることが通常であり，したがって不要電磁波の発生と作

用の状況を把握するためには精度良い EMC 計測手段を提供することが重要である。 

この目的のため，電波暗室を核とした EMC 計測設備を整備して測定精度の向上を図るとともに，同一機器の

持ち回り測定を通して他機関での測定結果との相互運用性の向上を図った。また，電子機器の製品開発時に必要

となる EMC 計測技法を指導するとともに，EMC 対策技術を向上させ，製品開発の効率化や EMC 品質の向上を

図った。 

 

２２．．成成果果 
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電波暗室の月別利用時間を図図 1 に示す。年間累計の利用時間 175 時間，利用件数は 30 件であった。今年度は

コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大防止のため，県境をまたいだ移動が大きく制限された。この影響を受

けて県外からの利用がほぼ無くなり，利用時間は昨年度実績より減少した。一方で県内企業の利用に限ると，昨

年度は利用件数 20 件，利用時間 60 時間であったため，今年度は県内企業の利用が大幅に伸びたと言える。これ

ら設備運用を通して規格準拠の計測手法の指導，および規格越え機器の対策手法について随時指導した。 

 

こういった EMC 測定において規格適合性を判断する際には，他機関での測定値との差異に注意を払い，相互運

用性の向上を図る必要がある。全国の EMC に関心を持つ公設試は産業技術連携推進会議 知的基盤部会 電磁

環境分科会を組織しており，秋田県も参加している。この分科会の“同一発振器の持ち回り測定”活動に参加し，

全国 35 機関でラウンドロビン測定を行って結果を比較した。 

 

３３．．試試験験設設備備導導入入 

今年度は電源周波数磁界イミュニティ試験設備およびハイブリッドアンテナを導入した。電源周波数磁界イミ

ュニティ試験装置は電力周波数による磁気妨害に対して機器の動作状態を検証するもので，導入設備は

IEC61000-4-8 で規定された試験が可能である。今回導入した設備はコイル径 1.5m 角，試験レベル 100 A/m まで

の磁界印加に対応している。ハイブリッドアンテナは放射エミッション試験に使用するもので，現有アンテナよ

り短いアンテナ長で同等の感度，周波数特性を持つ。エミッション試験規格の改訂により試験距離の測定基準が

変更になったために導入したもので，本アンテナによってより大型の供試機器に対しても規格準拠の試験が実施

できるようになった。 

 

４４．．ままととめめ 

電波暗室の管理，運用，その他電子計測機器を活用して，製品の EMC 規制に対する対応や適合性判断を実施

した。今後も，新規導入設備も含め，試験技術の習熟および他計測サイトとの計測データの相関性向上に努める

とともに，規格準拠の計測手法の指導，および規格越え機器の対策手法についてスキル向上を図る。 
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IoT ももののづづくくりり創創生生産産業業事事業業 

- ワワイイヤヤレレスス給給電電のの製製品品化化支支援援 - 

機能性材料・デバイスグループ 木谷 貴則、黒澤 孝裕 

 

Project of IoT Manufacturing 

 - Development of Wireless Power Transfer - 
Functional Material and Device Group  Takanori KIYA and Takahiro KUROSAWA 

 

抄抄録録 

伝送信号波形の立ち上がりを急峻化した MHz 対応の給電ドライバと 100W を越える伝送試験が可能な kHz 帯

の給電ドライバを開発し、所望の伝送出力および高い伝送効率を得るためのワイヤレス給電評価システムを構築

した。本システムを用いて企業ニーズに対応したワイヤレス給電の技術開発を行い、県内企業の技術力および製

品付加価値の向上を目指した。 

［キーワード：ワイヤレス給電、高効率電力伝送、磁界共振結合、コイル設計、FPC コイル］ 

 

Abstract 

We constructed a measurement system for wireless power transfer of MHz band type with high transmission efficiency and 

kHz band type corresponding to 100W. With the system, evaluation and optimization of wireless power transfer devices was 

performed for practical applications. 

[ Key words: wireless power transfer, MHz power transmission, high efficiency power transmission, Magnetic resonant 

coupling, coil design] 

 

１１．．ははじじめめにに 

送電コイルに高周波電流を流すことで送電コイルと受電コイル間の電磁誘導を利用して、コネクタや金

属接点を介さずに二次電池や対象機器にワイヤレスで給電する技術は、感電漏電防止、防水・防塵性の向

上や利便性の観点から電気髭剃り機や携帯電話などの電子機器に普及している。当センターでは、電磁場

シミュレーション解析に基づいた「コイル・磁気コアの設計、試作」、所望の電力伝送性能と高い伝送効

率を得るための「高周波回路の設計・試作評価」、「共振回路定数の最適化」を行うことで、企業ニーズ

に応じたオリジナルなワイヤレス給電の技術開発および製品化支援を行っている。 

 

２２．．ワワイイヤヤレレスス給給電電技技術術 

２２．．１１  ワワイイヤヤレレスス給給電電評評価価シシスステテムムのの構構築築 

共振コンデンサなどの電子部品の小型化を図るために、MHz 帯で

のワイヤレス給電および伝送効率の向上を図るために、伝送信号波

形の立ち上がりを急峻化したワイヤレス給電ドライバを開発した。

また、従来の kHz 帯の給電ドライバは耐圧と電流容量の増大を図る

ことで 100W を越える伝送試験を可能とした。こちらはハーフブリ

ッジ回路駆動に加え、新たにフルブリッジ回路駆動の給電ドライバ
 

図図 1 フルブリッジ給電ドライバ 
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を開発し、小さな入力電圧でも大電力の伝送を可能と

した。図図 1 に開発したフルブリッジ給電ドライバ、図図 2

に直流電源、発振器、給電ドライバ、受電回路、電子

負荷などで構成されるワイヤレス給電評価システムを

示す。本システムを用いて、電力や効率などの伝送性

能、伝送距離、コイル間のオフセット許容値などを検

証し、ワイヤレス給電の技術開発や製品化支援を推し

進めている。 

２２．．２２  ワワイイヤヤレレスス給給電電のの製製品品化化支支援援 

 ①コイルの設計、試作、電気特性の評価などワイヤレス

給電に関する技術移転、②製品仕様に向けたコイル、ワイヤ

レス給電モジュールの開発、③新たな応用先を発掘するため

の PR 活動を実施した。 

その一例として、開発した乾電池置換のワイヤレス充電モ

ジュールを図図 3 に示す。サイズは受電コイル、受電・充電制

御回路、二次電池を含めて単四乾電池 2 本分である。充電モ

ジュールは、400mAh のリチウムイオン電池を 2 個搭載する

ことができ、送電コイル上に載せるだけで充電することがで

きる。また、給電モジュールは発振器や汎用電子機器を使用

せずに、AC アダプタなどの DC 電源のみでワイヤレス給電

を可能とし、送電電圧 6 V~16 V の範囲で動作可能である。伝

送周波数の可変機能を有することで伝送効率の最適化、受電

側電力の微調整を可能とした。 

図図 4 に東北フジクラと共同開発したフレキシブルプリント

基板（FPC）で作製したコイルを示す。FPC コイルの寸法は

40mm×50mm×0.17mm であり、試作した高効率な DC-DC コ

ンバータを有する薄型の定電圧出力受電モジュール（40ｍｍ

×17mm×2mm 厚以下）と組み合わせ、防水ケース内のウェ

アラブルカメラへの無線充電を可能とした。 

 

３３．．ままととめめ 

ワイヤレス給電の技術開発および製品化支援のために、MHz 対応と 100W を越える伝送試験が可能な kHz 帯の

給電ドライバを開発した。AC アダプタで駆動するワイヤレス給電モジュール、防水・防塵性に優れた FPC コイ

ル、薄型の定電圧出力受電モジュールを作製し、カメラへのワイヤレス充電に成功した。また、MEMS センシン

グ＆ネットワークシステム展 2020 及び 2021 に出展し、無線給電に関する引き合いを県外企業から頂いた。今年

度は県内企業 2 社が県外から試作受注を獲得した。引き続き、ワイヤレス給電の技術開発および製品化支援を行

い、県内企業の技術力と製品付加価値の向上を目指す。  

 

図図 2 ワイヤレス給電評価システム 

 

図図 3 単四乾電池型ワイヤレス充電モジュール 

 

図図 4 防水カメラ用ワイヤレス受電モジュール 

（東北フジクラと共同開発した FPC コイル） 
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ププロロセセスス制制御御ももののづづくくりり事事業業 

- 高高速速･･高高精精度度アアククチチュュエエーータタ技技術術のの県県内内企企業業展展開開 - 

新エネルギー・環境グループ 荒川 亮 

ロボティクスグループ 伊藤 亮 

技術コーディネート班 森 英季 

 

Project of Process Control Manufacturing 

- Expansion to companies in the prefecture of high-speed, high-precision 

actuator technology - 
New energy and Environment Group Ryo ARAKAWA 

Robotics Group Ryo ITO 

Technology Coordinate Section Shigeki MORI 

 

抄抄録録 

高速・高精度アクチュエータ技術の県内企業への応用展開として、超音波霧化技術の開発を行っている。本報

で示すランジュバン型振動子を用いた超音波霧化は、霧化液粒の高い指向性が特徴で、液体微粒化や塗布成膜な

どの分野で従来技術からの置き換えが期待されている。今年度は、立体物への塗布成膜を対象とすることで、超

音波霧化による塗布成膜について実験評価を行い検討した。 

［キーワード：超音波霧化、ランジュバン型振動子、液体微粒化、圧電素子、アクチュエータ、塗布成膜］ 

 

Abstract 

We developed an ultrasonic atomizer to apply our technologies of highly precise actuations for prefecture industries. Since 

the ultrasonic atomizer of a Langevin type has high directivity, we consider that it is suitable for depositions with saving 

liquid for thin films. This technologies will be expected to homogeneously coat organic, isolation and optical thin films. This 

year, we applied the ultrasonic atomizing coat to 3D stricture like a dome shape. 

 [Key words: ultrasonic atomization, Langevin-type transducer, liquid atomization, piezoelectric element, Actuator, Coating] 

 

１１．．ははじじめめにに 

機器の省力化や公共インフラの保全、心拍や心電監視などの生体モニタリングなどに様々なセンサの応用が進

んでいる。次世代のセンサは既存の対象物への適用を考慮し、表面に取り付け可能なフレキシブル基材上に創生

され、様々な場面でのニーズも高まっている。センサを作りこむ過程で、導電膜あるいは絶縁膜を正確かつ高効

率に成膜することが求められ、現在様々な手法が検討されている。本事業では、これまでランジュバン型振動子

を用いた超音波霧化技術の研究開発を行い、特性評価を進めてきた。今年度はセンサやデバイスで広く用いられ

る樹脂材料への適用を想定し、本方式の特徴である高い液粒指向性を活かした立体物塗布についてその効果の検

討を行った。 

 

２２．．ラランンジジュュババンン型型振振動動子子をを用用いいたた超超音音波波霧霧化化塗塗布布 

２２．．１１  超超音音波波霧霧化化装装置置のの概概要要 
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本報告で試作した超音波霧化装置の概略を図 1 に示す。装置はボル

ト締め式ランジュバン型振動子（ Bolt-clamped Langevin-type 

Transducer : BLT）と縦型ホーンで構成されている。BLT には一対の円

環型圧電素子（C-203，富士セラミックス）が組み込まれており、交流

電圧が印加されると概ね 40 kHz で共振振動が発生する。BLT 中心軸

方向の振動は縦型ホーンによって増幅する構造となっている。液剤は

BLT 後端から中心軸内部の管路を通り、ホーン先端の振動面（円錐形

状：外径 8，内径 2）を覆うように液膜を構成する。共振振動時、液

膜表面ではキャピラリ波が発生し，波頭から連続的に液粒が飛び出す

ように霧化することで、重力の影響を受けながら下方に落射する。 

２２．．２２  立立体体物物をを対対象象ととししたた霧霧化化塗塗布布 

基板などへの大気中成膜では、これまで一般的にスピンコーター

やエアゾールなどが用いられていた。しかしながら、表面に凹凸の

ある立体形状などではスピンコーターによる成膜では均質性の点で

課題があり、省液性の観点からもエアゾールを含めて塗布対象以外

への飛散が問題となっていた。この打開策として、超音波霧化によ

る立体形状への塗布成膜試験を行った。 

塗布試験では超音波霧化装置を X-Y ステージに取り付け、液剤を

霧化させながら折り返し塗布動作を行い、下方に配置した塗布対象

へ成膜する構成とした。実験に用いた塗布対象物は、中央にドーム

状の凸部を有するポリカーボネート基板で、折り返し動作は 8 mm

ピッチ、速度 50 mm/sec で走査した。基板平面部から装置霧化面ま

での距離は 50 mm とし、液剤供給速度を 1.0, 0.5, 0.25 ml/min と変え

て評価試験を行った。試験塗布を行った試薬は絶縁性溶液で、塗布

後に 80℃で 1 時間程度のベーク処理を行った。液送速度 1.0 ml/min

のときの超音波霧化塗布の様子を図図 2 に示す。対象となるドーム状

基板に向かって、霧化面側から落射している様子が確認できる。 

ベーク処理を行った基板の絶縁膜を観察すると、供給の速度が

0.25，0.5 ml/min の場合は、基板上で弾かれて成膜が不均一な領域が

生じていたが、1.0 ml/min では均一な膜が全体的に形成され、平面部とドーム部の境界領域を含め、ムラなく塗

布できていることを確認した。 

 

３３．．ままととめめ 

高速・高精度アクチュエータ技術の県内波及を目指して、超音波霧化による技術開発を行った。今年度は立体

物形状を対象とする塗布成膜を行い、省液性が高く均一な膜質が得られることを確認した。今後、さらに用途や

膜特性に適応した技術開発および評価試験を行いながら、県内産業の発展への寄与を目指す。 

 

文文    献献 

[1] 千葉近，“超音波噴霧”山海堂（1990）  

 

Fig. 2 Coating by Ultrasonic Atomization 

 

Fig. 3 Surface of Curved Substrate 

 
Fig. 1 Crosssection of Ultrasonic atomizer 
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ププロロセセスス制制御御ももののづづくくりり事事業業 

- 電電界界非非接接触触撹撹拌拌のの医医療療応応用用展展開開 - 

医工連携グループ 中村竜太、大久保義真、久住孝幸 

 

Project of process control for manufacturing 

- Medical application development of electric field mixing (EFM) - 
Medical-engineering collaboration Group 

Ryuta NAKAMURA, Yoshinobu OKUBO，Takayuki KUSUMI 

 

抄抄録録 

我々は、変動電界を用いて微小液滴を非接触で撹拌できる電界撹拌技術を独自に開発し、本技術により抗原抗

体反応を迅速化出来ることを確認し医療やバイオ分野に応用してきた。今回、微量液滴が付着する基板との接触

角を電界にて制御し、さらに、平行平板電極の距離を変化させ電界強度を制御することによって、撹拌を行いな

がら、その液滴を移動させることができる新たな技術を開発した。その技術について報告する。 

［キーワード：酵素免疫測定法、抗原抗体反応、電界撹拌技術、ELISA］ 

 

Abstract 

We developed a unique technology that can stir small amounts of droplets without contact (electric field mixing:EMF) by 

applying the electric field abrasive grain control technology. And we have confirmed that this technology can accelerate the 

antigen-antibody reaction and have applied it to the medical and biotechnology fields. This time, we have developed a new 

technology that can move the droplets while electric field mixing. Report on the technology. 

 [ Key words: moving and mixing technology, electric field mixing, fluctuating electric field, microdroplet] 

 

１１．．ははじじめめにに 

2015 年度、日本の国民医療費は 42 兆円強であり、2025

年度には 60 兆円に達する見通しである 1)。今後、少子化

により経済を支える若者の減少し、国民皆保険制度の維

持困難という危惧も顕在化している。この対策、すなわ

ち医療費縮減策として、最も身近な対処法として健康診

断受診率を向上させることだと言われている。都道府県

別の人口一人当たり医療費と特定健康診断受診率の関係

を図 1 に示す。この図から特定健康診断受診率が高い地

域は、医療費が低いことがわかる 2)。これらを背景に、

近年は治療から予防医療、個別疾病管理等を重視する方

向にシフトしつつある。 

特定健康診断の受診率を向上させるためには、例えば健康診断受診会場、すなわちその場で検査結果が得られ

る臨床現場即時検査（POCT：Point Of Care Testing）技術の確立が必須であり、このような検査システムは、今後

益々ニーズが増えていくものと予想される。このような中において、検査の簡易化を可能とするデバイスそして

 
図図11 都道府県別の人口一人当たり医療費と特定健康診断受
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小型化が必要不可欠である。また、近い将来、少子高齢化によって

拡大する在宅医療への対応のため、これまで高度な分析機器を有す

る専門業者で行われていた検体検査が、クリニックや家庭で行われ

るようになるものと予想され、検査業務の分散と合理化などにより

医療費の削減に大きく貢献するものと期待される 3)。この中で、小

型検査装置内において液滴の混合や液滴の移動操作は重要な技術に

なると考える。 

我々は、これまでに物質固有の誘電率に着目し、外部より液体に電界

を与えることで生じる吸引力を用いて，その配置制御を機能的に活用す

る電界砥粒制御技術を応用した電界撹拌技術（Electric field Mixing (以下

EFM)を開発してきた 4)。今回、微量液滴が付着する基板との接触角を電

界にて制御し、撹拌を行いながら、その液滴を移動させることができる

新たな技術を開発した。その技術について報告する。 

 

２２．．電電界界液液滴滴移移動動撹撹拌拌技技術術 

電界液滴移動撹拌技術のシステムの例を図2に示す。液滴を移動させる表

面を有する下基板と、基板の一方の面にはっ水テープを介して2枚の電極

を配置させ、電極間に変動電圧を印加することで、電極間の電界強度を変

化させたり、重力を用いたりすることで、図3に示すように液滴を上下に

振動させ、撹拌しながら移動させるシステムである。初期状態では液滴は

移動しない。ここに変動電界を印加すると、傾斜角度に応じて斜め上下に

液滴が振動し、水平方向の力が加わることにより液滴の重心移動のきっか

けが与えられ、液滴の移動が始まることが観察された。図2に示した液滴

の移動システムを用いた液滴が移動を開始する印加周波数と液量の関係を

図4に示す。印加電圧は4kV一定、基板の角度（傾斜角）を15°、電極間距離4.7ｍｍとした上で、液量を10から100

μLとした場合に液滴の移動が開始する周波数をプロットした。図に示すように、液滴を移動させるためには、液量が

小さいほど、印加周波数を高くする必要があることを明らかにした。 

 

３３．．ままととめめ 

微量液滴が付着する基板との接触角を電界にて制御し、さらに、電界強度を制御することによって、撹拌を行い

ながら、その液滴を移動させることができる新たな技術を開発した。液滴を移動させるためには液滴の液量が小

さいほど、印加周波数を高くする必要があることを明らかにした。 
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図 2 電界移動撹拌のセットアップ例 
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図 3 液滴が撹拌しながら移動している様子 

 
図 4 液滴量と移動を開始する印加周波数の関係 
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ププロロセセスス制制御御ももののづづくくりり事事業業 

- 北北東東北北ナナノノメメデディィカカルルククララススタターー事事業業 - 

医工連携グループ 中村竜太、大久保義真、久住孝幸 

 

Project of process control for manufacturing 

- Workshop of north tohoku nano medical cluster - 
Medical-engineering collaboration Group 

Ryuta NAKAMURA, Yoshinobu OKUBO, Takayuki KUSUMI 

 

抄抄録録 

秋田県産業技術センター主催の本研究会は、平成 15 年より年 3 回のペースで開催し北東北に於ける精密工学と

医療技術の融合を基に産学官金連携による次世代の新事業創出を目指している。今年度は新型コロナウイルスの

感染拡大防止の観点から、予定していた 3 回、すべて中止とした。その代りとして、本研究会発の新規の競争的

資金獲得を目指した。結果として、本年度 3 件の応募を支援し、2 件の新規事業が採択された。  

［キーワード：北東北、ナノメディカルクラスター研究会、医工連携、精密工学、医療技術、新事業創出］ 

 

Abstract 

Akita industrial technology center is holding this seminar of sponsorship by the pace of 3 times a year from 2003 and is 

aiming at new enterprise creation of a next generation by industry-academia government and fund cooperation based on 

fusion of precise engineering and medical technology in north Tohoku. This year, from the viewpoint of preventing the spread 

of COVID-19, all scheduled events have been cancelled. Instead, we aimed to obtain new competitive funding from this 

study group. As a result, we supported 3 applications this year and 2 new projects were adopted. 

 [ Key words: north tohoku, nano medical cluster study group, medicine-engineering collaboration, precision engineering, 

medical technology, creation of new business] 

 

１１．．ははじじめめにに 

秋田県産業技術センター主催の本研究会は、平成 15 年より年 3 回のペースで開催し北東北に於ける精密工学

と医療技術の融合を基に産学官金連携による次世代の新事業創出を目指している。 

今年度は、新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、予定していた 3 回、すべて中止とした。その代り

として、本研究会発の新規の競争的資金獲得を目指した。 

 

２２．．採採択択さされれたた競競争争的的資資金金 

 本年度、本研究会発として、3 件の応募を支援し、2 件の新規事業が採択された。以下に、採択された 2 件のテ

ーマ名と概要を示す。 

 1 件目は、国立研究開発法人日本医療研究開発機構 AMED 令和 2 年度 「官民による若手研究者発掘支援事業

（社会実装目的型の医療機器創出支援プロジェクト）」で、秋田大学 寺田かおり講師の申請を支援した。 

 2 件目は、経済産業省「「新市場創造型標準化制度」を活用した標準化案件」であり、提案者である株式会社

アイカムス・ラボを中心とするコンソーシアムに、精度評価試験機関として参画している。 
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採採択択テテーーママ①①：：「「免免疫疫染染色色ととAI 診診断断のの融融合合にによよるる新新規規病病理理診診断断機機器器開開発発にに関関すするる研研究究」」秋秋田田大大学学 寺寺田田かかおおりり講講

師師 

近年、分子標的薬や免疫チェックポイント阻害剤といった新規薬物療法の有効性も報告され、適応が拡大する

一方で、新規治療薬は高価であり、複数の病理学的検査が必要となる場合もあり、結果が揃うまでに日数を要し、

検査にかかる人手、労力も膨大となっている。そうした問題の解決策として近年、人工知能（以下：AI）診断の

研究も進んでいる。また、従来 2 時間を要していた免疫染色を 16 分で可能とする電界撹拌技術を用いた迅速免疫

染色装置の開発を行っており、これらの技術を統合し、病理学的診断、特に免疫染色を AI 診断で行い、高精度

で迅速・適切な治療の選択を治療成績の向上を目指した診断機器開発を目的とする。 

採採択択テテーーママ②②：：「「画画像像処処理理にによよるる液液体体のの体体積積測測定定法法ににつついいててのの評評価価方方法法及及びび当当該該体体積積測測定定法法をを用用いいたたピピスストトンン式式

ピピペペッットトのの校校正正方方法法にに関関すするる標標準準化化」」株株式式会会社社アアイイカカムムスス・・ララボボ 

本提案は、液滴が落ちる瞬間をカメラで撮影し、2 次元画から高精度に液滴の体積を計算する方法（画像処理

による液体の体積測定法）について、その精度の評価方法を標準化するものである。図図 1 に画像処理による体積

測定法のシステム図を示す。従来の電子天秤による重量法の測定に対して、液体が落ちる瞬間を測定しているの

で、重量法において液体の質量の測定時間中に生じる蒸発の影響を考慮する必要がなく、その影響から生じる測

定のばらつきが小さく高精度であるという特徴がある。蒸発の影響が無いことから普通の温室の環境で簡単に測

定でき、ピストン式ピペットの日常点検が可能となる。化学分析において、日々精度良く管理されたピストン式

ピペットを用いれば検査効率や検査精度の向上、製品製造において化学分析による品質管理が必要となるものは、

その歩留まりの向上などが期待でき、我が国の製造業の強化に繋がることが期待できる。 

 

 

図図 1 画像処理による体積測定法のシステム図 

 

３３．．ままととめめ 

本研究会は平成 15 年より利他的な医療機器開発という縦軸の中で、県内外の様々な企業が集まり、それぞれ

のシーズを持ち寄ってネットワークを密にし、様々な新規事業創出や商品開発を進めていることに重要性を有し

ている集団である。本年度は新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、予定していた研究会をすべて中止

とした。その代りとして、本研究会発の新規の競争的資金獲得を目指し、結果として、本年度 3 件の応募を支援、

2 件の新規事業が採択された。来年度以降、ニューノーマルな生活様式に対応した新たな開催方法も視野に入れ、

このような、大学、官公庁、そして県内企業が出会い、新規事業創出の支援になる「場」の提供をしていきたい

と考えている。 
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導導電電性性をを持持つつ次次世世代代型型多多機機能能セセララミミッッククススのの開開発発（（第第 1報報））

機能性材料・デバイスグループ 関根 崇、菅原 靖、村田初美

企画事業部 杉山重彰

ロボティクスグループ 加藤 勝、石田広巳

秋田大学 仁野章弘、泰松 斉

Development of Next-generation Multifunctional Ceramics with Electrical 
Conductivity [1] 

Functional Materials and Device Group Takashi SEKINE, Yasushi SUGAWARA, Hatsumi KISHI

Planning and Business Development Department Shigeaki SUGIYAMA

Robotics Group Masaru KATO, Hiromi ISHIDA

Akita University Akihiro NINO, Hitoshi TAIMATSU 

抄抄録録

通電加圧焼結により AlN–Y2O3および AlN–WCセラミックスを作製し、構成相、焼結性、微細組織、機械

的性質を調べた。焼結体の構成相は、AlN–Y2O3では AlN 相、Y2O3相、Al2Y4O9相が確認され、AlN–WC で

は AlN相、WC相、W2C型相が確認された。1～15 mol% Y2O3および 1～15 mol% WCを含む AlNセラミッ

クスは、1700°Cで緻密に焼結した。WCを添加することで、AlNセラミックスのヤング率、ビッカース硬さ、

破壊靭性値が増加した。AlN–15 mol% WCセラミックスで最も優れた機械的性質を示した。

[キーワード：窒化アルミニウム、酸化イットリウム、炭化タングステン、機械的性質] 

Abstract
AlN–Y2O3 and AlN–WC ceramics were sintered by reactive resistance-heated hot-pressing method. The constituent 

phase, sinterbility, microstructure, and mechanical properties of these ceramics were examined. AlN, Y2O3, and 

Al2Y4O9 were detected in the AlN–Y2O3 ceramics. In addition to AlN and WC, the solid solution of W2C were 

produced in the AlN–WC ceramics. The AlN–0-15 mol% Y2O3 and AlN–1-15 mol% WC ceramics were densely 

sintered at 1700°C. The addition of WC to AlN ceramics was increased Young’s modulus, Vickers hardness and 

fracture toughness. The ceramics with the best mechanical properties was the AlN–15 mol% WC.

[Key words: AlN, Y2O3, WC mechanical properties.]

１１．．ははじじめめにに

自動車や宇宙航空機等の輸送機器構成部品に用いられる材料には、優れた機械的性質、耐熱性、高温強度、

耐食性、軽量等の性質が求められる。これらの特性を満たす材料として、近年、耐熱合金が注目されている。

耐熱合金は優れた特性を持つ反面、従来から構造部材の加工に用いられてきた超硬合金による切削が非常に

難しい。そこで、耐熱合金の加工用工具に用いる材料として、高温強度や耐熱性に優れた AlNや Si3N4、SiC

等をベースとしたセラミックスが開発されている。これらの材料は高い熱伝導率等の優れた特性を持ち、高
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Conductivity [1] 
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Planning and Business Development Department Shigeaki SUGIYAMA

Robotics Group Masaru KATO, Hiromi ISHIDA

Akita University Akihiro NINO, Hitoshi TAIMATSU 

抄抄録録

通電加圧焼結により AlN–Y2O3および AlN–WCセラミックスを作製し、構成相、焼結性、微細組織、機械

的性質を調べた。焼結体の構成相は、AlN–Y2O3では AlN 相、Y2O3相、Al2Y4O9相が確認され、AlN–WC で

は AlN相、WC相、W2C型相が確認された。1～15 mol% Y2O3および 1～15 mol% WCを含む AlNセラミッ

クスは、1700°Cで緻密に焼結した。WCを添加することで、AlNセラミックスのヤング率、ビッカース硬さ、

破壊靭性値が増加した。AlN–15 mol% WCセラミックスで最も優れた機械的性質を示した。

[キーワード：窒化アルミニウム、酸化イットリウム、炭化タングステン、機械的性質] 

Abstract
AlN–Y2O3 and AlN–WC ceramics were sintered by reactive resistance-heated hot-pressing method. The constituent 

phase, sinterbility, microstructure, and mechanical properties of these ceramics were examined. AlN, Y2O3, and 

Al2Y4O9 were detected in the AlN–Y2O3 ceramics. In addition to AlN and WC, the solid solution of W2C were 

produced in the AlN–WC ceramics. The AlN–0-15 mol% Y2O3 and AlN–1-15 mol% WC ceramics were densely 

sintered at 1700°C. The addition of WC to AlN ceramics was increased Young’s modulus, Vickers hardness and 

fracture toughness. The ceramics with the best mechanical properties was the AlN–15 mol% WC.

[Key words: AlN, Y2O3, WC mechanical properties.]

１１．．ははじじめめにに

自動車や宇宙航空機等の輸送機器構成部品に用いられる材料には、優れた機械的性質、耐熱性、高温強度、

耐食性、軽量等の性質が求められる。これらの特性を満たす材料として、近年、耐熱合金が注目されている。

耐熱合金は優れた特性を持つ反面、従来から構造部材の加工に用いられてきた超硬合金による切削が非常に

難しい。そこで、耐熱合金の加工用工具に用いる材料として、高温強度や耐熱性に優れた AlNや Si3N4、SiC

等をベースとしたセラミックスが開発されている。これらの材料は高い熱伝導率等の優れた特性を持ち、高
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温構造材としての応用も期待できる。一方で、これらのセラミックス自体は加工性が悪く、さらには絶縁性

のために放電加工ができない等の問題がある。また、強い共有結合のため単体での緻密な焼結が難しく、難

焼結材料である。酸化物を焼結助剤として添加することで緻密な焼結が可能になるが、機械的性質は低下し、

本来持つ高い熱伝導率も損なわれる。本研究では、AlNや Si3N4、SiC等をベースとした、酸化物を用いない

新たな添加剤による緻密な焼結体を作製し、優れた機械的性質、高い熱伝導率、さらには導電性が付与され

ることで放電加工が可能な複合セラミックスを作製することを目的とする。

今年度は、高い熱伝導率を持つ AlNにWCを添加した AlN–WCセラミックス、また、比較試料として Y2O3

を添加した AlN–Y2O3セラミックスついて通電加圧焼結装置を用いて作製した。これら複合セラミックスの

構成相、焼結性、微細組織、機械的性質を調べた。

２２．．実実験験方方法法

原料は、AlN粉末（東洋アルミニウム）、Y2O3粉末（レアメタリック）、WC粉末（日本新金属）を用いた。

原料粉末の平均粒径と不純物量を表1に示す。これらの粉末は、組成がAlN–x mol% Y2O3（x = 1～15）、AlN–y

mol% WC（y = 1～15）となるように秤量した。秤量した粉末は、ボールミルを用いて、エタノール中で24 h、

湿式混合した。混合粉末は乾燥後、グラファイトダイスに充填し、加圧力50 MPa、1 min、一軸加圧成形した。

成形体は通電加圧焼結装置（住友石炭鉱業、SPS-2080）を用いて、焼結温度1700°C、保持時間10 min、昇温

速度50°C /min、真空中、加圧力50 MPaの条件で焼結した。焼結体は両面を平面研削、片面を鏡面研磨し評価

に用いた。焼結体の構成相はX線回折装置（リガク、RINT-2500VHF）で分析した。組織観察はEPMA（日本

電子、JXA-8200）を用いた。密度はアルキメデス法で、ヤング率は高温動弾性率測定装置（東芝タンガロイ、

UMS-HL）で測定した。硬さはビッカース硬さ試験機（マツザワ、Via-S）を用い、試験力98 N、15 sの条件

で測定した。破壊靭性値は、ビッカース硬さ試験で生じた圧痕とクラック長さから、IF法のED式を用いて算

出した。

表表1 原料粉末の平均粒径と不純物量

Powder AlN Y2O3 WC
Average particle size [mm] 1.27 1.08 0.53

Composition [mass%]

Total C 0.04 - 6.13
Free C - - -

Fe 0.0008 - -
Si 0.003 - -
O 0.80 - -
Cr - - 0.86

Dy2O3 - 0.01 -
Ho2O3 - 0.01 -
Er2O3 - 0.01 -
Yb2O3 - 0.01 -
CaO - 0.001 -

Fe2O3 - 0.0005 -
SiO2 - 0.005 -
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３３．．実実験験結結果果おおよよびび考考察察

X線回折の結果から、AlN–Y2O3セラミックスの構成相は AlN、Y2O3の他に Al2Y4O9が確認された。AlN–WC

セラミックスの構成相は AlN、WCの他にW2C型のピークが見られ、W2Cの JCPDSデータに比べ高角度側

にわずかにシフトしていた。

図図 1に AlN–x mol% Y2O3および AlN–y mol% WCセラミックスの微細組織を示す。(a)、(b)の Y2O3添加の焼

結体では、AlNが丸味を帯びた形状の組織となり、(c)、(d)のWCを添加した焼結体では、AlN組織中にWC

が分散した組織を形成した。 AlN–Y2O3では、Y2O3が液相となり AlN結晶粒の隙間に入り込んだことと考え

られる。WCは 1700°Cでは液相を生成しないため、固相焼結であると考えられ、図図 1のように Y2O3添加と

異なる組織を形成した。

図図 2 AlNセラミックスの相対密度 図図 3 AlNセラミックスのヤング率

図図 1 AlN–x mol% Y2O3および AlN–y mol% WCセラミックスの微細組織

（(a) x = 1, (b) x = 15, (c) y = 1, (d) y = 15）

3 μm

(a) (b)

(c) (d)

Y2O3
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図図 2に AlNセラミックスの相対密度を示す。Y2O3、WC添加量が増加するに伴い、わずかに低下する傾向

が見られたが、全ての焼結体で相対密度 98%以上の緻密な焼結体が得られた。このことからWC添加が AlN

セラミックスの緻密な焼結に効果的であると考えられる。

図図 3に AlNセラミックスのヤング率を示す。Y2O3を添加した場合、Y2O3添加量の増加に伴って低下した。

これは AlNに比べ、Y2O3のヤング率が低いためと考えられる。WC添加では、WC添加量の増加に伴って増

加し、AlN–15 mol% WC で最大値 360 GPaの高い値を示した。これは、AlNに比べて非常に高いヤング率を

持つWCの添加量が増加したため、結果として増加したと考えられる。

図図 4 に AlN セラミックスのビッカース硬さを示す。ビッカース硬さは Y2O3添加量の増加に伴って低下し

た。AlN–3 mol% Y2O3では約 10 GPaとなったが、AlN–3 mol% WCでは約 12 GPaとなり、WCの添加によっ

て大きく増加した。これは、AlN や Y2O3に比べて単体で高い硬さを持つ WC を複合添加し、緻密に焼結す

ることで AlN セラミックスの硬さが向上したと考えられる。さらに、WC 添加量の増加に伴って増加し、

AlN–15 mol% WCで最大値約 13 GPaの高い値を示した。

図図 5に AlNセラミックスの破壊靭性値を示す。Y2O3添加量と破壊靭性値の変化には明確な相関は見られな

かった。AlN–WCでは、WC添加量の増加に伴って増加する傾向を示した。また、AlN–Y2O3と比べて、同一

添加量の AlN–WCが高い値を示した。AlN–15 mol% WCでは最大値約 5 MPa m0.5の高い値となり、この添加

量においてヤング率、ビッカース硬さ、破壊靭性値が最大となった。

４４．．ままととめめ

AlNに Y2O3、およびWCをそれぞれ添加し、1700°Cで通電加圧焼結した結果、次のことがわかった。

(1)1～15 mol%の Y2O3、WCを添加することで AlNを緻密に焼結できた。

(2)ヤング率、ビッカース硬さ、破壊靭性値はWCを添加量の増加に伴って増加した。

(3)AlNセラミックスの機械的性質の向上には Y2O3よりもWCの複合化が効果を示した。

図図 4 AlNセラミックスのビッカース硬さ 図図 5 AlNセラミックスの破壊靭性値

－ 88 － － 89 －



- 90 -

電電界界砥砥粒粒制制御御技技術術をを用用いいたた新新たたなな切切断断技技術術のの開開発発(第第 3報報)

医工連携グループ 久住孝幸、中村竜太、越後谷正見

Development of the novel slicing technology
using free abrasives controlled by AC electric field [3]

Medical-Engineering collaboration Group Takayuki KUSUMI, Ryuta Nakamura and Masami ECHIGOYA

抄抄録録

炭化ケイ素基板などの次世代半導体材料は、高硬度かつ化学的に安定な材料が多く、多くの加工時間を費

やしており、特にインゴットからのウェーハに切出す切断工程は、全工程中の 6～7割を占めることから迅速

化への要求が高い。そこで、この切断工程に用いられるワイヤーソーの高効率化並びに高品位化を目的とし

て、ワイヤー工具と試料間に交流高電圧を印加し、切断時の砥粒をワイヤー上に効率的な配置制御する電界

スライシングを提案する。本年度は市販のワイヤーソーに電界スライシング技術を導入し、その基礎検討を

行った結果について報告する。 

[キーワード：ワイヤーソー、インゴット、切断、遊離砥粒、スラリー、交流電界] 

Abstract
Next generation semiconductor materials such as silicon carbide are high hardness and chemically stable materials. 

Thus, it takes a lot of time to manufacture wafers using these materials. In particular, the process of slicing from ingots 

to wafers accounts for 60 to 70% of the total manufacturing time. Therefore, there is a high demand for high-speed 

slicing process. A wire saw is used for the slicing process. In order to improve the efficiency of this wire sawing, we 

propose the novel slicing technology, “Electric field-assisted Slicing (EFS)”. In this report, we describe the results of 

fundamental study by attaching "EFS" to a commercialized wire saw. 

[Key words: wire saw, ingot, slice, free abrasives, slurry, A.C. electric field]

１１．．ははじじめめにに

近年の地球温暖化問題の顕在化によって電気エネルギー利用効率向上技術の確立が求められている。特に、

電気エネルギーの輸送や変換において電圧・周波数制御に多用されているパワーデバイス半導体の大幅な性

能向上が希求されている。現在、多用されているパワーデバイス半導体は、概ね Si基板を用いて製造されて

いるが、物性に起因する性能限界を迎えており、炭化ケイ素（以下 SiC）や窒化ガリウム(以下 GaN)、ダイ

ヤモンドを基板とするワイドギャップ半導体の開発に期待が高まっている[1][2]。その中でも SiC パワー半導

体は、技術研究組合 次世代パワーエレクトロニクス研究開発機構(FUPET)[3][4]や様々な研究者[5]が技術課題

の抽出や実証実験を通して普及への道筋を立て、2015 年秋より山手線に、2020 年より次世代東海道新幹線

N700Sに採用されてきている。

このように普及し始めている SiCをはじめとしたワイドギャップ半導体は、インゴットからの①切断工程、

②研削工程、③ラッピング工程、④ポリッシング工程を経てウェーハとして提供されているが、化学的に安
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定で高硬度な素材であるため、多くの加工時間を要し、加工コス

トも高い。特に切断工程は、全工程中の加工時間の 6～7割を占め

ることから迅速化への課題を有している。ウェーハへの切断工程

は、図図１１に示すようなマルチワイヤーソーを用いる。メインロー

ラーに複数回巻きつけたワイヤー工具によってインゴットからウ

ェーハへ切断する。

SiC のような高硬度材料を切断する際、ダイヤモンドなどの砥

粒をワイヤー上に電着固定したワイヤー工具を用いた固定砥粒方

式が、切断効率が高いため広く用いられている。一方、シリコンや

ガラスなど、比較的軟らかい材料の切断では、ワイヤーに砥粒を分散させたスラリーを滴下しながら切断す

る遊離砥粒方式が古くから用いられている。固定砥粒方式は、遊離砥粒方式に比べて切断効率は高いが、電

着ダイヤワイヤー工具の単価が高い他、加工変質層などのダメージが高く、後工程の研磨工程への負荷が大

きい。

そこで、本研究では、切断工程に用いられる遊離砥粒方式のワイヤーソー加工に、「電界砥粒制御技術」[6]

を展開導入する。すなわち、電界によってワイヤー工具に遊離砥粒を集め、高い切断速度と良好な表面品位

の両立化を図って、後の研磨工程の負荷低減を図る『電界スライシング技術』[7]を提案する。本報告では、

電界スライシング技術を市販のワイヤーソーへの導入し、その実装実験を通して、切断効率向上に及ぼす電

界強度依存性について検討した結果について報告する。

２２．．実実験験方方法法  

２２．．１１  電電界界ススラライイシシンンググ技技術術実実装装装装置置 

試作した電界スライシング技術実装装置を図図2に示

す。ベース機はタカトリ社製シングルワイヤーソー

WSD-K2で、各種絶縁を施して、ワイヤーと試料台間

に高電圧を印加できる構成となっている。具体的には、

上部に二つあるワイヤーボビンは絶縁材を介し、ワイ

ヤーと装置間の絶縁を確保した。また、各種ガイドリ

ールも絶縁部材を用いることによって装置との絶縁を

確保している。また、ガイドリールに溝を設けて簡易

的なマルチワイヤーソーの運用が可能である。

電界の給電は、基本信号を発生させるシンセサイ

ザー（アジレント製33120A）で信号を生成し、得られ

た信号を増幅度2000の高電圧アンプ（トレック製model 

20/20B）にて増幅して電圧を、ボビンを介したワイヤ

ーと、試料台間に印加した。また、この電界波形の観

測には、デジタルオシロスコープ（アジレント製

54645A）を使用した。

図図2 電界スライシング技術を導入した 
ワイヤーソー

図図１１ マルチワイヤーソー模式図
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２２．．２２  ワワイイヤヤーー切切断断深深ささのの評評価価手手法法 

図図 3は、図図 2の電界スライシング実装実験装置に取り付け

た□20mmのシリコン角材に 10分間の電界スライシング加工

を行って得られたワイヤー加工溝を、Zygo社製白色顕微干渉

計 NewView6300によって観察した観察像である。図中上段、

灰色線で示した断面プロファイルを測定して、その深さを切

断深さとして評価指標とした。

３３．．実実験験結結果果おおよよびび考考察察

３３．．１１  ワワイイヤヤーーソソーー実実機機上上のの電電界界砥砥粒粒観観察察 

ワイヤー工具を試料に接触配置させ、その工具近傍の砥粒

の観察を行った。実験外観を図図 4左に示す。ワイヤーボビン

と試料保持用の試料台間に給電し、ワイヤーと試料間に電位

差を発生させた。その結果、図４右に示すようにワイヤー工

具近傍にて砥粒を配置制御可能であることを確認した。

表表 1 電界スライシング原理実験条件

 
Wire 

wire Resin bond diamond wire 120m  
tension 20N 

running speed 200m/min 
 

Slurry 
solvent Dimethyl silicone fluid (Shin-Etsu Silicone KF-96) 10cSt 
abrasive GC2000 (FUJIMI INCORPORATED) 

concentration 20wt% 
flow rate 5L/min 

 
Workpiece 
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３３．．２２  電電界界ススラライイシシンンググ実実装装実実験験

表表 1に示す実験条件の下、電界スライシング実装

実験を行った。試料を、□40mm、厚さ 3mmのガラ

ス板とし、切断効率向上に及ぼす電界強度依存性に

ついて検討した。

ワイヤーソーでの切断は、図図 5に示すように、往

復するワイヤーを保持するガイドローラーと試料の

送り速度の関係上、端部から切断が進行する。その

ため、切断深さの評価位置を試料端部から 1mm の

左右位置と中央部の 3点にて評価を行った。図図 6に、

電界スラシング技術による切断深さを無電界時の切

断深さで規格化した結果を示す。ここで、無電界時

の切断深さはそれぞれ、試料中央部 Cが 154µm、端

部左 Lが 328.5µm、右 Rが 278µmで、これを用いて

規格化した。電界を印加することによって、すべて

の部位において切断効率向上効果が見られ、最大

22％の切断効率向上効果が得られた。また、電界強

度を上げることによって、切断時のばらつきも抑え

られる傾向が見られた。

４４．．ままととめめ

電界スライシング技術を市販のワイヤーソーへ導入し、その基礎的な実装実験を行った。電界を印加する

ことによって切断効率向上効果が得られ、±1kV、6Hz の矩形波電圧印加により最大 22%の切断効率向上効

果を得られた。
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フフィィララーー高高充充填填樹樹脂脂ココンンポポジジッットトのの精精密密成成形形技技術術のの開開発発

輸送機材料グループ  工藤 素、野辺 理恵

Precision Processing Technology in Highly Filled Polymer Composites [1]
Transportation Materials Group Makoto KUDO, Rie NOBE

抄抄録録

近年、樹脂部材の放熱性向上のため、高熱伝導性樹脂コンポジットが注目されている。高熱伝導性樹脂コ

ンポジットは、熱伝導性フィラーの高充填により転写不良、物性の不安定化、メンテナンスの増加などの課

題がある。成形不良を解決できる成形技術の一つとして、ベント式射出成形法がある。この成形法は、加熱

シリンダの中間部にベント孔を開け、材料溶融中に発生する水分、ガス、残留モノマーを脱気し、ガス焼け

やシルバー等の成形不良の解消、成形材料の予備乾燥レス、金型メンテナンス回数の削減等の効果があると

されている。しかしながら、ベント式射出成形法による高熱伝導性樹脂コンポジットの精密成形に関する報

告はほとんどない。本報では、令和 2年度に導入したベント式射出成形機の紹介および高熱伝導性ポリフェ

ニレンスルファイド（PPS）のベント式射出成形品の力学特性について報告する。 

[キーワード：ベント式射出成形、フィラー高充填樹脂コンポジット、高熱伝導、精密成形] 

Abstract
The high thermal conductivity polymer composites have attracted attention as improving the heat release property of 

resin parts. Meanwhile, there are several challenges for them, such as inferior quality of surface, destabilization of 

properties and increase in mold maintenance, due to a large amount of thermal conductive filler. The vented injection 

molding is one of the innovative technology to resolve mold defects. In this method, there is a venting hole at the 

middle part of heating cylinder in order to release moisture, gases and residual monomers of polymer melt. Thus, it is 

expected to reduce burning, silver streak, pre-drying process and mold maintenance. However, there are little studies on 

precision processing technology in high thermal conductive polymers using the vented injection molding. This paper 

describe the vented injection molding method and the mechanical properties of the high thermal conductivity 

polyphenylene sulfide (PPS) composites prepared by this technology.

[Key words: vented injection molding, highly filled polymer composites, high thermal conductivity, precision 

processing]

１１．．ははじじめめにに

地球温暖化対策として、自動車の CO2 排出量削減が重要な研究課題となっている。経済産業省は「2050

年カーボンニュートラルに伴う成長戦略」において、2030 年代半ばまでの乗用車新車販売で電動車 100%の

実現を目標としている[1]。ハイブリッド車（HV）や電気自動車（EV）などの次世代自動車は、長距離の走

行を確保するためにエネルギー密度の高いリチウムイオン二次電池（LiB）などを搭載することから、ガソ

リン車と比較して車両重量が増加する。そのため、部材の軽量化による次世代自動車の燃費向上が重要な研
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究課題となっている。また、次世代自動車では電気・電子部品（電池、インバーター、モーターなど）の使

用量が増加するが、それらの軽量化のためには小型化、薄肉化、高集積化が必要となり、発熱量が増加する

傾向にある。したがって、放熱対策も重要となっており、放熱性向上のために熱伝導性フィラーを樹脂中に

高充填した高熱伝導性樹脂コンポジットが注目されている[2]。一般的に樹脂の熱伝導率は 0.1～0.3 W/mKで

あるが、フィラー高充填により金属以上の放熱性を持つ材料も開発されている[3]。高熱伝導性樹脂コンポジ

ットはフィラー高充填により、粘度が増加し、流動性が低下するため、射出成形時に高速・高圧で充填する

必要がある。そのため、射出成形時の断熱圧縮や摩擦によるせん断熱発生によりガスが発生しやすく、ガス

焼けやショートショット等の転写不良、ボイドやフィラー配向の異方性による物性の不安定化、金型および

スクリュのメンテナンスの増加が起こる。しかしながら、樹脂製品の生産性や軽量性は金属やセラミクスと

比較して優れており、潜在需要は大きい。これまで、フィラー高充填の高熱伝導性樹脂コンポジットの開発

は樹脂メーカーや研究機関において行われているが、射出成形条件と転写性、放熱性の関係について明らか

にされていないため、精密成形技術の確立が必要とされている。

樹脂材料の成形不良を解決できる成形技術の一つとして、ベント式射出成形法がある。ベント式射出成形

法は、加熱シリンダの中間部にベント孔を開け、材料溶融中に発生する水分、ガス、残留モノマーを脱気す

る手法である。この手法により、ガス焼けやシルバー等の成形不良の解消、成形材料の予備乾燥レス、金型

メンテナンス回数の削減等の効果がある[4]。これまでベント式射出成形法を用いて、タルク強化ポリプロピ

レン、ガラス繊維強化ナイロン、液晶ポリマーなど様々な樹脂製品が生産されているが、高熱伝導性樹脂コ

ンポジットに関する研究報告は少ない。

そこで本研究では、ベント式射出成形法を用いて、フィラー高充填の高熱伝導性樹脂の精密成形技術を確

立することで、次世代自動車の軽量化および放熱対策に貢献できる技術開発を行う。高熱伝導性樹脂の微細

加工への転写性を向上する精密成形条件を明らかにし、高転写によって放熱性を向上することを目指す。本

報では、令和 2年度に導入したベント式射出成形機の紹介および高熱伝導性 PPSのベント式射出成形品の力

学特性について報告する。

２２．．ベベンントト式式射射出出成成形形機機  

ベント式射出成形機は、電動式射

出成形機（日精樹脂工業（株）製、

NEX110Ⅳ-12EG、最大型締力：1080

kN）およびベント式可塑化ユニット

（（株）日本油機製）で構成されて

いる。ベント式可塑化ユニットは、

ベント孔を有するベントシリンダ、

ベントスクリュ（スクリュ径：φ32）

加熱ヒータ、ハングリーフィーダー

（（株）日本油機製、HF-1）で構成

されている。ハングリーフィーダー

は、材料供給を制限することでシリ

図図 1 ベント式射出成形機
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図図 22 高熱伝導性 PPSの引張および曲げ特性  

ンダへの材料の過供給を防止し、ベント孔からのベントアップを抑制すると伴に脱気の効果もある。ハング

リーフィーダーから送られた材料は、供給部→圧縮部→加圧部の順に送られ、加圧部で完全に樹脂が溶融し

た状態になる。加圧部を通過した溶融樹脂はベント部に送られ、無圧状態となることで内部にある水分やガ

スが解放されてベント孔から排出される。不要成分を排出した樹脂は計量の後、金型へ射出される。なお、

ベント式可塑化ユニットと交換可能な標準シリンダ（日精樹脂工業（株）製、スクリュ径φ32）も付属して

おり、ノンベント成形法とベント成形法の比較も可能である。さらに、電動式射出成形機の低圧射出成形シ

ステム「K-SAPLI」および高精度計量制御「プレパック」を使用することで、フィラー高充填材料のガス抜

き効果、流動性向上、充填安定性についても検証できる。これらの手法の組み合わせにより、フィラー高充

填の高熱伝導性樹脂の精密成形条件と放熱性の関係について検討する予定である。

また、放熱性を評価する試験片を作製できる金型も製作した。試験片サイズは80 × 80 mmで、厚さは1.5 

mmまたは3 mmから選択できる。表面性状による放熱性への影響を検討するため、鏡面、シボ面、凹凸面（ヒ

ートシンク形状）の3種の入れ子を交換できる。金型内には樹脂温度センサ（双葉電子工業（株）、EPSSZT）

および金型内樹脂圧力センサ（双葉電子工業（株）、SSB）を各3ヵ所設置してあり、成形データ収集システ

ム（日精樹脂工業（株）、DLA6）を用いてリアルタイムの計測が可能である。これらにより、射出中の温

度や圧力の分布と精密成形条件の関係を明らかにし、精密成形条件を確立する。

３３．．実実験験結結果果おおよよびび考考察察

３３．．１１  試試験験片片のの作作製製  

材料は高熱伝導性PPS（SUSTEEL TC-70-12、東ソー（株）製）を用い、ベント成形およびノンベント成

形を行った。高熱伝導性PPSはベント成形の場合は予備乾燥なし、ノンベント成形の場合は120 °C × 5 hと

した。ノズル温度は320 °C、金型温度は140 °C、射出速度は100 mm/sとしダンベル形試験片を作製した。

３３．．２２  試試験験片片のの評評価価

万能材料試験機（Instron 5967型、インストロン社

製）を用いて、引張試験と 3点曲げ試験をそれぞれ

JIS S 7113および JIS K 7171に準拠して行った。ま

た、ダンベル試験片を切り出し、ノッチ加工をした

後、JIS K 7111に準拠してシャルピー衝撃試験を実

施した。試験片の内部構造は、ノッチ付き試験片を

液体窒素に浸漬し、凍結破断面を観察した。

４４．．実実験験結結果果おおよよびび考考察察

４４．．１１  力力学学特特性性

ベント成形品およびノンベント成形品の引張強さ

と引張弾性率を図図 2(a)、(b)に示す。ノンベント成形

品の場合、引張強さが 82.9 MPa、引張弾性率は 11.2 

GPaに対し、ベント成形品では、引張強さが 81.4 MPa、

引張弾性率は 11.5 GPaであった。また、曲げ特性を
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図図 22 高熱伝導性 PPSの引張および曲げ特性  

ンダへの材料の過供給を防止し、ベント孔からのベントアップを抑制すると伴に脱気の効果もある。ハング

リーフィーダーから送られた材料は、供給部→圧縮部→加圧部の順に送られ、加圧部で完全に樹脂が溶融し

た状態になる。加圧部を通過した溶融樹脂はベント部に送られ、無圧状態となることで内部にある水分やガ

スが解放されてベント孔から排出される。不要成分を排出した樹脂は計量の後、金型へ射出される。なお、

ベント式可塑化ユニットと交換可能な標準シリンダ（日精樹脂工業（株）製、スクリュ径φ32）も付属して

おり、ノンベント成形法とベント成形法の比較も可能である。さらに、電動式射出成形機の低圧射出成形シ

ステム「K-SAPLI」および高精度計量制御「プレパック」を使用することで、フィラー高充填材料のガス抜

き効果、流動性向上、充填安定性についても検証できる。これらの手法の組み合わせにより、フィラー高充

填の高熱伝導性樹脂の精密成形条件と放熱性の関係について検討する予定である。

また、放熱性を評価する試験片を作製できる金型も製作した。試験片サイズは80 × 80 mmで、厚さは1.5 

mmまたは3 mmから選択できる。表面性状による放熱性への影響を検討するため、鏡面、シボ面、凹凸面（ヒ

ートシンク形状）の3種の入れ子を交換できる。金型内には樹脂温度センサ（双葉電子工業（株）、EPSSZT）

および金型内樹脂圧力センサ（双葉電子工業（株）、SSB）を各3ヵ所設置してあり、成形データ収集システ

ム（日精樹脂工業（株）、DLA6）を用いてリアルタイムの計測が可能である。これらにより、射出中の温

度や圧力の分布と精密成形条件の関係を明らかにし、精密成形条件を確立する。

３３．．実実験験結結果果おおよよびび考考察察

３３．．１１  試試験験片片のの作作製製  

材料は高熱伝導性PPS（SUSTEEL TC-70-12、東ソー（株）製）を用い、ベント成形およびノンベント成

形を行った。高熱伝導性PPSはベント成形の場合は予備乾燥なし、ノンベント成形の場合は120 °C × 5 hと

した。ノズル温度は320 °C、金型温度は140 °C、射出速度は100 mm/sとしダンベル形試験片を作製した。

３３．．２２  試試験験片片のの評評価価

万能材料試験機（Instron 5967型、インストロン社

製）を用いて、引張試験と 3点曲げ試験をそれぞれ

JIS S 7113および JIS K 7171に準拠して行った。ま

た、ダンベル試験片を切り出し、ノッチ加工をした

後、JIS K 7111に準拠してシャルピー衝撃試験を実

施した。試験片の内部構造は、ノッチ付き試験片を

液体窒素に浸漬し、凍結破断面を観察した。

４４．．実実験験結結果果おおよよびび考考察察

４４．．１１  力力学学特特性性

ベント成形品およびノンベント成形品の引張強さ

と引張弾性率を図図 2(a)、(b)に示す。ノンベント成形

品の場合、引張強さが 82.9 MPa、引張弾性率は 11.2 

GPaに対し、ベント成形品では、引張強さが 81.4 MPa、

引張弾性率は 11.5 GPaであった。また、曲げ特性を

- 97 -

図図 2(c)、(d)に示す。ノンベント成形品の曲げ強さは 143.8 MPa、曲

げ弾性率は 22.2 GPaに対し、ベント成形品では、曲げ強さは 147.6

MPa、曲げ弾性率は 22.3 GPaとなった。図図 3にシャルピー衝撃強さ

を示すが、ノンベント成形品が 5.1 kJ/m2に対し、ベント成形品は 5.3 

kJ/m2 であった。以上の結果から、ベント成形では予備乾燥時間を

100%削減してもノンベント成形品と同等の強度を得られることが

分かった。

４４．．２２  内内部部構構造造

図図 4に高熱伝導性 PPSの破断面 SEM写真を示す。ノンベント成

形品、ベント成形品ともにボイド等の成形品内部の不良はみられない。また、フィラー分散はノンベント成

形品とベント成形品は同様である

ことが分かる。そのため、ベント

成形品では、材料乾燥を 100%削

減してもノンベント成形品と同等

の特性を維持できたと考えられる。

４４．．ままととめめ

本報では、ベント式射出成形機

の紹介および高熱伝導性 PPSのベ

ント式射出成形品の力学特性について報告した。ベント成形品は材料の予備乾燥を 100%削減してもノンベ

ント成形品と同等の特性を得られることが分かった。今後はシボ加工面等の精密成形および放熱性評価を行

う予定である。
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新新規規電電磁磁場場セセンンシシンンググ・・ワワイイヤヤレレスス給給電電技技術術のの研研究究開開発発

機能性材料・デバイスグループ 黒澤 孝裕，木谷 貴則

オプトエレクトロニクスグループ 近藤 祐治，村田 美代子

Development of Sensing Device and Wireless Power Transfer system
by using Electro-Magnetic Field 

Functional Material and Device Group Takahiro KUROSAWA and Takanori KIYA

Opt-Electronics Group Yuji KONDO and Miyoko MURATA

抄抄録録

複数の成分が含まれている溶液から特定成分の濃度を検出する手法を確立した．グルコースとマルトース

を混合したモデル溶液に対して，それぞれの成分濃度を算出した結果，0.4%以下の誤差で検出できることが

分かった．誘電体散乱電場センサについては，半導体を散乱体とした光学的変調散乱素子を用い，光走査で

電界分布を計測可能な高周波電場計測システムの定量性を検討し，繰返し測定時のばらつきを±2σで 7.6%

に改善した．ワイヤレス給電については，φ14mm，15Tのセンサ向け小型コイルを作製．伝送距離 2mmで

伝送電力 1W，DC-DC伝送効率 65%以上を達成した． 

[キーワード：清酒もろみ，グルコース，旋光度，旋光分散，高周波電場センサ，ワイヤレス給電] 

Abstract
We have established a method for detecting the concentration of a specific component in a solution containing 

multiple components. As a result of detecting the concentration of each component in the mixed solution of glucose and 

maltose, it was found that the detection can be performed with an error of 0.4 g/100ml or less. Optical scanning electric 

field measurement system by using semiconductor crystal as an optically modulated scatterer has been developed. 

Microwave field be detected with an accuracy of 7.6% as 2 times standard deviation.On wireless power transfer system, 

transfer coils with the diameter of 14 mm was developed. This coil pair can transfer the power up to 1W with 

efficiency of 65 % or above.

[Key words: sake mash, glucose, optical rotatory dispersion, electric field sensors, wireless power transfer]

１１．．ははじじめめにに

来るべき超スマート社会 Society5.0 に向け，現実空間の環境や人に関するあらゆる情報を取得するため，

多種多様なセンサを張り巡らせて情報を取得・伝送する技術開発が盛んに行われている．こういった情報取

得技術として，電磁場を利用した各種新規センシングとエネルギー伝送技術を組み合わせ，オンデマンドに

エネルギーを供給して情報を収集できる，インタラクティブなワイヤレスセンシングシステムの基盤技術を

構築することを目的とした．これに向け，センサへの給電用として超小型無線給電モジュールの開発，セン

サとしてはバイオ用化学センサの開発を進めるとともに，それらシステムの高信頼性・低ノイズ動作を保証

するための非侵襲性電場センシングシステムの開発を行っている．  
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図図 2 グルコース／マルトース混合液の旋光度分散．

２２．．検検討討内内容容

２２．．１１  旋旋光光現現象象をを利利用用ししたた清清酒酒ももろろみみ中中ググルルココーーススセセンンシシンンググ  

日本酒の発酵過程は糖化と発酵が同時に進行する平行複発酵によるため複雑である．そのため，米の作柄

や気候などの違いによって麹菌や酵母の働きが異なり，酒樽毎に発酵の進行具合に違いが出ると言われてい

る．高品質な日本酒を安定的に製造するために，アルコール分，日本酒度などの様々な分析が行われている．

その中でも，発酵過程におけるグルコース濃度のモニターが重要な項目の一つとなっている．現状では，化

学反応式検査キットを用いてグルコース濃度を測定しているが，このキットを用いた検査方法は希釈工程な

どの煩雑な手間と時間を要する上，精度も高いと言えない．そこで，より簡便に，かつ，精度良くグルコー

ス濃度をモニターする方法が求められている．グルコースなどの光学活性物質には，直線偏光がその光学活

性物質を透過する間に偏光面が回転する旋光という現象を生じる．一方，アルコールなどの光学不活性物質

では旋光現象は生じない．このような光学活性物質の旋光性を用いると，清酒もろみ中のグルコース濃度を

簡便，かつ，高精度に検出できる可能性があるが，清酒もろみ中には，原料である米のデンプンが麹菌によ

って糖化される過程でグルコース以外の複数の糖類（マルトースやイソマルトース）が含まれることが分か

っている．そこで，本研究では 2種類の光学活性物質（グルコースとマルトース）が含まれている混合溶液

から特定成分の濃度を検出する方法を開発した。

複数の光学活性物質が含まれている溶液の場合，旋光度分散は以下のような式で表される．

α(λ) = 𝑙𝑙{[𝛼𝛼]1(𝜆𝜆)𝑐𝑐1 + [𝛼𝛼]2(𝜆𝜆)𝑐𝑐2 + [𝛼𝛼]3(𝜆𝜆)𝑐𝑐3 + ⋯ } (1)

ここで，lはセル長，[]i()は任意成分の比旋光度の波長分散，は波長，ciは任意成分の濃度である．

図図 1にグルコース溶液とマルトース溶液の比旋光度の波長分散を示す。これらの比旋光度は，任意濃度の各

成分サンプルに対して，当センターで開発した差動法による旋光分散計測システムを使って求めた旋光度の

波長分散と，市販の旋光計から求めた各成分濃度から求めた．次にグルコース溶液とマルトース溶液を混合

した清酒もろみから採取した上澄みモデルサンプルを作製し，旋光度の波長分散を計測した．それぞれの成

分濃度は混合する前に市販の旋光計を用いて計測し，グルコースは 4.63 (g/100ml)，マルトースは 4.94 

(g/100ml)であった．図図 2にグルコース／マルトース混合液の旋光度の波長分散を示す．図図 1および図図 2の波
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図図 1 グルコース溶液およびマルトース溶液の比旋光

度分散．
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長 450 nmおよび 540 nmにおける各成分の比旋光度と混合液の旋光度を式(1)に代入して，グルコース溶液

とマルトース溶液の濃度を算出した結果，それぞれの成分濃度は 4.78 (g/100ml)，4.54 (g/100ml)となり，0.4 

(g/100ml)以下の誤差で特定成分濃度を同時に検出することができた．この手法を用いると，溶液中に複数成

分が含まれていても，その成分の同定と比旋光度分散計測を予めしておくことで，含まれる成分を同時に検

出することができることが分かった．今後，日本酒の発酵工程において，簡便で精度良くグルコース濃度の

検出できることで，高品質，かつ，安定的な製造が期待できる．

２２．．２２  誘誘電電体体散散乱乱にによよるる電電場場セセンンシシンンググのの検検討討

電磁場分布を低擾乱に計測する手法として，半導体散乱体か

らの散乱波強度を光変調し，その散乱波を受信して散乱体位置

の電界を検出する，完全非金属製かつワイヤレスな電場センサ

を開発している．この手法では，半導体にそのバンドギャップ

よりエネルギーの大きな光を照射してキャリア励起し，これに

伴う誘電損失の増加を利用して散乱効率を変化させることによ

り，光照射位置の電場を計測する．従って，光照射位置を走査

することにより高周波電場の高速な分布計測が可能となる．

この計測システムについて誤差要因を把握し，定量性の向上

を図った．散乱体－信号受信アンテナの相対位置が信号強度

に及ぼす影響についてシミュレーションで検討するとともに，

電気系の誤差要因を実験的に検討した．

シミュレーションによる信号強度評価には FDTD法を用い

た．図図 3に解析空間を示す．解析空間は立方体とし，吸収境

界を各面外周に設けた．原点に散乱体円板を配置し，

z 軸方向に進む平面電磁波(x 方向偏波)を入射した．

散乱電磁波を近傍－遠方変換により遠方電磁界に変

換し，信号受信アンテナで計測される散乱波を求め

た．散乱体の抵抗率を無限大および 500Ω・cmとし

てそれぞれ散乱波を計算し，その差分から変調散乱

波成分を評価した．

得られた前方散乱波強度の周波数特性を図図 4に示

す．計算結果は実測とおおむね一致し，実験条件を

再現できた．受信アンテナ位置が信号強度に及ぼす

影響を検討するため，変調散乱波の散乱角依存性を求めた．

結果を図図 5に示す．E面指向性は 8の字特性を示し，高周

波数において指向性が鋭くなる．一方 H面指向性は，低周

波で等方，高い周波数では 90度方向が主放射となった．い

ずれの場合も散乱角が前方±10 度の範囲では信号強度の

変化は 10％以下となり，アンテナ位置のずれによる信号強
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長 450 nmおよび 540 nmにおける各成分の比旋光度と混合液の旋光度を式(1)に代入して，グルコース溶液
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度変化は小さいことが判った．

一方で，電気系の誤差要因について検討した結果，散乱波位相が信号強度に及ぼす影響が大きいことが判

った．そこで，散乱波の検波処理に位相を考慮した感度補正を加えた．最終的に，図図 6に示すように，繰返

し測定時のばらつきをピーク強度の±2σで 41%から 7.6%まで改善した．

今後は，ミリ波帯を含む更なる高周波の電界計測手法を検討し，5G移動体通信等で使用する全周波数帯の

計測を実現するとともに，電波透過性能の評価など，計測手法の応用先を広げていきたい．

本研究の一部は科学研究費助成事業(19K04417)の助成を受けて実施した．

２２．．３３  セセンンササ向向けけワワイイヤヤレレスス給給電電

図図 7に示すように，データ受信・給電部を有する給

電ユニットからタンク内や装置内のセンサ等を有す

る受電ユニットへワイヤレスで給電し，内部の温湿度，

圧力，変位などのセンサ情報を無線通信で外部に取り

出すセンシング・ワイヤレス給電技術の応用開発を行

っている．ここで，高周波や光応用センサの動作，及

び，大容量高速データ転送時に必要となる，W 級電

力を供給可能な小型無線給電モジュールを開発した．

システムの外観・測定例を図図 8に示す．マイコン

でカメラモジュールおよび無線 LAN チップを制御

し，取得した画像を無線 LAN でデータ保存サーバ

に転送するシステムである．厚さ 10 mmのアクリル

板を介したワイヤレス給電でバッテリーレス動作さ

せ，データ転送速度 2.5 kBytes/sを達成した．

また，電磁界シミュレーション解析に基づき、東

北フジクラと共同開発したフレキシブルプリント基

板（FPC）で作製したコイルを図図 9 に示す。超小型

の FPCコイルは，外径Φ13.2mm，磁気コアを含めた

トータル厚さ約 0.34mm であり，センサ給電向けに

開発した．この FPCコイルを送電，受電に用い，コ

イル間距離 2mmにおいて，65%を超える DC-DC総

合伝送効率と 1W を超える伝送出力が得られており，

本テーマに関する応用の他，企業ニーズに合わせた

応用開発を現在進めている．

図図 9  FPCコイル（東北フジクラ共同開発）

図図 8 リモートセンシングシステム外観・測定例
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人人工工知知能能とと VR技技術術のの融融合合にによよるるイインンテテリリジジェェンントト検検査査シシスステテムムのの開開発発 （（第第１１報報））

ロボティクスグループ  伊藤 亮、小松 和三、加藤 勝

Research and Development of Intelligent Inspection System based on the Fusion 
of AI and VR Technologies [1] 

Advanced processing / Robotics Group

Ryo ITO, Kazumi KOMATSU, Masaru KATO

抄抄録録

現状の人工知能（AI）開発では学習データの取得およびその前処理（アノテーション作業）に多大な時間

と労力がかかることが課題として挙げられ、AI導入の妨げの一因となっている。本研究では、学習データの

取得およびアノテーション作業の効率化を目指し、これまで培った 3D技術（VR技術）をもとにした AIの

新しい学習方法の提案・実証を行う。さらに、画像検査やロボットハンドの制御に AI を導入してスマート

化を行った具体例を示し、その技術を普及させることを目標としている。

本年度は 3年計画の 1年目として、AIの開発環境構築とこれを用いた一例としてのシステムの開発、およ

び今後の AIを導入したロボットのハンドリング試験に用いるロボットハンドの試作を行った。

[キーワード：人工知能(AI)、画像処理、外観検査、ロボットハンド、畳み込みニューラルネット(CNN)]

Abstract
In this research, we aim to develop technologies to automate and to save labor in various fields including 

manufacturing sites, and support the introduction of robotics technology in companies in Akita prefecture. We carried 

out experiments of the robot hand which is developed as a response to grip irregular-shaped objects. Accordingly, it 

became clear that we need to introduce a robotic vision and manipulation technologies for random picking, in order to 

grip such objects firmly. Furthermore, we focused on the techniques using Artificial Intelligence (AI) for image 

recognition, and experimentally developed a system for sorting crops by means of AI techniques. As a result, the 

effectiveness of the system is shown.

[Key words: Robotics technologies, Collaborative robot, Robot hand, Image inspection, Artificial intelligence]

１１．．ははじじめめにに

人工知能（AI）技術は 2006 年にディープラーニングが誕生して以降続いている第 3 次ブームの中で、導

入のハードルがかなり下がってきていると言える。秋田県においても、ロボットの活用に加えて AI を導入

して自動化・省力化の取組みを推進しようという気運は高まっているように思われる。県内企業がこれらロ

ボティクス技術を活用していく上で望ましいのは、自社内で技術者を育て、技術・ノウハウを自社内に蓄積

しながら次々と新しい取組みに応用していけるようになることと考えている。反対にロボティクス技術の導

入を大部分外部に委託すると社内に技術が残らない上に高額な報酬を支払い続けなくてはいけない状況に陥

る可能性がある。前者のような望ましい状態とするため、当センターは技術支援や人材育成といった役割を
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担うべきであり、本研究ではそのために必要なロボティクスのコア技術確立のため、これまでも実施してき

たロボットハンドリング技術の開発に加えて、AIの導入支援を見据えた新たな研究開発を行う。

現状の AI 開発では学習データの取得およびその前処理（アノテーション作業）に多大な時間と労力がか

かることが課題として挙げられ、AI導入の妨げとなっている。本研究では、学習データの取得およびアノテ

ーション作業の効率化を目指し、これまで培った 3D技術（VR技術）をもとにした AIの新しい学習方法の

提案・実証を行うことを目標とする。本年度は 3年計画の 1年目として、AIの開発環境構築とこれを用いた

一例としてのシステムの開発、および今後の AI を導入したロボットのハンドリング試験に用いるロボット

ハンドの試作を行ったので報告する。

２２．．異異形形状状・・柔柔軟軟物物把把持持用用ロロボボッットトハハンンドドのの開開発発  

２２．．１１  リリンンクク機機構構をを用用いいたたハハンンドドのの設設計計おおよよびび制制作作 

柔軟（軽量）で一つ一つ形状の異なる物体を傷付けずに把持するためのロボットハンドを設計した。設計

したロボットハンドとその駆動原理を図図1に示す。4つの可動指は互いに独立した動作が可能な自由度を持つ

が、1つのサーボモータのみですべての指が協調して動作するようにリンク機構で接続している。また、対象

物を把持する際、リンク機構によって4指にかかる力がある程度均等に分配されるため、対象物は4指の中央

部にある必要がなくなり、動作の制御は非常に容易となる。3D樹脂プリンタを用いて各パーツを造形し、組

立てたロボットハンドを図図2に示す。

２２．．２２  把把持持試試験験おおよよびび評評価価  

しゅう動部分の摩擦を評価するため、1指を動作させるボールチェーンをプッシュプルゲージにて平行に

引張り、その際の引張荷重を計測した（図図3）。4指はそれぞればね定数が0.05 N/mmの引張バネを使用して

おり、引張の最大変位は32 mmとなることから、この変位の引張荷重の計算値は1.6 Nとなるが、実際の引張

荷重は1.76～2.05 Nとばらつきがあり、3割程度摩擦の影響があることが確認された。なお入力変位と出力変

位の比は1:1.45である。また、製作したロボットハンドを用いた異形状対象物の把持試験の様子を図図4に示す。

Figure 2 3D樹脂プリンタにより
造形したロボットハンドFigure 1 設計したロボットハンドと駆動原理

Figure 3 しゅう動部分の摩擦の評価 Figure 4 異形状対象物の把持試験
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Figure 6 AIを導入したシステム事例の概略
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把持対象物が小さく軽量であるほど摩擦の影響は大きくなると考えられるが、本試験ではロボットハンドの

各指が把持対象物の様々な形状に沿って把持が可能であることが確認できた。

３３．．AI開開発発環環境境のの整整備備おおよよびび開開発発事事例例
３３．．１１  開開発発環環境境のの整整備備

ディープラーニングを行うための開発プラットフォームとしては Neural Network Console (NNC)[1] および

TensorFlow2(Keras)[2]、計算リソースとしてはローカルの PC では NVIDIA 社製グラフィックボード

(RTX2070Super)を使用し、大規模な計算を要する場合は ABCI (AI Bridging Cloud Infrastructure、国立研究開発

法人 産業総合研究所が構築・運用)[3] を使用できるよう環境を整えた。ディープラーニングの実施例として

NNCを用いて ResNet[4]に 5000 枚・100 分類の画像を 120 エポック(学習回数)まで学習させる場合（画像分

類 1）、VGG[5]に 3294 枚・5 分類のオリジナル画像を 2000 エポックまで学習させる場合（画像分類 2）、

UNet[6]に 2913枚の画像とそれに対応する 21種類の物体のピクセル毎のラベル情報を 500エポックまで学習

させる場合（セグメンテーション）の 3つを実施した(Table 1)。

学習時間の比較を図 5 に示す。ABCI を使用した場合はローカ

ルの PC を使用した場合と比較し概ね 4~5 倍の学習速度がある

ことが確認できた。AI開発においてはネットワーク構造や学習

データを模索しながらトライ＆エラーを繰り返す必要があるた

め、学習速度は開発速度に直結する。今後の開発ではこの結果

を踏まえ、学習データの大きさや必要な学習回数、ABCI の使

用料等を鑑みて計算リソースをうまく使い分けていくことが重

要と考える。

３３．．２２  AIをを導導入入ししたたシシスステテムムのの開開発発事事例例

AIの開発・実装の事例としてここではカメラか

ら得た画像を AI で分類しその結果を画面表示さ

せた上、Grad-CAM[7]を用いて AIが画像のどの部

分を見て分類の判断をしたか（予測根拠）を可視

化し表示するシステムを構築した。システムの概

略を図図 6に示す。具体的なアプリケーションとし

ては生シイタケの等級判別を取り上げ、3分類（傘

Table 1 ネットワークの種類と学習時間および学習データ

VGG
UNet

②画像分類2※2 ③ｾｸﾞﾒﾝﾃｰｼｮﾝ※3

224×224pixcel :3294枚

115 min 31 min

125×125pixcel :2913枚21種類の物体認識

ABCI  (NVIDIA® Tesla® V100×4)

ローカルPC  (NVIDIA® RTX® 2070Super)

5分類

①画像分類1※1

※2
※3

※1

143 min484 min

ResNet 32×32pixcel :5000枚

66 min

100分類

13 min

Batch size:16
500 Epoch

Batch size:128
120 Epoch

Batch size:40
2000 Epoch

Figure 5 学習時間の比較
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Figure 6 AIを導入したシステム事例の概略
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Figure 7 現物を判定する様子

Figure 8 AIによる等級判別の結果

照明

カメラ

検査
対象物

推論結果

予測根拠
可視化画像

A B C

誤（正解：B）

の開き度合い A、B、C）のタグ付けを行った 1983 枚

の画像を用いて学習を行った。開発プラットフォーム

としては TensorFlow2 を使用し、別のデータで学習済

みのモデル（ImageNet で学習済みの MobileNetV2[8]）

に転移学習を行うことで効率的な AI開発を実現した。

図図 7 に現物を判定する実験の様子を示す。Grad-CAM

による予測根拠可視化画像より、どの部分を見て等級

を判断しているか確認することができた。また、図図 8

に示すように 30 個の現物を判定した結果不正解は 1

個となり実用に耐える判別率であることを確認でき

た。

４４．．ままととめめ

異形状・柔軟物把持用のロボットハンドを試作し

試験を行った結果、ロボットハンドの各指が把持対

象物の様々な形状に沿って把持が可能であることが

確認できた。今後はカメラ画像や力覚センサを導入

したスマートなハンドリング技術の開発を進めてい

く。AIの開発においては開発環境の構築が完了し、加えて予測根拠の可視化や転移学習を導入し判別試験を

行った結果これら技術の有効性を確認することができた。今後は学習をより効率化する新しい方法を模索し

ていく。
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Study on smart process using IoT and AI
Molding [3] 

Information and Electronics Group

Kenji TAN, Shinya SASAKI, Daizo SASAKI, Ryo ITO, Saori CHIBA, Masashi OHTAKE

抄抄録録

秋田県の生産年齢人口は、全国平均を大きく下回り、労働力不足が深刻化している。また、新型コロナウ

イルス感染症（COVID-19）の影響により、人との接触を極力避ける働き方が求められるようになった。その

ため、IoTや AI技術の導入により、生産性向上や業務効率化、遠隔監視や遠隔制御などが必要となっている。

本研究では、安価なワンボードマイコンとオープンソースを用いて、IoT 計測装置による「データの収集・

見える化」と機械学習による「制御・自動化」の開発及び技術構築を進めてきた。我々はこれらをベースと

した生産工程のスマート化や製品開発に成功した。 

[キーワード：IoT、AI、機械学習、省力化、遠隔監視、遠隔操作] 

Abstract
The working-age population of Akita Prefecture is much less than the national average. Therefore, the labor shortage 

is becoming more serious. In addition, due to the influence of COVID-19, working styles that avoid contact with 

people as much as possible have been needed. Therefore, it is necessary to utilize IoT and AI technologies to improve 

productivity and efficiency, and to introduce remote monitoring and remote control. In this research, by using 

inexpensive one-board microcomputers and open source software, the development and technology construction of 

"data collection and visualization" by IoT measuring devices and "control and automation" by machine learning were 

carried out. Based on them, we succeeded in making the production process smarter and product development.

[Key words: IoT, AI, machine learning, labor saving, remote control, remote monitoring]

１１．．ははじじめめにに

秋田県の人口は、ピークであった昭和 31年の 135万人から平成 29 年には 100万人を割り込み、生産年齢

人口（52.4％）は全国平均を大きく下回る。労働力不足や担い手の減少など、社会的かつ経済的な課題が浮

き彫りになってきている。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、密集、密接、密閉空間の回避が

求められていることもあり、遠隔監視や遠隔制御を利用した生産工程の改善が急務となっている。 

本研究では、IoT（Internet of Things；モノのインターネット）及び AI（Artificial Intelligence；人工知能）導入の際、ワ

ンボードマイコンやオープンソースを用いることにより、安価かつ使いやすいシステムの構築を目標としてきた。

数年前まで、Wi-Fi や Bluetooth などの無線マイコンモジュールは、費用の面や入手性の問題があったが、
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図図 2 試作フレキシブルセンサ

図図 3 小型送信機 
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図図 4  滴下実験 

昨今は、Wi-Fiと Bluetoothを内蔵し、かつ低消費電力で安価なマイクロコントローラである ESP32シリーズ

（Espressif Systems 社）や様々なオープンソースの登場によって、システムを容易に中小企業や個人でも構

築できるようになっている。 

本報では、これらを用いたシステム構築例を報告する。 

 

２２．．IoT・・AIをを用用いいたた企企業業支支援援のの取取りり組組みみ  

２２．．１１  多多点点セセンンササ遠遠隔隔モモニニタタリリンンググシシスステテムム

現在、介護現場におけるおむつ交換は、事前に決めた時間に行われることが一般的である。しかし、この

ことは想定外の排泄によって、被介護者が不快で不衛生な状態に置かれることを意味する。この様な状態を

極力短くするためには、量も含めた排泄の情報を取得し、適時におむつ交換を行う必要がある。また、適時

のおむつ交換には、介護者の負担軽減、オムツコストの削減などのメリットがある。更に、定量的な排泄の

把握により、排尿障害の早期発見にもつながる。

上記情報取得に加え、情報の

蓄積、分析、表示を安価に、安

定的に実現することを目的とし、

株式会社秋田テクノデザインと

の共同研究を行っている。

目標として、排泄のリアルタイム定量検出、24 時間常時計測、無線による送信、通知、データ蓄積、IT

機器による確認、長時間駆動を設定した。

フィルムタイプ
排泄センター 送信機

WiFi WiFiルーター
スマートフォン

PC

図図 1 システム概略図 
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具体的には、おむつの中にフレキシブルな使い捨てセンサを挿入し、インピーダンス、静電容量を検知し、

送信機から WiFi を用いてデータを送信する。これらセンサ及び送信機はバッテリで駆動される。送信され

たデータは蓄積され、パソコンやスマートフォンから常に確認できることとした。図図 1に本システムの概略

図を示す。

原理検証用試作センサを図図 2に示す。黒色ラインが電極となり、インピーダンス及び静電容量の測定を行

う。センサからの信号処理機能も有する小型送信機（予定）を図図 3に示す。図図 4に異なる量の尿に見立てた

液体をセンサに滴下した際のインピーダンスの時間変化を示す。このようにして得られたデータに独自の処

理を施すことにより滴下量を定量的に推定することに成功した。静電容量に対しても同様に検証を行い、こ

ちらも滴下量を定量的に推定することに成功した。

試作品は既に実際の介護現場で検証を進めており、そこでの結果を踏まえた改良を重ね、商品化につなげ

ることを目指している。

２２．．２２  清清酒酒発発酵酵管管理理ののIoT技技術術導導入入にに関関すするる研研究究開開発発  

清酒は酵母などの微生物による発酵によって製造され、発酵途中の「もろみ」（酵母・米・水が混合した

発酵液）の経時的な分析と制御により、清酒のアルコール度数や呈味などの品質が維持さる。そのため、一

定の経験を有する酒造工（杜氏・蔵人）や技術系職員の休日出勤・深夜早朝業務を余儀なくされているとと

もに、蔵人の高齢化や担い手不足という大きな問題に直面している。よって、清酒製造においては、製造工

程の効率化と製造技術の継承が急務である。 

清酒発酵管理項目の連続モニタリングと異常発酵等のトラブルを早期発見できるシステムを構築し、清酒

もろみ発酵工程の合理化と経験と勘による製造からの脱却を目指し、平成 30年度から秋田酒類製造株式会社

との共同研究を行っている。 

本年度は、発酵タンク内に温度分布計測用温度センサを複数個設置し、タンク外に外気温測定用センサを

設置した。タンクにあらかじめ備えられている冷却用温度制御機器の表示温度や制御情報の監視を行い、タ

ンク内の温度分布と冷却装置の稼働状況の連続モニタリングを実現した。また式(1)のように、酵母のアルコ
ール発酵で、糖分（グルコース）からエタノールと二酸化炭素が生成され、二酸化炭素は空気中に抜ける。

タンクに重量センサを設置し、もろみ重量減少量を測定することで、タンク内のアルコール分をリアルタイ

ムで推算する技術開発を行った。 

𝐶𝐶6𝐻𝐻12𝑂𝑂6  →  2𝐶𝐶2𝐻𝐻5𝑂𝑂𝑂𝑂 + 2𝐶𝐶𝐶𝐶2  ・・・ (1) 
本システムでは、各センサを ESP32-DevKitC に取り付け計測し、Wi-Fi を介して MQTT（Message Queue 

Telemetry Transport）により、ローカルエリアネットワーク内の NAS（ネットワーク HDD）に接続、データ

ベースに各センサ値を格納した。また NAS から MQTT により外部の仮想サーバーに接続し、各センサの現

在値やアルコール分推算値を社外からスマートフォンなどで確認可能なシステムを構築した。仮想サーバー

にはデータベースを設けず、現在値確認のみを目的とした運用にした。 

本システムでは、発酵タンク内の温度や冷却装置の稼働状況、アルコール分推算値の連続モニタリングを

実現し、各データ蓄積による製造工程の分析を可能とした。本研究は、清酒製造における製造工程の効率化

および技術継承問題の解決に大きく寄与し、IoT技術導入による清酒発酵管理の技術革新を実現した。  
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具体的には、おむつの中にフレキシブルな使い捨てセンサを挿入し、インピーダンス、静電容量を検知し、

送信機から WiFi を用いてデータを送信する。これらセンサ及び送信機はバッテリで駆動される。送信され

たデータは蓄積され、パソコンやスマートフォンから常に確認できることとした。図図 1に本システムの概略

図を示す。

原理検証用試作センサを図図 2に示す。黒色ラインが電極となり、インピーダンス及び静電容量の測定を行

う。センサからの信号処理機能も有する小型送信機（予定）を図図 3に示す。図図 4に異なる量の尿に見立てた

液体をセンサに滴下した際のインピーダンスの時間変化を示す。このようにして得られたデータに独自の処

理を施すことにより滴下量を定量的に推定することに成功した。静電容量に対しても同様に検証を行い、こ

ちらも滴下量を定量的に推定することに成功した。

試作品は既に実際の介護現場で検証を進めており、そこでの結果を踏まえた改良を重ね、商品化につなげ

ることを目指している。

２２．．２２  清清酒酒発発酵酵管管理理ののIoT技技術術導導入入にに関関すするる研研究究開開発発  

清酒は酵母などの微生物による発酵によって製造され、発酵途中の「もろみ」（酵母・米・水が混合した

発酵液）の経時的な分析と制御により、清酒のアルコール度数や呈味などの品質が維持さる。そのため、一

定の経験を有する酒造工（杜氏・蔵人）や技術系職員の休日出勤・深夜早朝業務を余儀なくされているとと

もに、蔵人の高齢化や担い手不足という大きな問題に直面している。よって、清酒製造においては、製造工

程の効率化と製造技術の継承が急務である。 

清酒発酵管理項目の連続モニタリングと異常発酵等のトラブルを早期発見できるシステムを構築し、清酒

もろみ発酵工程の合理化と経験と勘による製造からの脱却を目指し、平成 30年度から秋田酒類製造株式会社

との共同研究を行っている。 

本年度は、発酵タンク内に温度分布計測用温度センサを複数個設置し、タンク外に外気温測定用センサを

設置した。タンクにあらかじめ備えられている冷却用温度制御機器の表示温度や制御情報の監視を行い、タ

ンク内の温度分布と冷却装置の稼働状況の連続モニタリングを実現した。また式(1)のように、酵母のアルコ
ール発酵で、糖分（グルコース）からエタノールと二酸化炭素が生成され、二酸化炭素は空気中に抜ける。

タンクに重量センサを設置し、もろみ重量減少量を測定することで、タンク内のアルコール分をリアルタイ

ムで推算する技術開発を行った。 

𝐶𝐶6𝐻𝐻12𝑂𝑂6  →  2𝐶𝐶2𝐻𝐻5𝑂𝑂𝑂𝑂 + 2𝐶𝐶𝐶𝐶2  ・・・ (1) 
本システムでは、各センサを ESP32-DevKitC に取り付け計測し、Wi-Fi を介して MQTT（Message Queue 

Telemetry Transport）により、ローカルエリアネットワーク内の NAS（ネットワーク HDD）に接続、データ

ベースに各センサ値を格納した。また NAS から MQTT により外部の仮想サーバーに接続し、各センサの現

在値やアルコール分推算値を社外からスマートフォンなどで確認可能なシステムを構築した。仮想サーバー

にはデータベースを設けず、現在値確認のみを目的とした運用にした。 

本システムでは、発酵タンク内の温度や冷却装置の稼働状況、アルコール分推算値の連続モニタリングを

実現し、各データ蓄積による製造工程の分析を可能とした。本研究は、清酒製造における製造工程の効率化

および技術継承問題の解決に大きく寄与し、IoT技術導入による清酒発酵管理の技術革新を実現した。  
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３３．．ままととめめ

本報では、費用の面から検討が難しかったデータの収集、蓄積、解析を安価なシングルボードコンピュー

タやオープンソースを用いて解決を図り、質および量に対応した IoTや AI技術の構築を行った。

今後も県内企業への IoTや AIの認知向上とこれまで以上の効率化、コストダウンによる競争力強化のため

の支援が必要と考える。また、製品開発などの上流から工場等での見える化などの下流まで幅広く、シンプ

ルかつ簡便な方法でこれらが導入できる環境を構築していきたい。

文文    献献

[1] 秋田県：令和 2年 秋田県の人口 -秋田県年齢別人口流動調査報告書-

図図 5 発酵タンク内 IoT計測システム

図図 7 発酵タンク内自動監視システムの
コントロールパネル

図図 6 発酵タンク内での測定試験
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ⅤⅤ  資資料料  
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１１．．沿沿革革詳詳細細  

 

昭和 2年 4 月 商工大臣より工業試験場の設立認可。 

昭和 3年 7 月 秋田市土手長町に、秋田県工業試験場工芸部を設置。 

昭和 12 年 5 月 秋田県工業指導所と改称し、秋田市茨島に移転。 

昭和 17 年 1 月 秋田県角館樺工芸指導所設立。 

昭和 21 年 4 月 秋田県川連漆工芸指導所設立。 

昭和 30 年 9 月 秋田県工業試験場と改称。秋田県角館樺工芸指導所、秋田県川連漆工芸指導

所の名称を、それぞれ秋田県工業試験場角館指導所、秋田県工業試験場川連

指導所と改称。 

昭和 36 年 6 月 秋田県工業試験場に秋田県工業試験場能代指導所、同大館指導所を設置。 

昭和 37 年 4 月 科・係制に組繊を改め、庶務係、機械化学科、工芸科、木工科を設置。 

昭和 41 年 4 月 本場に土木試験科を設置。 

昭和 41 年 7 月 本場本館竣工。 

昭和 42 年 4 月 機械化学科を機械金属科、化学科の２科に分離。 

昭和 43 年 1 月 高周波焼入試験工場並びに木材人工乾燥工場竣工。 

昭和 43 年 3 月 工業試験場角館指導所を廃止。 

昭和 43 年 4 月 工芸科をデザイン科と改称、工業試験場大館指導所を秋田県林業試験場へ移

管。 

昭和 46 年 8 月 講堂、会議室、非破壊試験室竣工。 

昭和 47 年 6 月 化学科を工業化学科、木工科を工芸技術科と改称。 

昭和 48 年 4 月   工業試験場に技術情報室設置。 

昭和 49 年 3 月 機械金属科実験棟改築工事完成。恒温恒湿室設置。 

昭和 57 年 10 月 秋田県工業技術センターと改称し、秋田市新屋町字砂奴寄に新築、移転。 

昭和 58 年 3 月 工業技術センター能代指導所を廃止。 

昭和 61 年 県議会高度技術産業・交通対策特別委員会から「本県独自の技術基盤を構築

するための高度な研究機関設置の必要性」の提言。 

昭和 61 年 4 月 組織改正、企画管理部を企画室と改称。応用開発室を設置。機械金属部と工

業化学部を統合し機械化学部、木材部とデサイン部を統合し木材デサイン部

と改組。 

平成 4年 3 月 秋田県条例第 34 号により「秋田県高度技術研究所」の設置を公布。 

平成 4年 9 月 同研究所の建物完成。（砂奴寄に新築、敷地面積 23,130 ㎡、延床面積 6,500 ㎡

(内クリーンルーム 300 ㎡)） 

平成 4年 11 月 同研究所、開設。 

平成 7年 4 月 工業技術センター木材デサイン部を廃止。 
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平成 8年 4 月 工業技術センターの部門で、応用開発室を情報システム開発部とメカトロニ

クス開発部に、機械化学部を工業材料部と生産技術部にそれぞれ２部に分離。

建設技術部を建設・環境システム部と改組。 

平成 8年 4 月 工業技術センターに開放研究室を設置。 

平成 8年 8 月 工業技術センターが特許庁から知的所有権センターとして認定。 

平成 11 年 3 月 工業技術センター川連指導所を廃止。 

平成 12 年 4 月 建設・環境システム部を環境システム部と改称。 

平成 14 年 4 月 工業技術センターの組織改編により、部制を廃止しグループ制とする。（情報

システム開発部、メカトロニクス開発部、工業材料部、生産技術部、環境シ

ステム部をそれぞれ情報システムグループ、メカトロニクスグループ、工業

材料グループ、生産技術グループ、環境システムグループと改組。） 

平成 15 年 4 月 生産技術グループを生産システムグループと精密加工グループに改称。 

平成 17 年 4 月 グループ制を廃止し、チーム制とする。(財)秋田県資源技術開発機構(小坂町)

の研究部門を包括。（情報システムグループ、メカトロニクスグループ、工業

材料グループ、生産システムグループ、精密加工グループ、環境システムグ

ループの６グループ制から、プロジェクト研究チーム、技術応用化研究チー

ム、リサイクル技術開発チームの 3チーム制。） 

平成 17 年 5 月 工業技術センターと高度技術研究所が統合し、産業技術総合研究センターに

改称。組織改編により、部門を総務管理部、経営企画部、工業技術センター、

高度技術研究所へ改組。 

平成 23 年 4 月 産業技術総合研究センターを産業技術センターに改称。組織改編により、総

務管理部、技術イノベーション部、素形材プロセス開発部、電子光応用開発

部、先端機能素子開発部と部門を改組。 

平成 30 年 4 月 組織改編により、総務管理部、技術イノベーション部、先進プロセス開発部、

素形材開発部、電子光応用開発部、先端機能素子開発部と部門を改組。 

令和 2年 4 月 組織改編により、総務管理部、企画事業部、共同研究推進部、先進プロセス

開発部、素形材開発部、電子光応用開発部、先端機能素子開発部と部門を改

組。 
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NNoo.. 名名称称 権権利利のの別別 発発明明者者 出出願願日日 登登録録日日 出出願願番番号号 登登録録番番号号

1 微細加工方法と微細加工装置 特許 赤上陽一 H14.4.8 H18.11.2 2002-105059 3875907

2
電界により砥粒の分布及び配列を制御可能な砥石、その製造方
法、表面仕上げ工法

特許 赤上陽一 H14.11.18 H17.6.10 2002-333677 3686652

3
電界砥粒による刃先研磨仕上げ方法、及び刃先を有する微細部品
の作製方法

特許 赤上陽一 H15.2.21 H19.1.19 2003-043990 3906165

4 生分解性樹脂を用いた打揚げ花火用玉皮、及びその製造方法 特許 鎌田悟、工藤素 H15.6.24 H19.1.5 2003-179193 3897738

5 工事用絶縁監視装置 特許
小笠原雄二、近藤
康夫

H15.12.12 H21.10.2 2003-436531 4378749

6 高硬度、高ヤング率、高破壊靭性値を有するＷＣ－ＳｉＣ系焼結体 特許 杉山重彰 H16.9.27 H22.6.11 2004-279279 4526343

7 小径管の内側面仕上げ加工方法及び装置 特許 赤上陽一 H17.9.26 H22.2.26 2005-277534 4464897

8 ＴｉＢ２基Ｔｉ－Ｓｉ－Ｃ系複合セラミックス及びその焼結体製造方法 特許 杉山重影 H18.3.29 H23.8.26 2006-089729 4809096

9 車椅子使用者のためのトレーニングマシン 特許
小笠原雄二、宮脇
和人、沓澤圭一

H18.9.4 H21.11.6 2006-239125 4399569

10
電界下における誘電性砥粒を水に分散させた流体を用いた仕上げ
方法及び仕上げ装置

特許 赤上陽一 H18.12.4 H23.7.15 2006-326935 4783719

11 ＴｉＣ基Ｔｉ－Ｓｉ－Ｃ系複合セラミックス及びその製造方法 特許 杉山重影 H18.3.27 H23.8.26 2006-086240 4809092

12 核酸検出方法及び核酸検出キット 特許 赤上陽一 H19.3.15 H25.12.13
PCT/JP2007/
055179

2008-505198
5429962

13 Ｗ－Ｔｉ－Ｃ系複合体及びその製造方法 特許 杉山重影 H15.5.19 H23.10.21 2008-133093 4848394

14
非接触撹拌方法、非接触撹拌装置、それを用いた核酸ハイブリダイ
ゼーション反応方法、反応装置、試料中の核酸を検出する方法、核
酸検出装置、試料中の抗体を検出する方法、及び抗体検出装置

外国特許
赤上陽一、加賀谷
昌美

H21.10.23 H24.10.9 12/604640
US8283120
B2

15
非接触撹拌方法、非接触撹拌装置、それを用いた核酸ハイブリダイ
ゼーション反応方法、反応装置、試料中の核酸を検出する方法、核
酸検出装置、試料中の抗体を検出する方法、及び抗体検出装置

特許
赤上陽一、加賀谷
昌美

H21.10.22 H27.1.23 2009-243468 5681912

16 ＷＣ－ＳｉＣ系焼結体の製造方法 特許 杉山重影 H16.9.27 H25.2.15 2010-007009 5198483

17 免疫組織染色方法および免疫組織染色装置 特許
赤上陽一、加賀谷
昌美

H22.7.2 H26.10.17 2010-151695 5629850

18 砥粒の回収方法、及び回収装置 特許
赤上陽一、久住孝
幸、池田洋

H22.7.9 H26.5.30 2010-156485 5548860

19 点滴モニタ装置 特許
小笠原雄二、佐々
木信也、近藤康
夫、熊谷健

H22.12.16 H27.2.20 2010-280437 5696297

20 基板の接合方法および基板接合装置 特許 木村光彦 H23.1.19 H26.11.28 2011-008905 5653232

21 ＷＣ基Ｗ－Ｍｏ－Ｓｉ－Ｃ系複合セラミックス及びその製造方法 特許 杉山重彰 H23.3.24 H27.7.10 2011-066045 5771853

22 アクチュエータの減衰方法およびアクチュエータ 特許 森英季 H16.3.15 H16.11.5 2004-073233 3612670

23 アクチュエータ 特許 森英季 H18.3.30 H24.9.7 2006-095447 5076063

24 電磁界計測システム 特許 黒澤孝裕 H18.10.25 H24.2.3 2006-289985 4915565

25 位置決め機構 特許 森英季 H19.8.24 H24.7.6 2007-218965 5028659

26 液晶光学デバイス 特許 葉茂、佐藤進 H20.8.14 H23.11.18 2008-209004 4863403

27 高周波材料定数測定システム 特許
駒木根隆士、黒澤
孝裕

H21.2.27 H26.8.8 2009-044983 5589180

28 空間光変調器 特許 山根治起 H21.5.11 H26.4.11 2009-114082 5514970

29 低電圧駆動液晶レンズ 特許
佐藤進、葉茂、王
濱

H21.7.7 H25.8.9 2009-160358 5334116

２２..  特特許許出出願願・・登登録録状状況況
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30 平面位置決め装置およびこれを備えた検査装置 特許 森英季、宮脇和人 H22.2.9 H26.9.5
PCT/JP2010/
051900

2010-550522
5605227

31 低電圧駆動液晶レンズ 特許
佐藤進、葉茂、高
橋慎吾

H22.3.1 H27.7.17 2010-044352 5776135

32 スピン注入電極構造、スピン伝導素子及びスピン伝導デバイス 特許 鈴木淑男 H22.9.3 H26.11.28 2010-198159 5651826

33 強磁性積層構造の製造方法 特許 鈴木淑男 H22.12.20 H27.2.6 2010-283253 5688526

34 液晶光学デバイス 特許
佐藤進、高橋慎
吾、葉茂

H22.12.27 H28.4.1 2010-291221 5906366

35 液晶シリンドリカルレンズアレイおよび表示装置 特許 佐藤進 H23.1.6 H27.2.27 2011-001217 5699394

36 超音波流量計を用いた酸素濃度計 特許 小笠原雄二 H23.5.20 H28.5.27 2011-113374 5938597

37 液晶光学レンズ 特許 葉茂、佐藤進 H20.8.14 H24.12.21 2011-239597 5156999

38 磁気光学効果計測装置 特許
近藤祐治、山川清
志

H23.5.31 H28.4.15 2011-122769 5914903

39 スピン注入電極構造、スピン伝導素子及びスピン伝導デバイス 外国特許 鈴木淑男 H23.8.24 H25.7.23 13/216965
US8492809
B2

40 強磁性積層構造及びその製造方法 外国特許 鈴木淑男 H23.12.13 H25.11.19 13/323869
US8586216
B2

41 液晶光学デバイス 特許 佐藤進、葉茂 H19.2.16 H22.1.8 2007-037047 4435795

42 マトリクス駆動液晶光学素子及び装置 特許 佐藤進 H24.6.26 H29.6.2 2012-143369 6149210

43 並進機構を用いたアクチュエータの減衰方法およびアクチュエータ 特許 森英季 H25.1.25 H28.10.28 2013-011990 6029063

44 研磨装置および研磨装置に用いられるアタッチメント 特許 赤上陽一 H25.3.15 H29.5.26 2013-052876 6145596

45 酸化セリウム砥粒再生方法 特許
赤上陽一、久住孝
幸

H24.3.21 H28.5.27 2012-063494 5938589

46
電界洗浄方法、電界免疫組織染色方法、電界洗浄装置及び、電界
免疫組織染色装置

特許
赤上陽一、加賀谷
昌美、中村竜太、
池田洋

H26.1.22 H27.6.5 2014-009634 5754520

47 電界撹拌用はっ水フレーム 特許
赤上陽一、加賀谷
昌美、中村竜太、
池田洋

H26.1.22 H26.12.5 2014-009629 5655180

48 切削工具仕上げ装置および切削工具仕上げ方法 特許 赤上陽一 H26.1.15 H29.11.24 2014-004940 6244573

49 自動電界免疫組織染色装置 特許
赤上陽一、加賀谷
昌美、中村竜太、
池田洋

H26.2.20 H27.2.20 2014-030179 5696300

50 ドリル及び穿孔の形成方法 特許 斉藤耕治、加藤勝 H25.11.7 H30.8.31
PCT/JP2013/
080126

2014-545750
6393620

51 ドリル及び穿孔の形成方法 外国特許 斉藤耕治、加藤勝 H25.11.7 R2.3.4
PCT/JP2013/
080126
13843029.3

EP2918361
B1

52 ドリル及び穿孔の形成方法 外国特許 斉藤耕治、加藤勝 H25.11.7 H30.1.12
PCT/JP2013/
080126

201380003276.9

ZL2013
80003276.9

53 ドリル及び穿孔の形成方法 外国特許 斉藤耕治、加藤勝 H25.11.7 H28.10.25
PCT/JP2013/
080126
14/229096

US9475128
B2

54 並進機構を用いたアクチュエータの減衰方法およびアクチュエータ 外国特許 森英季 H26.1.23 H28.11.15 14/162562
US9496478
B2

55 自動電界免疫組織染色装置及び、自動電界免疫組織染色方法 外国特許
赤上陽一、加賀谷
昌美、中村竜太、
池田洋

H26.2.20 H29.12.5 14/185533
US9835619
B2

56 研磨材および研磨方法 特許
赤上陽一、久住孝
幸、中村竜太

H26.3.18 H30.5.25 2014-054845 6340497

57 迅速かつ高感度な多重免疫染色法 特許
赤上陽一、中村竜
太

H26.5.16 H30.10.26 2014-102883 6421369

58 検知装置及び摘出部位載置容器 特許 丹健二 H27.1.22 H30.8.31 2015-010003 6392132

59 水素水生成器 特許
木谷貴則、黒澤孝
裕、山川清志

H27.1.28 H28.9.30 2015-014852 6012782

- 115 -
－ 114 － － 115 －



NNoo.. 名名称称 権権利利のの別別 発発明明者者 出出願願日日 登登録録日日 出出願願番番号号 登登録録番番号号

60
細胞内生体分子の検出に用いる標準試料及び細胞内生体分子の
検出方法

特許
赤上陽一、中村竜
太

H27.2.3 H28.8.26 2015-019566 5993967

61 培養細胞を用いた標準試料及びその製造方法 特許
赤上陽一、中村竜
太

H27.2.5 H28.7.22 2015-021657 5972412

62 電界撹拌用電極及びこれを用いた電界撹拌方法 特許
赤上陽一、中村竜
太

H27.2.6 H27.10.23 2015-022163 5825618

63 微小液滴を形成する反応デバイス及びこれを用いた電界撹拌方法 特許
赤上陽一、中村竜
太

H27.2.6 H27.11.20 2015-022575 5839526

64 液滴形成用シャーレ及びそれを用いた電界撹拌方法 特許
赤上陽一、中村竜
太

H27.2.6 H27.12.25 2015-022721 5857309

65 ゼータ電位制御法を用いた処理方法 特許
赤上陽一、中村竜
太、久住孝幸、池
田洋、佐藤安弘

H27.2.12 H28.2.26 2015-025880 5891320

66 熱電変換素子、発電デバイス 特許 伊勢和幸 H27.5.21 H31.4.19 2015-103327 6513476

67 交流電磁石 特許 山川清志 H27.12.10 R1.10.18 2015-241610 6601799

68 電界撹拌を用いた生体分子の迅速検出法 特許
赤上陽一、中村竜
太

H28.2.5 H28.10.21 2016-020839 6026027

69 硬質磁性材料 特許 新宅一彦 H28.3.8 R2.7.14 2016-044907 6734578

70 光検知式水素ガスセンサ 特許
山根治起、高橋慎
吾

H28.3.18 R2.1.17 2016-055934 6647589

71 迅速なハイブリダイゼーション方法 特許
赤上陽一、中村竜
太

H29.2.27 H30.2.2 2017-034426 6281852

72 電界撹拌方法及び電界撹拌用キャップカバー 特許
赤上陽一、中村竜
太

H29.7.11 R2.10.21 2017-135498 6781873

73 液滴移動装置及び液滴の移動方法 特許
赤上陽一、中村竜
太

H29.10.12 H30.6.22 2017-198243 6354114

74 繊維構造物を埋設した樹脂成形品の製造方法及び樹脂成形品
特許を受ける
権利

野辺理恵 H29.10.24 2017-205656

75 反応デバイス、電界撹拌装置、及び検出方法 特許
赤上陽一、中村竜
太

H30.2.19 H30.10.26 2018-026697 6422068

76 旋光度測定装置 特許 山根治起 H30.3.2 H30.7.13 2018-037602 6368880

77 ＷＣ－Ｓｉ３Ｎ４系複合セラミックス及びその製造方法
特許を受ける
権利

杉山重彰、関根崇 H30.10.26 2018-201820

78 電界撹拌を利用した透析・浸透方法、及び透析・浸透装置
特許を受ける
権利

赤上陽一、中村竜
太

H31.1.31 2019-015579

79 プラズマ発生装置
特許を受ける
権利

丹健二 H31.2.26 2019-032595

80 液中プラズマ発生装置
特許を受ける
権利

丹健二 H31.2.26 2019-032596

81 ガス検知装置
特許を受ける
権利

山根治起 H31.3.29 2019-067141

82 切断方法及び切断装置
特許を受ける
権利

久住孝幸、赤上陽
一、越後谷正見

R1.12.17
PCT/JP2019/
049487

2020-563119

83 排尿検知装置
特許を受ける
権利

小笠原雄二、近藤
康夫、丹健二、伊
藤亮９６、大竹匡

R2.2.17 2020-023942

84 金属製ナノコイルの製造方法
特許を受ける
権利

新宅一彦 R2.2.21 2020-028264

85 打撃装置および固有周波数測定装置
特許を受ける
権利

木村光彦 H30.1.26 2018-011638

86 超音波振動装置およびホーン
特許を受ける
権利

荒川亮、森英季 R2.3.24 2020-052499

87 熱電変換素子及び熱電変換モジュール
特許を受ける
権利

伊勢和幸 R2.6.12 2020-102495

88 薄膜製造方法、薄膜製造装置、センサの製造方法
特許を受ける
権利

杉山重彰、菅原
靖、関根崇

R2.7.21 2020-124382

89 光検知式化学センサ
特許を受ける
権利

山根治起、山川清
志、高橋慎吾

R2.8.4 2020-132418

90 打撃装置および固有周波数測定装置
特許を受ける
権利

（外国特許）
木村光彦 H30.12.12 18212070.9
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91
複合Ｃｕ材、これを含む電子部品または実装基板、電子部品実装基
板、複合Ｃｕ材の製造方法、および、接合体の製造方法

特許を受ける
権利

黒沢憲吾 R2.9.3 2020-148313

92 打撃装置および固有周波数測定装置
特許を受ける
権利

（外国特許）
木村光彦 H31.1.16 16/248809

93 木材切断端面直径の撮像計測方法及び装置
特許を受ける
権利

伊藤亮９７、佐々木
大三、小笠原雄二

R2.12.25 2020-216137

94 打撃装置および固有周波数測定装置
特許を受ける
権利

（外国特許）
木村光彦 H30.11.16 20181136115.7

95 異種金属接合体およびその製造方法
特許を受ける
権利

鈴木淑男 R3.3.23 2021-049102

- 117 -
－ 116 － － 117 －



- 118 - 

 

３３．．各各研研究究会会のの概概要要                      令令和和22年年度度  

○○秋秋田田県県非非破破壊壊検検査査技技術術研研究究会会 代代表表者者：：佐佐々々喜喜興興業業（（株株））  佐佐々々木木  一一喜喜 
非破壊検査、及び溶接・接合に関する技術水準の向上普及を図り、工業の発展に寄与することを目的

とし、講演会、講習会、研究成果発表会、視察会、情報交換会などを実施。 

 会会員員：：企企業業４４５５社社、、大大学学・・支支援援機機関関等等６６機機関関８８名名  事事務務局局：：素素形形材材開開発発部部  木木村村  光光彦彦  

○○秋秋田田県県高高分分子子材材料料研研究究会会  代代表表者者：：（（株株））フフルルヤヤモモーールルドド  古古谷谷  武武美美  

プラスチック成形加工技術、金型技術、高分子材料等に関する生産技術向上を図るとともに、会員相

互の研鑽を目的として、研究開発報告会、先端技術講演会、射出成形取扱講習会、金型講習会、先進地

見学会、情報交換会、企業表彰などを実施している。 

 会会員員：：企企業業２２５５社社、、大大学学・・支支援援機機関関等等６６機機関関７７名名  事事務務局局：：素素形形材材開開発発部部  工工藤藤  素素  

○○秋秋田田県県表表面面処処理理技技術術研研究究会会 代代表表者者：：太太平平化化成成工工業業（（株株））  加加賀賀  孝孝義義  

表面処理（電気めっき、無電解めっき、溶融亜鉛めっきなど）に関する技術の向上をはかるとともに

会員相互の研鑚と融和をはかることを目的とし、講演会、講習会、研究成果発表会、視察会、情報交換

会などを実施。 

  会会員員：：企企業業２２００社社、、大大学学・・支支援援機機関関等等４４機機関関５５名名  事事務務局局：：先先端端機機能能素素子子開開発発部部  菅菅原原  靖靖  

○○秋秋田田県県生生産産技技術術研研究究会会  代代表表者者：：（（株株））三三栄栄機機械械  佐佐藤藤  淳淳  

工業の生産技術に関する研修、試験研究等を通して、新技術の開発、技術力の向上、人材養成を図る

とともに産・学・官の連携強化等により本県工業の発展に資することを目的とし、（１）分科会方式に

よる新技術の開発、共同研究の実施、（２）技術講習会、講演会、研修会の開催、（３）研究成果・事例

発表会、企業見学会等の開催、（４）技術交流および技術情報の交換などを実施。 

 会会員員：：企企業業５５００社社、、大大学学・・支支援援機機関関等等７７機機関関９９名名  事事務務局局：：先先進進ププロロセセスス開開発発部部  加加藤藤  勝勝  

○○北北東東北北ナナノノ・・メメデディィカカルルククララススタターー研研究究会会  代代表表者者：：秋秋田田大大学学医医学学部部附附属属病病院院  南南條條  博博  

精密加工技術・界面制御技術・医療技術を融合させた次世代医療システムづくりの進展を目指し、北

東北の産業創出に貢献することを目的とする。 

 会会員員：：企企業業１１００社社、、大大学学・・支支援援機機関関等等１１４４機機関関  事事務務局局：：先先進進ププロロセセスス開開発発部部  中中村村  竜竜太太  

○○秋秋田田県県硬硬質質工工具具材材料料研研究究会会  代代表表者者：：秋秋田田大大学学大大学学院院  泰泰松松  斉斉  

産学官が協力して硬質工具材料技術に関する技術交流を図り、硬質工具材料技術を利用した新材料開

発や新製品開発などを目指すことで、この分野における技術の高度化を図るとともに、会員相互の啓発

と親睦を図り、本県の工業の発展に資することを目的とする。 

 会会員員：：企企業業５５社社、、大大学学・・支支援援機機関関等等２２機機関関６６名名  事事務務局局：：先先端端機機能能素素子子開開発発部部  関関根根  崇崇  

○○次次世世代代ひひかかりり産産業業技技術術研研究究会会 代代表表者者：：秋秋田田大大学学大大学学院院  河河村村  希希典典  

県内で活動する企業による次世代ひかりデバイス及びその周辺技術（以下、「ひかりデバイス等」と

いう。）の用途開発や製品開発又はマーケティング戦略構築等に資するため、企業支援機関、大学等と

連携し、ひかりデバイス等の技術や市場動向に関する情報の収集や市場進出に向けた課題の検討等を行

うほか、会員相互の情報交換・マッチングを図ることを目的とする。 

 会会員員：：企企業業３３１１社社、、大大学学・・支支援援機機関関等等７７機機関関５５６６名名  事事務務局局：：先先端端機機能能素素子子開開発発部部  梁梁瀬瀬  智智  

○○高高エエネネルルギギーー加加速速器器技技術術研研究究会会 代代表表者者：：秋秋田田化化学学工工業業（（株株））  丹丹野野  恭恭行行  

国際リニアコライダーや次世代放射光施設を始めとする高エネルギー加速器産業への部品調達など

の産業参入や施設利活用の高度化などを目指すことにより、この分野の技術向上を図るとともに、会員

相互の啓発と親睦を図り、本県の工業の発展に資することを目的とし、（１）技術講習会および講演会

の開催、（２）技術情報の交換および加速器施設の視察などを実施。 

 会会員員：：企企業業１１８８社社、、大大学学・・支支援援機機関関等等６６機機関関１１６６名名  事事務務局局：：電電子子光光応応用用開開発発部部  近近藤藤  祐祐治治  

 

 

 

－ 118 －



- 119 - 

 

○○ああききたた AAII・・IIooTT 技技術術互互助助会会 代代表表者者：：（（株株））三三栄栄機機械械  齊齊藤藤  民民一一  

AI や IoT を活用した高効率な企業活動を実現するために必要となる技術を、研修や試験研究、会員

相互の技術支援（互助）を通して習得・実装・普及を図ることにより、少子高齢化や人材不足の課題を

乗り越えつつ、新たな産業創出と本県の発展に資することを目的とする。 
 会会員員：：企企業業等等  ３３６６名名  事事務務局局：：電電子子光光応応用用開開発発部部  佐佐々々木木  信信也也  

○○秋秋田田県県ロロボボッットト技技術術研研究究会会  代代表表者者：：アアキキモモクク鉄鉄工工（（株株））  花花下下  智智之之  

県内企業にロボティクス技術の活用や自動化推進を促すため、（１）ロボット及びその周辺技術に関

する情報提供および情報交換、（２）勉強会や技術講演会、（３）企業見学会、（４）産学官の技術交流

を通じた新技術開発 等を実施し、ロボティクス分野の高度化を図るとともに本県の工業の発展に資す

ることを目的とする。 

 会会員員：：企企業業３３２２社社、、大大学学・・支支援援機機関関等等１１１１機機関関１１３３名名  事事務務局局：：先先進進ププロロセセスス開開発発部部  伊伊藤藤  亮亮  
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ⅥⅥ  当当セセンンタターーののごご利利用用ににつついいてて  
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１１．．秋秋田田県県産産業業技技術術セセンンタターーのの所所在在ととアアククセセスス、、ごご利利用用案案内内  
 

１１－－１１  所所  在在  
 

秋田県産業技術センター 本館 
住 所 〒010-1623 秋田県秋田市新屋町字砂奴寄４番地の１１ 
連絡先 Tel 018-862-3414   Fax 018-865-3949 

 
秋田県産業技術センター 高度技術研究館 

住 所 〒010-1623 秋田県秋田市新屋町字砂奴寄４番地の２１ 
連絡先 Tel 018-862-3414   Fax 018-866-5803 

 
ホームページ 

   http://www.aitc.pref.akita.jp/ 
 
 

 

 
 
 

１１－－２２  公公共共交交通通機機関関にによよるるアアククセセスス  
 
 ◎バス  秋田中央交通 秋田駅西口発『県立プール』線 

本館：『工業技術センター前』停留所下車※ 
高度技術研究館：『県立プール前』停留所下車※ 
  ※両建屋間は徒歩 2 分ほど離れていますのでご注意ください。 

 
 ◎タクシー  秋田駅より約 7 キロ、20 分。運賃 3,000 円程度 
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１１－－３３  ごご利利用用案案内内  
 

秋田県産業技術センターでは、秋田県産業の活性化と持続的な発展を目指し、研究業務のほかに

も、県内企業の皆様のためのさまざまな活動を行っております。技術相談、共同研究、受託研究、

人材育成、設備利用など、各種のサポートメニューをご用意し、県内企業をはじめとする皆様のご

利用をお待ちしております。 
詳細については以降をご確認いただき、各担当窓口までご相談ください。ご不明な点などもお気

軽にお問い合わせください。 
 
（１） ご相談窓口について 

はじめて当センターをご利用される方、新たなご相談のある方は、下記電話へご連絡ください。

また当センターホームページのお問い合わせのページからは、メールによるご連絡も可能です。 
TEL  ００１１８８－－８８６６６６－－５５８８００００ 
ホームページ  hhttttpp::////wwwwww..aaiittcc..pprreeff..aakkiittaa..jjpp//  
継続してご利用されている方は、引き続き、担当の研究員へ直接ご連絡ください。 

◎共同研究 
・企業の皆様と当センターが共同で研究開発に取り組みます。 
・秋田県産業技術センターで使用する消耗経費をご負担いただきます。 
・共同研究契約を締結していただきます。秘密保持契約も可能です。 
詳しくは共同研究推進部までお問い合わせくださいますようお願いいたします。 

◎研 修 
・企業の皆様の技術力向上や新技術の習得のために研修制度を用意しております。 
・研修費用は無料ですが、必要な消耗品についてはご負担願います。 
・学生の皆さんのインターンシップも受入可能です。 

◎設備機器利用 
・試作加工、分析評価等に利用できる当センター設備機器を開放しております（有料）。 
・使用料のほか、必要な消耗品についてはご利用者様にご負担いただきます。 
・設備機器の使用方法については、当センター研究員がサポートします。 
 詳しくは次項「設備機器利用について」をご参照ください。 

◎研究会の紹介 
・当センターが活動を支援している研究会を紹介します。 
・講演会、講習会、研究発表会、情報交換会、工場見学会などを開催しております。 
・企業間連携、産学官連携の場としてご活用ください。 

 
（２） 設備機器利用について 

秋田県産業技術センターでは、研修会や会議等に利用できる当センターの研修室や会議室を、

また試作、加工、分析評価等に利用できる当センターに設置されている設備機器の一部を、有料

で開放しています。機器設備のご利用案内と、ご利用いただける機器の一覧を収録してあります

のでご参照ください。なお、これら設備機器につきましては、ご利用の可否、ご利用条件、料金

などに変更が生じる場合がございます。予めご了承ください。 
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２２．．秋秋田田県県産産業業技技術術セセンンタターー施施設設・・設設備備利利用用ののごご案案内内 
 

秋田県産業技術センターでは、試験研究、技術支援・相談、技術者養成、研究会活動、研修会・

講習会の開催、技術情報の提供などの業務を行っております。 
当センターには、県内企業をはじめ外部の方に施設や設備機器を次のとおり開放しております。 

 
ごご利利用用のの留留意意事事項項  

（１）利用者 
特に制限はありません。 

 
（２）利用対象施設、設備機器及び使用料金 

「施設及び設備使用料」に記載しているとおりです。 
 
（３）利用日時 

原則として、当センターの休業日を除く午前９時から午後５時までです。 
 
（４）利用・申し込み方法 

あらかじめ電話等により、対象設備、利用日時等をご連絡の上、当日まで申請手続きが必要です。 
使用が可能な場合は、許可書を交付します。 

 
（５）使用方法の指導 

設備機器の使用方法については、必要に応じて当センター職員が指導します。 
 
（６）支払方法 

当センターで発行する納入通知書により、指定金融機関に納付することになっています。 
 
（７）ご利用にあたっての順守事項 

◎ 会議室、講堂、展示室の使用に際しての机、椅子の準備及び原状回復は、使用者の責任に

おいて行うことになっています。 
◎ 茶器は無償で貸し付けしますが、消耗品は持ち込みとなるほか、後片づけは使用者の責任

において行って下さい。 
◎ 敷地内（駐車場を含む）は、全面禁煙です。 
◎ 設備機器のご利用にあたっては、原則として危険物及び有害物質の持ち込みを禁止いたし

ます。 
◎ 当センターの施設及び設備機器をき損した場合は、直ちに届け出願います。 

故意または過失によると認められる場合には、損害賠償の責任が生じることになりますの

で注意してご利用下さい。 
 
（８）申込・照会先 
    〒０１０－１６２３ 秋田市新屋町字砂奴寄４番地の１１ 
     秋田県産業技術センター 

施設利用 
 総務管理部 TEL ０１８－８６２－３４１４ FAX ０１８－８６５－３９４９ 
設備利用等の相談窓口 
 共同研究推進部 TEL ０１８－８６６－５８００ FAX ０１８－８６６－５８０３ 
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施施設設使使用用料料及及びび設設備備使使用用料料  
  
１１．．開開放放研研究究室室  

開放研究室には、備品としてOAテーブル、OAチェア、キャビネット、ロッカー、作業台などが

備え付けられており､LANの端子が設けられておりますので、コンピュータを持ち込むことにより、

電子メール等を利用できます。 
（１）本館 

 
（２）高度技術研究館 

 
２２．．講講堂堂、、研研修修室室、、会会議議室室、、展展示示室室  
（１）本館 

区 分 
使 用 料 

収容人数 
9:00－12:00 13:00－17:00 9:00－17:00 

講 堂 3,600円 4,800円 8,400円 100人 
研修室B 1,110円 1,480円 2,590円  20人 
展示室 （1日） 1,360円 － 

また、次の付属備品が使用できますので、施設の使用申込の段階でお申し込み下さい。使用料は

かかりません。 
   液晶プロジェクタ、スクリーン、ホワイトボード、ワイヤレスマイク 

 
（２）高度技術研究館 

区分 
使 用 料 

収容人数 
9:00－12:00 13:00－17:00 9:00－17:00 

視聴覚研修室 9,900円 13,200円 23,100円 100人 
研修室Ａ 3,600円  4,800円  8,400円  24人 

 
３３．．機機械械設設備備のの使使用用料料ににつついいてて  

次頁以降に示します。 
（注１）使用時間が1時間未満である時、または当該時間に1時間未満の端数がある時は、1時間と

して計算した使用料です。 
（注２）施設及び設備使用料には、消費税が含まれています。 
（注３）付属設備の使用料が追加される場合があります。 

区分 面積（m2） 室数 使用料金（円／月） 
開放研究室A 59 1 71,130 
開放研究室B 46 6 67,890 
開放研究室C 40 2 45,260 

区分 面積（ｍ２） 室数 使用料金（円／月） 
高機能開放研究室 61.44 5 99,630 
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ー

シ
ス

テ
ム

ス
ト

ラ
タ
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ス

社
J
7
5
0

R
0
1

8
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5
0

内
田

(富
)

3
0
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次

元
C

A
D

シ
ス

テ
ム

D
A

S
S
A

U
L
T
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Y
S
T
E
M

S
S
o
lid

w
o
rk

s
H

2
8

5
0
0

黒
沢

3
1

３
Ｄ

形
状

計
測

シ
ス

テ
ム

東
京

貿
易

テ
ク

ノ
シ

ス
テ

ム
V

M
C

7
0
0
0
M

R
0
2

3
,0

0
0

黒
沢

3
2

再
資

源
化

焼
結

炉
ア

ド
バ

ン
テ

ッ
ク

東
洋

（
株

）
K
S
-
1
7
0
3
型

H
0
7

1
6
0

遠
田

3
3

管
状

炉
タ

ナ
カ

テ
ッ

ク
M

P
H

-
6
V

G
S

H
1
5

5
2
0

遠
田

3
4

炭
化

賦
活

炉
（
株

）
ウ

エ
ー

ブ
二

十
一

炭
化

賦
活

炉
　

T
-
2
0
0
0
L

H
1
6

1
,2

1
0

遠
田

3
5

ナ
ノ

バ
ブ

ル
評

価
装

置
マ

イ
ク

ロ
ト

ラ
ッ

ク
・
ベ

ル
株

式
会

社
Z
e
ta

V
ie

w
-
P

M
X
1
0
0
S
P

H
2
9

4
1
0

遠
田

3
6

空
圧

落
下

衝
撃

試
験

装
置

ボ
ク

ス
イ

・
ブ

ラ
ウ

ン
（
株

）
S
M

-
1
1
0
-
M

P
型

H
0
3

1
1
0

近
藤
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)
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7
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縁
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験
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日

置
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機
（
株

）
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1
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9

H
1
4

1
1
0

近
藤

(康
)

3
8

差
動

プ
ロ

ー
ブ

セ
ッ

ト
ソ

ニ
ー

・
テ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

P
6
3
3
0
・
P

5
2
1
0
・
T
C

P
2
0
2
S

H
1
4

1
1
0

佐
々

木
(信

)

3
9

光
テ

ス
ト

シ
ス

テ
ム

装
置

横
河

電
機

A
Q

2
2
0
0

H
1
7

7
1
0

佐
々

木
(信

)

4
0

ベ
ク

ト
ル

シ
グ

ナ
ル

ジ
ェ

ネ
レ

ー
タ

ア
ジ

レ
ン

ト
V

2
9
2
0
A

H
2
1

3
1
0

佐
々

木
(信

)

4
1

ミ
ッ

ク
ス

ド
シ

グ
ナ

ル
オ

シ
ロ

ス
コ

ー
プ

日
本

テ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
M

S
O

4
1
0
4

H
2
0

1
1
0

佐
々

木
(信

)

4
2

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

品
質

評
価

試
験

シ
ス

テ
ム

株
式

会
社

ハ
ー

ト
ラ

ン
ド

デ
ー

タ
D

T
1
0
 S

T
D

 V
al

u
e
 Ⅳ

セ
ッ

ト
H

2
6

2
6
0

佐
々

木
(信

)

4
3

計
測

制
御

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

開
発

シ
ス

テ
ム

N
at

io
n
al

 I
n
st

ru
m

e
n
ts

(株
)

L
ab

V
IE

W
 2

0
1
0
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル

開
発

シ
ス

テ
ム

H
2
3

1
1
0

佐
々

木
(大

)

4
4

プ
レ

シ
ジ

ョ
ン

パ
ワ

ー
ア

ナ
ラ

イ
ザ

横
河

電
機

(株
)

W
T
3
0
0
0

H
2
3

1
8
0

佐
々

木
(大

)

4
5

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

・
ア

ナ
ラ

イ
ザ

ー
・
シ

ス
テ

ム
ア

ジ
レ

ン
ト

・
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
（
株

）
E
8
3
6
4
A

H
1
4

1
,2

6
0

黒
澤

4
6

総
合

熱
分

析
装

置
セ

イ
コ

ー
電

子
工

業
（
株

）
E
X
S
T
A

R
6
0
0
0

H
0
8

8
9
0

関
根

4
7

電
気

伝
導

率
・
熱

電
率

測
定

装
置

真
空

理
工

（
株

）
Z
E
M

/
P

E
M

-
1
型

H
0
9

1
,4

1
0

関
根

4
8

熱
膨

張
測

定
装

置
理

学
電

機
T
h
e
rm

o
 P

lu
s 

2
H

1
5

4
7
0

関
根

4
9

熱
特

性
測

定
装

置
N

E
T
Z
S
C

H
L
F
A

4
5
7
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A

2
1
 M
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ro

F
la
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H

2
1

1
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1
0

菅
原
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定
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芝
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ガ
ロ

イ
（
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S
-
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L
H

1
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1
0

関
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1
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査
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日
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所

S
-
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5
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0

H
0
8

6
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0

菅
原

5
2

S
-
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5
0
0
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ー
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日
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所
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-
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2
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原
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）
試

験
用

加
硫
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5
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藤

5
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プ
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ク
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ャ

ル
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ー
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1
1

S
5
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工
藤

5
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D
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成
形
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ミ
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レ

ー
シ

ョ
ン

シ
ス

テ
ム

富
士

通
㈱

C
E
L
S
IU

S
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4
8
0
-
N

T
M

H
2
3

1
,1

5
0

工
藤

5
7

示
差

走
査

熱
量

計
セ

イ
コ

ー
イ

ン
ス

ツ
ル

メ
ン

ツ
株

式
会

社
X
-
D

S
C

7
0
0
0

H
2
3

6
3
0

工
藤

5
8

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

万
能

材
料

試
験

機
（
C

F
R

P
用

）
イ

ン
ス

ト
ロ

ン
（
株

）
5
9
6
7
型

H
2
4

9
4
0

工
藤

5
9

メ
ル

ト
イ

ン
テ

グ
サ

（
株

）
東

洋
精

機
製

作
所

型
式

G
-
0
1

H
2
5

2
5
0

工
藤

6
0

真
空

加
熱

プ
レ

ス
装

置
井

元
製

作
所

1
8
2
4
型

H
1
9

1
1
0

菅
原

6
1

電
子

天
秤

ザ
ル

ト
リ

ウ
ス

（
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）
M

C
2
1
0
S

H
1
0

1
1
0

工
藤
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次

元
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A
D

C
A

M
シ

ス
テ

ム
C

N
C
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o
ft
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ar

e
M
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他
H

1
9

1
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加
藤
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彩
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日
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業
（
株

）
S
Q

-
2
0
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0

H
1
2

2
9
0

工
藤

6
4

フ
ー

リ
エ
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赤
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分
光

光
度

計
日
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分

光
（
株

）
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T
-
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H
2
1

8
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0

工
藤

6
5

粘
弾

性
測

定
装

置
A

n
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M
C

R
3
0
2

H
2
6

1
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工
藤

6
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高
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定
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（
株

）
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菱
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ナ
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レ

ス
タ
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C

P
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T
6
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レ

ス
タ
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C
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-
H

T
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H
2
6
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1
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辺
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ラ

ス
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ッ
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精

機
製

作
所
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S
G
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1

H
2
8
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0
0

野
辺

6
8

デ
ジ

タ
ル
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度
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テ

ク
ロ

ッ
ク

G
S
D
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1

H
2
9
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0
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野
辺
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（
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）
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所
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型
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原
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装
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式
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ク
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D
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A
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1
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1
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M

A
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H
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/
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C
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2
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R
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7
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気
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）
セ

イ
シ

ン
企

業
P

A
R

T
-
3

H
0
2

2
6
0

菅
原

7
2

セ
ミ

ビ
ッ

カ
ー

ス
硬

度
計

マ
ツ

ザ
ワ

P
V

T
-
7
S

H
2
1

4
3
0

関
根
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3

超
硬

製
転

動
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ル
用

容
器

（
株

）
伊

藤
製

作
所

H
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1
1
0

関
根
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Ｘ
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イ
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ス
M

X
P

3
A

H
P
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1
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6
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光
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光
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析
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置
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本
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ャ
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ル
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ッ
シ

ュ
S
O
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A

A
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6

H
1
5

1
,1

0
0

工
藤

7
7

炭
素

・
硫

黄
分

析
装

置
L
E
C

O
社

C
S
-
2
0
0
型

H
1
3

8
9
0

工
藤

7
8

高
周

波
プ

ラ
ズ

マ
発

光
分

光
分

析
装

置
サ

ー
モ

フ
ィ

ッ
シ

ャ
ー

サ
イ

エ
ン

テ
ィ

フ
ィ

ッ
ク

株
式

会
社

iC
A

P
6
3
0
0
　

D
u
o

H
2
3

3
,6

7
0

工
藤

7
9

ス
ク

ラ
ッ

チ
試

験
機

新
東

科
学

（
株

）
T
Y
P

E
.2

2
H

H
0
6

4
0
0

瀧
田

8
0

微
小

硬
さ

試
験

機
（
株

）
フ

ィ
ッ

シ
ャ

ー
・
イ

ン
ス

ト
ル

メ
ン

ツ
H

-
1
0
0

H
1
4

4
9
0

瀧
田

8
1

Ｘ
線

残
留

応
力

測
定

装
置

パ
ル

ス
テ

ッ
ク

工
業

株
式

会
社

m
-
X
3
6
0
s

R
0
2

7
5
0

瀧
田

8
2

X
線

回
折

装
置

リ
ガ

ク
R

IN
T
-
2
5
0
0

H
0
9

7
2
0

菅
原

8
3

低
温

灰
化

装
置

ヤ
マ

ト
化

学
P

D
C

-
2
1
0

H
1
5

6
8
0

工
藤

8
4

電
気

マ
ッ

フ
ル

炉
ア

ド
バ

ン
テ

ッ
ク

東
洋

F
U

S
6
1
2
P

A
H

1
5

3
6
0

工
藤

8
5

ド
ラ

フ
ト

チ
ャ

ン
バ

ー
（
株

）
ダ

ル
ト

ン
D

F
B

1
1
-
D

F
C

1
4
,D

F
D

3
1

H
2
7

7
3
0

工
藤

8
6

精
密

旋
盤

池
具

鉄
工

D
-
2
0
型

S
4
7

2
6
0

加
藤

8
7

ド
リ

ル
研

削
盤

（
株

）
藤

田
製

作
所

D
G

3
6
A

形
S
5
5

2
2
0

加
藤

8
8

Ｎ
Ｃ

フ
ラ

イ
ス

盤
遠

州
製

作
（
株

）
T
N

C
 6

M
B

付
S
5
7

1
,7

3
0

加
藤

8
9

コ
ン

タ
ー

マ
シ

ン
ア

マ
ダ

V
-
4
0
0

S
4
7

1
1
0

加
藤

9
0

直
立

ボ
ー

ル
盤

（
株

）
吉

田
製

作
所

Y
U

D
6
0
0

S
4
7

1
1
0

加
藤

9
1

卓
上

ボ
ー

ル
盤

吉
田

鉄
工

所
Y
B

D
-
4
2
0
B

S
4
6

1
1
0

加
藤

9
2

超
精

密
成

形
形

状
研

削
盤

ナ
ガ

セ
イ

ン
テ

グ
レ

ッ
ク

ス
S
G

C
-
6
3
0
S
4
A

K
-
P

c
n
c

H
2
2

3
,6

7
0

加
藤

9
3

ミ
ス

ト
冷

風
供

給
装

置
㈱

荏
原

製
作

所
ア

イ
ミ

ス
ト

Z
E
L
S
R

0
4
0
1

H
1
2

1
4
0

加
藤

9
4

油
圧

式
強

力
高

速
弓

鋸
盤

津
根

マ
シ

ー
ン

ツ
ー

ル
P

S
B

-
3
5
0
U

H
1
2

2
8
0

加
藤

9
5

ワ
イ

ヤ
ー

カ
ッ

ト
放

電
加

工
機

（
株

）
ソ

デ
ィ

ッ
ク

A
Q

3
6
0
L

H
1
8

1
,0

1
0

加
藤

9
6

５
軸

制
御

立
形

マ
シ

ニ
ン

グ
セ

ン
タ

オ
ー

ク
マ

（
株

）
M

U
-
4
0
0
V

Ⅱ
型

H
2
6

2
,7

4
0

加
藤

9
7

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

粉
砕

機
ホ

ー
ラ

イ
V

C
3
-
3
6
0

H
1
2

2
4
0

工
藤

9
8

鋳
型

焼
成

雰
囲

気
炉

日
新

化
熱

工
業

（
株

）
E
B

S
-
9
（
改

）
H

1
0

1
,3

1
0

内
田

(富
)

9
9

チ
タ

ン
用

精
密

鋳
造

機
吉

田
キ

ャ
ス

ト
Y
S
E
-
1
0
0

H
2
8

1
,2

7
0

内
田

(富
)

1
0
0

複
合

サ
イ

ク
ル

腐
食

試
験

機
ス

ガ
試

験
機

C
Y
P

-
9
0

H
2
0

2
9
0

菅
原

1
0
1
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目

的
高

温
炉

富
士

電
波

工
業

ハ
イ

マ
ル

チ
5
0
0
0
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0
8

1
,0
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0

関
根
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0
2
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直

両
用
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溶
接

機
（
株

）
ダ

イ
ヘ

ン
A

V
P

-
3
0
0
0
P

H
1
3

7
4
0

黒
沢

1
0
3

真
空
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ャ
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バ
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精
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5
0
0
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㎜
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寸
）
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0
4

H
1
4

2
8
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黒
沢
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4
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ン
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2
9

1
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沢
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5
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熱
処

理
装

置
東

京
真

空
（
株

）
P

R
E
S
S
-
V

A
C

-
2

H
0
3

5
8
0

瀧
田

1
0
6

冷
間

等
方

加
圧

成
形

装
置

ア
プ

ラ
イ

ド
パ

ワ
ー

ジ
ャ

パ
ン

（
株

）
C

IP
-
5
0
-
2
0
0
0

H
0
7

3
1
0

関
根

1
0
7

放
電

プ
ラ

ズ
マ

焼
結

装
置

住
友

石
炭

鉱
業

（
株

）
S
P

S
-
2
0
8
0

H
0
8

5
,4

0
0

関
根

1
0
8

高
速

精
密

切
断

装
置

平
和

テ
ク

ニ
カ

（
株

）
H

S
-
1
0
0
G

Ⅱ
H

2
9

3
0
0

関
根

1
0
9

極
間

式
磁

気
探

傷
機

日
本

工
機

B
Y
-
1

S
4
3

1
1
0

黒
沢

1
1
0

超
音

波
映

像
装

置
日

立
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
・
ア

ン
ド

・
サ

ー
ビ

ス
F
S
2
0
0
Ⅱ

H
2
2

1
,7

8
0

黒
沢

1
1
1

磁
気

探
傷

機
（
株

）
島

津
製

作
所

P
R

A
-
8
0
型

S
4
6

2
3
0

黒
沢

 - 128 -

N
o

名
称

等
製

造
元

仕
様

・
品

質
等

購
入

年
度

（
S
/
H

/
R

)
使

用
料

(円
/
時

間
)

担
当

者

1
1
2

超
音

波
探

傷
器

東
京

計
器

S
M

8
0
型

S
5
3

5
1
0

黒
沢

1
1
3

Ｘ
線

透
過

検
査

装
置

理
学

電
気

工
業

（
株

）
3
0
0
E
G

-
B

2
L
型

S
5
5

1
,0

0
0

黒
沢

1
1
4

J
S
N

D
I仕

様
デ

ジ
タ

ル
超

音
波

探
傷

器
G

E
イ

ン
ス

ペ
ク

シ
ョ

ン
・
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
ズ

・
ジ

ャ
パ

ン
（
株

）
U

S
M

3
5
X
 J

E
H

2
3

1
6
0

黒
沢

1
1
5

3
D

プ
リ

ン
タ

ー
シ

ス
テ

ム
S
T
R

A
T
A

S
A

S
F
O

R
T
U

S
2
5
0
m

c
H

2
5

1
,1

2
0

黒
沢

1
1
6

有
限

要
素

解
析

用
計

算
シ

ス
テ

ム
エ

ム
エ

ス
シ

ー
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
（
株

）
M

ar
c
2
0
1
4
A

IT
H

2
6

1
,6

2
0

伊
藤

(9
7
)

1
1
7

双
腕

型
協

働
ロ

ボ
ッ

ト
（
株

）
川

田
工

業
N

e
xt

ag
e

R
0
1

8
1
0

伊
藤

(9
7
)

1
1
8

協
働

ロ
ボ

ッ
ト

遠
隔

操
作

シ
ス

テ
ム

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ロ
ボ

ッ
ト

／
ア

ス
ラ

テ
ッ

ク
U

R
5
e
／

V
-
S
id

o
 W

e
b
c
o
n
n
e
c
t

R
0
2

5
4
0

伊
藤

(9
7
)

1
1
9

ロ
ッ

ク
ウ

ェ
ル

硬
さ

試
験

機
（
株

）
ア

カ
シ

Ａ
Ｔ

Ｋ
−

Ｆ
１

０
０

０
H

0
7

1
9
0

内
田

(富
)

1
2
0

ビ
ッ

カ
ー

ス
硬

度
計

（
株

）
ア

カ
シ

Ａ
Ｖ

Ｋ
−

Ｃ
２

５
０

０
H

0
4

1
1
0

内
田

(富
)

1
2
1

Ｘ
Ｙ

自
動

テ
ー

ブ
ル

付
硬

度
計

明
石

製
作

所
Ｍ

Ｓ
−

４
S
6
0

2
5
0

内
田

(富
)

1
2
2

電
解

研
磨

装
置

ス
ト

ル
ア

ス
社

ポ
レ

ク
ト

ロ
ー

ル
H

0
9

2
3
0

黒
沢

1
2
3

試
料

研
磨

琢
磨

機
ビ

ュ
ー

ラ
ー

ｴ
ｺ
ﾒ
ｯ
ﾄ4

0
0
0

H
2
0

7
2
0

黒
沢

1
2
4

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

研
磨

装
置

丸
本

ス
ト

ラ
ウ

ス
（
株

）
ア

ブ
ラ

ミ
ン

H
1
0

2
,6

7
0

関
根

1
2
5

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

自
動

精
密

切
断

機
丸

本
ス

ト
ラ

ウ
ス

（
株

）
ア

キ
ュ

ト
ム

５
０

H
1
1

4
0
0

関
根

1
2
6

万
能

材
料

試
験

機
In

st
ro

n
5
9
8
5

H
2
2

2
,4

6
0

黒
沢

1
2
7

小
型

造
粒

機
日

本
ア

イ
リ

ッ
ヒ

（
株

）
ア

イ
リ

ッ
ヒ

逆
流

式
高

速
混

合
機

Ｒ
Ｖ

Ｏ
２

型
H

0
2

2
0
0

菅
原

1
2
8

ボ
ー

ル
ミ

ル
日

陶
科

学
架

台
二

連
式

A
N

-
3
S
無

段
変

速
2
8
〜

1
0
0
b
p
m

H
0
1

1
1
0

菅
原

1
2
9

中
型

電
気

炉
（
株

）
モ

ト
ヤ

マ
S
H

-
3
0
4
5
E

H
1
0

9
0
0

菅
原

1
3
0

遊
星

回
転

ボ
ー

ル
ミ

ル
（
有

）
伊

藤
製

作
所

L
A

-
P

O
4
1
2

H
0
8

2
1
0

関
根

1
3
1

ア
ト

ラ
イ

タ
日

本
コ

ー
ク

ス
工

業
（
株

）
M

A
IS

E
-
X

H
2
5

3
5
0

関
根

1
3
2

真
空

乾
燥

用
ミ

キ
サ

日
本

コ
ー

ク
ス

工
業

（
株

）
F
M

ミ
キ

サ
、

F
M

1
0
C

/
I-

X
型

H
2
6

9
1
0

関
根

1
3
3

真
空

溶
解

炉
富

士
電

波
工

業
（
株

）
Ｆ

Ｖ
Ｐ

Ｍ
−

１
０

型
H

0
7

1
,8

9
0

内
田

(富
)

1
3
4

ニ
ュ

ー
マ

ブ
ラ

ス
タ

ー
（
株

）
不

二
製

作
所

Ｆ
Ｄ

Ｑ
−

４
Ｓ

S
5
7

3
0
0

内
田

(富
)

1
3
5

動
的

ひ
ず

み
解

析
装

置
（
株

）
共

和
電

業
E
D

X
-
1
5
0
0
A

-
1
6
A

C
H

1
0

1
1
0

内
田

(富
)

1
3
6

エ
ア

ブ
ラ

ス
ト

マ
シ

ン
（
株

）
不

二
製

作
所

S
G

F
-
３

（
A

)
R

0
2

5
0
0

内
田

(富
)

1
3
7

エ
ア

ブ
ラ

ス
ト

マ
シ

ン
（
株

）
不

二
製

作
所

S
G

F
-
３

（
A

)
R

0
2

5
0
0

内
田

(富
)

1
3
8

発
光

分
析

装
置

（
株

）
S
P

E
C

T
R

O
 A

n
al

yi
c
al

Ｓ
Ｐ

Ｅ
Ｃ

Ｔ
Ｒ

Ｏ
Ｌ

Ａ
Ｂ

　
Ｍ

H
1
4

1
,3

1
0

黒
沢

1
3
9

シ
ャ

ル
ピ

衝
撃

試
験

機
（
株

）
島

津
製

作
所

３
０

kg
m

型
S
5
4

1
4
0

内
田

(富
)

1
4
0

万
能

試
験

機
島

津
製

作
所

U
H

－
Ｆ

3
0
0
ｋ
Ｎ

Ｉ
H

1
9

7
0
0

瀧
田

1
4
1

ス
ガ

摩
耗

試
験

機
ス

ガ
試

験
機

（
株

）
Ｎ

Ｕ
Ｓ

−
ＩＳ

Ｏ
−

３
型

H
0
1

1
7
0

関
根

1
4
2

摩
耗

試
験

機
（
株

）
エ

ー
・
ア

ン
ド

・
デ

ィ
E
F
M

-
3
-
E
M

H
0
9

4
2
0

関
根

1
4
3

標
準

試
験

片
作

製
金

型
A

X
X
IC

O
N

社
A

IM
 M

o
u
ld

 S
ys

te
m

H
1
3

2
3
0

工
藤

1
4
4

ベ
ン

ト
式

射
出

成
形

機
日

精
樹

脂
工

業
株

式
会

社
N

E
X
1
1
0
-
Ⅳ

-
1
2
E
G

　
φ

3
2
ベ

ン
ト

式
可

塑
化

ユ
ニ

ッ
ト

R
0
2

1
,7

8
0

野
辺

1
4
5

押
出

機
（
株

）
テ

ク
ノ

ベ
ル

K
Z
W

2
5
T
W

-
6
0
M

G
-
N

H
(1

2
0
0
)ｽ

ｸ
ﾘ
ｭ
径

2
5
φ

H
1
6

1
,6

2
0

工
藤

1
4
6

集
塵

機
ア

マ
ノ

（
株

）
Ｐ

ＩＥ
４

５
H

1
8

4
9
0

工
藤

1
4
7

樹
脂

乾
燥

機
ア

ド
バ

ン
テ

ッ
ク

東
洋

D
R

L
8
2
3
W

A
H

1
6

2
2
0

工
藤

1
4
8

砥
粒

分
散

用
超

音
波

発
生

器
ト

ミ
ー

精
工

Ｕ
Ｄ

－
２

０
１

（
Ｓ

）
H

1
3

1
1
0

久
住

 - 129 -

－ 128 －



N
o

名
称

等
製

造
元

仕
様

・
品

質
等

購
入

年
度

（
S
/
H

/
R

)
使

用
料

(円
/
時

間
)

担
当

者

1
1
2

超
音

波
探

傷
器

東
京

計
器

S
M

8
0
型

S
5
3

5
1
0

黒
沢

1
1
3

Ｘ
線

透
過

検
査

装
置

理
学

電
気

工
業

（
株

）
3
0
0
E
G

-
B

2
L
型

S
5
5

1
,0

0
0

黒
沢

1
1
4

J
S
N

D
I仕

様
デ

ジ
タ

ル
超

音
波

探
傷

器
G

E
イ

ン
ス

ペ
ク

シ
ョ

ン
・
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
ズ

・
ジ

ャ
パ

ン
（
株

）
U

S
M

3
5
X
 J

E
H

2
3

1
6
0

黒
沢

1
1
5

3
D

プ
リ

ン
タ

ー
シ

ス
テ

ム
S
T
R

A
T
A

S
A

S
F
O

R
T
U

S
2
5
0
m

c
H

2
5

1
,1

2
0

黒
沢

1
1
6

有
限

要
素

解
析

用
計

算
シ

ス
テ

ム
エ

ム
エ

ス
シ

ー
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
（
株

）
M

ar
c
2
0
1
4
A

IT
H

2
6

1
,6

2
0

伊
藤

(9
7
)

1
1
7

双
腕

型
協

働
ロ

ボ
ッ

ト
（
株

）
川

田
工

業
N

e
xt

ag
e

R
0
1

8
1
0

伊
藤

(9
7
)

1
1
8

協
働

ロ
ボ

ッ
ト

遠
隔

操
作

シ
ス

テ
ム

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ロ
ボ

ッ
ト

／
ア

ス
ラ

テ
ッ

ク
U

R
5
e
／

V
-
S
id

o
 W

e
b
c
o
n
n
e
c
t

R
0
2

5
4
0

伊
藤

(9
7
)

1
1
9

ロ
ッ

ク
ウ

ェ
ル

硬
さ

試
験

機
（
株

）
ア

カ
シ

Ａ
Ｔ

Ｋ
−

Ｆ
１

０
０

０
H

0
7

1
9
0

内
田

(富
)

1
2
0

ビ
ッ

カ
ー

ス
硬

度
計

（
株

）
ア

カ
シ

Ａ
Ｖ

Ｋ
−

Ｃ
２

５
０

０
H

0
4

1
1
0

内
田

(富
)

1
2
1

Ｘ
Ｙ

自
動

テ
ー

ブ
ル

付
硬

度
計

明
石

製
作

所
Ｍ

Ｓ
−

４
S
6
0

2
5
0

内
田

(富
)

1
2
2

電
解

研
磨

装
置

ス
ト

ル
ア

ス
社

ポ
レ

ク
ト

ロ
ー

ル
H

0
9

2
3
0

黒
沢

1
2
3

試
料

研
磨

琢
磨

機
ビ

ュ
ー

ラ
ー

ｴ
ｺ
ﾒ
ｯ
ﾄ4

0
0
0

H
2
0

7
2
0

黒
沢

1
2
4

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

研
磨

装
置

丸
本

ス
ト

ラ
ウ

ス
（
株

）
ア

ブ
ラ

ミ
ン

H
1
0

2
,6

7
0

関
根

1
2
5

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

自
動

精
密

切
断

機
丸

本
ス

ト
ラ

ウ
ス

（
株

）
ア

キ
ュ

ト
ム

５
０

H
1
1

4
0
0

関
根

1
2
6

万
能

材
料

試
験

機
In

st
ro

n
5
9
8
5

H
2
2

2
,4

6
0

黒
沢

1
2
7

小
型

造
粒

機
日

本
ア

イ
リ

ッ
ヒ

（
株

）
ア

イ
リ

ッ
ヒ

逆
流

式
高

速
混

合
機

Ｒ
Ｖ

Ｏ
２

型
H

0
2

2
0
0

菅
原

1
2
8

ボ
ー

ル
ミ

ル
日

陶
科

学
架

台
二

連
式

A
N

-
3
S
無

段
変

速
2
8
〜

1
0
0
b
p
m

H
0
1

1
1
0

菅
原

1
2
9

中
型

電
気

炉
（
株

）
モ

ト
ヤ

マ
S
H

-
3
0
4
5
E

H
1
0

9
0
0

菅
原

1
3
0

遊
星

回
転

ボ
ー

ル
ミ

ル
（
有

）
伊

藤
製

作
所

L
A

-
P

O
4
1
2

H
0
8

2
1
0

関
根

1
3
1

ア
ト

ラ
イ

タ
日

本
コ

ー
ク

ス
工

業
（
株

）
M

A
IS

E
-
X

H
2
5

3
5
0

関
根

1
3
2

真
空

乾
燥

用
ミ

キ
サ

日
本

コ
ー

ク
ス

工
業

（
株

）
F
M

ミ
キ

サ
、

F
M

1
0
C

/
I-

X
型

H
2
6

9
1
0

関
根

1
3
3

真
空

溶
解

炉
富

士
電

波
工

業
（
株

）
Ｆ

Ｖ
Ｐ

Ｍ
−

１
０

型
H

0
7

1
,8

9
0

内
田

(富
)

1
3
4

ニ
ュ

ー
マ

ブ
ラ

ス
タ

ー
（
株

）
不

二
製

作
所

Ｆ
Ｄ

Ｑ
−

４
Ｓ

S
5
7

3
0
0

内
田

(富
)

1
3
5

動
的

ひ
ず

み
解

析
装

置
（
株

）
共

和
電

業
E
D

X
-
1
5
0
0
A

-
1
6
A

C
H

1
0

1
1
0

内
田

(富
)

1
3
6

エ
ア

ブ
ラ

ス
ト

マ
シ

ン
（
株

）
不

二
製

作
所

S
G

F
-
３

（
A

)
R

0
2

5
0
0

内
田

(富
)

1
3
7

エ
ア

ブ
ラ

ス
ト

マ
シ

ン
（
株

）
不

二
製

作
所

S
G

F
-
３

（
A

)
R

0
2

5
0
0

内
田

(富
)

1
3
8

発
光

分
析

装
置

（
株

）
S
P

E
C

T
R

O
 A

n
al

yi
c
al

Ｓ
Ｐ

Ｅ
Ｃ

Ｔ
Ｒ

Ｏ
Ｌ

Ａ
Ｂ

　
Ｍ

H
1
4

1
,3

1
0

黒
沢

1
3
9

シ
ャ

ル
ピ

衝
撃

試
験

機
（
株

）
島

津
製

作
所

３
０

kg
m

型
S
5
4

1
4
0

内
田

(富
)

1
4
0

万
能

試
験

機
島

津
製

作
所

U
H

－
Ｆ

3
0
0
ｋ
Ｎ

Ｉ
H

1
9

7
0
0

瀧
田

1
4
1

ス
ガ

摩
耗

試
験

機
ス

ガ
試

験
機

（
株

）
Ｎ

Ｕ
Ｓ

−
ＩＳ

Ｏ
−

３
型

H
0
1

1
7
0

関
根

1
4
2

摩
耗

試
験

機
（
株

）
エ

ー
・
ア

ン
ド

・
デ

ィ
E
F
M

-
3
-
E
M

H
0
9

4
2
0

関
根

1
4
3

標
準

試
験

片
作

製
金

型
A

X
X
IC

O
N

社
A

IM
 M

o
u
ld

 S
ys

te
m

H
1
3

2
3
0

工
藤

1
4
4

ベ
ン

ト
式

射
出

成
形

機
日

精
樹

脂
工

業
株

式
会

社
N

E
X
1
1
0
-
Ⅳ

-
1
2
E
G

　
φ

3
2
ベ

ン
ト

式
可

塑
化

ユ
ニ

ッ
ト

R
0
2

1
,7

8
0

野
辺

1
4
5

押
出

機
（
株

）
テ

ク
ノ

ベ
ル

K
Z
W

2
5
T
W

-
6
0
M

G
-
N

H
(1

2
0
0
)ｽ

ｸ
ﾘ
ｭ
径

2
5
φ

H
1
6

1
,6

2
0

工
藤

1
4
6

集
塵

機
ア

マ
ノ

（
株

）
Ｐ

ＩＥ
４

５
H

1
8

4
9
0

工
藤

1
4
7

樹
脂

乾
燥

機
ア

ド
バ

ン
テ

ッ
ク

東
洋

D
R

L
8
2
3
W

A
H

1
6

2
2
0

工
藤

1
4
8

砥
粒

分
散

用
超

音
波

発
生

器
ト

ミ
ー

精
工

Ｕ
Ｄ

－
２

０
１

（
Ｓ

）
H

1
3

1
1
0

久
住

 - 129 -

－ 128 － － 129 －



N
o

名
称

等
製

造
元

仕
様

・
品

質
等

購
入

年
度

（
S
/
H

/
R

)
使

用
料

(円
/
時

間
)

担
当

者

1
4
9

平
坦

度
測

定
装

置
（
株

）
ニ

デ
ッ

ク
F
T
-
9
0
0
（
ウ

ェ
ハ

用
）

H
2
5

1
,2

7
0

久
住

1
5
0

磁
束

密
度

測
定

装
置

F
.W

.B
E
L
L

9
5
5
0

H
0
9

1
3
0

丹

1
5
1

電
界

制
御

装
置

ト
レ

ッ
ク

・
ジ

ャ
パ

ン
（
株

）
M

O
D

E
L
2
0
/
2
0
B

H
1
0

1
1
0

久
住

1
5
2

自
動

研
磨

ヘ
ッ

ド
ビ

ュ
ー

ラ
ー

オ
ー

ト
メ

ッ
ト

2
0
0
0
　

6
0
‐
1
9
7
0

H
2
0

1
1
0

久
住

1
5
3

除
振

台
明

立
精

機
A

Y
A

-
1
8
0
9
K
4

H
2
1

1
1
0

久
住

1
5
4

レ
ー

ザ
ー

変
位

計
キ

ー
エ

ン
ス

L
C

-
2
4
0
0

H
1
4

1
1
0

久
住

1
5
5

電
界

砥
粒

制
御

用
小

型
片

面
研

磨
装

置
ビ

ュ
ー

ラ
ー

エ
コ

メ
ッ

ト
2
5
0
／

オ
ー

ト
メ

ッ
ト

2
5
0

H
2
8

1
6
0

久
住

1
5
6

電
界

砥
粒

制
御

用
多

機
能

ワ
イ

ヤ
ー

ソ
ー

（
株

）
タ

カ
ト

リ
W

S
D

-
K
2

H
3
0

1
,0

1
0

久
住

1
5
7

電
源

装
置

ト
レ

ッ
ク

ジ
ャ

パ
ン

（
株

）
Ｍ

Ｏ
Ｄ

Ｅ
Ｌ

６
０

９
Ｄ

−
６

H
0
7

1
9
0

久
住

1
5
8

1
5
M

H
zフ

ァ
ン

ク
シ

ョ
ン

ウ
ェ

ー
ブ

ジ
ェ

ネ
レ

ー
タ

日
本

ヒ
ュ

ー
レ

ッ
ト

パ
ッ

カ
ー

ド
3
3
1
2
0
A

H
1
1

1
1
0

久
住

1
5
9

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
日

本
ヒ

ュ
ー

レ
ッ

ト
パ

ッ
カ

ー
ド

H
P

-
5
4
6
4
5
A

H
1
1

1
1
0

久
住

1
6
0

材
料

物
性

測
定

装
置

東
陽

テ
ク

ニ
カ

１
２

６
０

－
Ｍ

Ａ
Ｓ

（
ソ

ー
ラ

ー
ト

ロ
ン

）
H

1
8

7
0
0

久
住

1
6
1

ゼ
ー

タ
電

位
測

定
装

置
S
ys

m
e
x

N
an

o
 Z

H
1
9

3
4
0

久
住

1
6
2

誘
電

率
測

定
用

サ
ン

プ
ル

ホ
ル

ダ
ー

東
陽

テ
ク

ニ
カ

S
H

2
-
Z

H
2
5

1
0
0

久
住

1
6
3

動
的

光
散

乱
式

測
定

装
置

（
株

）
M

al
ve

rn
ゼ

ー
タ

ナ
ノ

サ
イ

ザ
ー

　
ナ

ノ
Z
S
P

H
2
6

8
1
0

久
住

1
6
4

安
全

キ
ャ

ビ
ネ

ッ
ト

エ
ア

ー
テ

ッ
ク

B
H

C
-
1
0
0
6
Ⅱ

A
／

B
３

H
2
0

1
1
0

中
村

1
6
5

核
酸

増
幅

シ
ス

テ
ム

三
洋

電
機

バ
イ

オ
メ

デ
イ

カ
㈱

Ｍ
Ｄ

Ｆ
－

１
９

２
H

1
7

3
1
0

中
村

1
6
6

蛍
光

顕
微

鏡
ニ

コ
ン

Ｅ
４

０
０

－
Ｒ

Ｆ
Ｌ

　
１

H
1
5

2
0
0

中
村

1
6
7

サ
ー

マ
ル

サ
イ

ク
ラ

ー
B

io
-
R

ad
T
1
0
0

H
2
7

1
0
0

中
村

1
6
8

プ
レ

ー
ト

リ
ー

ダ
ー

B
io

-
R

ad
iM

ar
k 

P
C

シ
ス

テ
ム

H
2
7

1
0
0

中
村

1
6
9

蛍
光

式
光

フ
ァ

イ
バ

ー
温

度
計

安
立

計
器

F
L
-
2
0
0
0

H
2
8

1
0
0

中
村

1
7
0

フ
ロ

ー
サ

イ
ト

メ
ー

タ
ー

ベ
ッ

ク
マ

ン
・
コ

ー
ル

タ
ー

社
C

yt
o
F
L
E
X
　

3
レ

ー
ザ

ー
1
3
カ

ラ
ー

H
2
8

1
,2

2
0

中
村

1
7
1

蛍
光

顕
微

鏡
（
株

）
キ

ー
エ

ン
ス

B
Z
-
X
8
0
0

R
0
2

2
5
0

中
村

1
7
2

研
磨

装
置

不
二

越
機

械
工

業
(株

)
S
L
M

-
1
4
0

H
2
2

4
9
0

久
住

1
7
3

片
面

研
磨

装
置

不
二

越
機

械
工

業
(株

)
S
L
M

-
1
4
0
改

H
2
5

5
6
0

久
住

1
7
4

高
速

引
張

試
験

機
島

津
製

作
所

H
IT

S
-
T
1
0

H
2
1

2
,4

1
0

黒
沢

1
7
5

落
錘

衝
撃

試
験

機
IN

S
T
R

O
N

9
2
0
5
H

V
H

2
1

1
,4

7
0

黒
沢

1
7
6

材
料

試
験

高
速

解
析

シ
ス

テ
ム

（
株

）
フ

ォ
ト

ロ
ン

F
A

S
T
C

A
M

 S
A

-
X

H
2
4

8
0
0

黒
沢

1
7
7

減
圧

除
湿

乾
燥

機
カ

ワ
タ

（
株

）
D

V
-
3
0

H
2
6

2
5
0

野
辺

1
7
8

高
転

写
成

形
用

急
加

熱
冷

却
金

型
シ

ス
テ

ム
山

下
電

気
（
株

）
超

臨
界

発
泡

射
出

成
形

機
用

金
型

H
2
6

1
,1

1
0

野
辺

1
7
9

立
形

マ
シ

ニ
ン

グ
セ

ン
タ

用
集

塵
防

塵
装

置
ア

マ
ノ

P
iE

-
3
0
S
D

H
2
2

7
8
0

加
藤

1
8
0

立
形

マ
シ

ニ
ン

グ
セ

ン
タ

フ
ァ

ナ
ッ

ク
α

-
T
1
4
iD

H
1
6

4
7
0

加
藤

1
8
1

複
合

材
料

圧
縮

成
形

装
置

（
有

）
郷

製
作

所
M

B
O

0
5
-
G

M
S

H
2
7

1
,4

1
0

工
藤

1
8
2

複
合

材
硬

化
成

形
用

オ
ー

ト
ク

レ
ー

ブ
株

式
会

社
　

羽
生

田
鉄

工
所

φ
8
5
0
 x

 1
5
0
0
L

H
2
1

1
,4

7
0

藤
嶋

1
8
3

複
合

材
料

切
断

機
（
株

）
丸

東
製

作
所

A
C

-
3
0
0
C

F
H

2
2

5
8
0

藤
嶋

1
8
4

フ
ラ

ッ
ト

ベ
ッ

ト
切

断
機

（
株

）
ミ

マ
キ

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

C
F
2
-
1
2
1
5
R

C
-
S

H
2
5

7
6
0

藤
嶋

1
8
5

超
臨

界
発

泡
射

出
成

形
機

日
精

樹
脂

工
業

株
式

会
社

N
E
X
1
8
0
Ⅲ

　
2
5
E

H
2
4

3
,0

4
0

野
辺

1
8
6

ロ
ボ

ッ
ト

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

シ
ス

テ
ム

（
株

）
シ

ー
エ

ム
エ

ス
V

is
u
al

 C
o
m

p
o
n
e
n
ts

 3
D

 A
u
to

m
at

e
R

0
1

7
3
0

伊
藤

(9
7
)

1
8
7

ワ
イ

ヤ
ー

ボ
ン

ダ
ー

T
P

T
モ

デ
ル

1
6

H
1
6

2
7
0

丹

- 130 -

N
o

名
称

等
製

造
元

仕
様

・
品

質
等

購
入

年
度

（
S
/
H

/
R

)
使

用
料

(円
/
時

間
)

担
当

者

1
8
8

バ
イ

ポ
ー

ラ
電

源
松

定
プ

レ
シ

ジ
ョ

ン
P

O
E
F
6
0
-
2
0

H
2
7

1
0
0

丹

1
8
9

プ
リ

ン
ト

基
板

加
工

シ
ス

テ
ム

日
本

L
P

K
F
株

式
会

社
P

ro
to

m
at

　
C

1
0
0
H

F
H

1
6

4
6
0

佐
々

木
(大

)

1
9
0

直
流

安
定

化
電

源
菊

水
電

子
工

業
（
株

）
P

A
T
8
0
-
1
0
0
T
 W

IT
H

 U
S
B

H
2
7

1
8
0

佐
々

木
(大

)

1
9
1

電
子

負
荷

装
置

菊
水

電
子

（
株

）
P

L
Z
1
0
0
4
W

H
H

2
7

1
0
0

佐
々

木
(大

)

1
9
2

冷
熱

衝
撃

装
置

エ
ス

ペ
ッ

ク
（
株

）
T
S
A

-
7
3
E
S
-
W

R
0
1

7
0
0

伊
藤

（
9
6
）

1
9
3

雷
サ

ー
ジ

試
験

シ
ス

テ
ム

（
株

）
ノ

イ
ズ

研
究

所
Ｌ

Ｓ
Ｓ

－
１

５
Ａ

Ｘ
－

Ｃ
１

／
Ｓ

H
1
3

1
1
0

近
藤

(康
)

1
9
4

耐
候

性
試

験
機

岩
崎

電
気

（
株

）
S
U

V
-
W

1
6
1

H
2
5

1
,5

4
0

近
藤

(康
)

1
9
5

グ
ロ

ー
ワ

イ
ヤ

ー
試

験
機

P
h
ys

ic
s 

te
c
n
ic

s 
L
ab

o
r

T
A

0
3
.3

5
（
付

属
チ

ャ
ン

バ
B

T
-
0
7
）

H
2
5

3
2
0

近
藤

(康
)

1
9
6

雑
音

総
合

評
価

試
験

機
（
株

）
ノ

イ
ズ

研
究

所
Ｍ

Ｏ
Ｄ

Ｅ
Ｌ

  
Ｅ

Ｍ
Ｃ

−
５

０
０

０
Ｓ

H
0
1

8
9
0

佐
々

木
(信

)

1
9
7

フ
ァ

ス
ト

ト
ラ

ン
ジ

ェ
ン

ト
／

バ
ー

ス
ト

試
験

機
（
株

）
ノ

イ
ズ

研
究

所
F
N

S
-
A

X
3
-
B

5
0
B

H
2
6

1
5
0

佐
々

木
(信

)

1
9
8

低
温

恒
温

高
湿

器
エ

ス
ペ

ッ
ク

P
S
L
-
2
K

H
1
9

2
4
0

佐
々

木
(大

)

1
9
9

静
電

気
試

験
器

ノ
イ

ズ
研

究
所

E
S
S
-
S
3
0
1
1
A

H
2
9

2
0
0

伊
藤

（
9
6
）

2
0
0

衝
撃

波
記

録
解

析
装

置
L
an

sm
o
n
t社

T
e
st

 P
ar

tn
e
r 

T
P

3
-
U

S
B

H
2
6

1
0
0

近
藤

(康
)

2
0
1

複
合

環
境

試
験

装
置

IM
V

株
式

会
社

E
M

2
5
0
2
(1

2
5
0
/
S
A

5
M

)（
振

動
試

験
機

本
体

）
S
yn

-
3
H

A
-
4
0
（
恒

温
恒

湿
槽

）
H

2
6

1
,7

2
0

佐
々

木
(信

)

2
0
2

真
空

乾
燥

器
E
Y
E
L
A

V
O

S
-
4
5
0
S
D

H
0
9

1
3
0

遠
田

2
0
3

自
動

研
磨

装
置

ビ
ュ

ー
ラ

ー
社

A
U

T
O

M
E
T
2
&
E
C

O
M

E
T
3

H
0
9

1
7
0

遠
田

2
0
4

ス
ク

ラ
バ

ー
付

ド
ラ

フ
ト

チ
ャ

ン
バ

ー
オ

リ
エ

ン
タ

ル
技

研
工

業
（
株

）
G

N
E
-
1
5
0
0
N

H
0
9

1
8
0

遠
田

2
0
5

発
熱

量
測

定
装

置
（
株

）
島

津
製

作
所

C
A

-
4
P

J
H

1
0

1
1
0

遠
田

2
0
6

粉
塵

ド
ラ

フ
ト

オ
リ

エ
ン

タ
ル

技
研

（
株

）
G

N
S
-
1
8
0
0
S

H
1
0

1
1
0

遠
田

2
0
7

排
ガ

ス
分

析
装

置
（
株

）
島

津
製

作
所

G
C

-
1
7
A

H
1
0

1
2
0

遠
田

2
0
8

ガ
ス

ク
ロ

マ
ト

グ
ラ

フ
質

量
分

析
装

置
横

河
ア

ナ
リ

テ
ィ

カ
ル

シ
ス

テ
ム

ズ
A

gi
re

n
t 

5
9
7
3
W

H
1
2

1
8
0

遠
田

2
0
9

ガ
ス

ク
ロ

用
オ

ー
ト

イ
ン

ジ
ェ

ク
タ

ー
島

津
製

作
所

A
O

C
-
2
0
i

H
1
6

1
1
0

遠
田

2
1
0

G
C

用
熱

分
解

装
置

（
株

）
島

津
製

作
所

P
Y
-
2
0
2
0
iD

H
2
1

5
2
0

遠
田

2
1
1

サ
イ

ク
ロ

ン
サ

ン
プ

ル
ミ

ル
静

岡
精

機
（
株

）
C

S
M

-
F
1

H
2
0

1
1
0

遠
田

2
1
2

ハ
ロ

ゲ
ン

化
合

物
測

定
自

動
前

処
理

装
置

三
菱

化
学

（
株

）
A

Q
F
-
1
0
0

H
1
8

7
3
0

遠
田

2
1
3

ビ
ー

ド
作

製
装

置
東

京
科

学
㈱

T
K
-
4
1
0
0
型

H
1
6

8
1
0

遠
田

2
1
4

ハ
ン

デ
ィ

型
燃

焼
排

ガ
ス

分
析

計
（
株

）
テ

ス
ト

ー
t3

5
0
シ

ス
テ

ム
X
L

H
2
3

1
3
0

遠
田

2
1
5

粒
度

分
布

測
定

装
置

日
機

装
（
株

）
M

T
3
3
0
0
E
X
2
-
S
D

C
-
H

H
2
5

5
8
0

遠
田

2
1
6

赤
外

線
サ

ー
モ

グ
ラ

フ
ィ

カ
メ

ラ
日

本
ア

ビ
オ

ニ
ク

ス
（
株

）
R

3
0
0
S
R

-
H

H
2
6

1
0
0

遠
田

2
1
7

ハ
ロ

ゲ
ン

化
合

物
測

定
用

検
出

器
T
h
e
rm

o
 S

C
IE

N
T
IF

IC
　

社
IC

S
-
1
6
0
0

H
2
6

4
1
0

遠
田

2
1
8

ガ
ス

蒸
気

吸
着

量
測

定
装

置
日

本
ベ

ル
（
株

）
B

E
L
S
O

R
P

-
m

ax
H

2
6

9
2
0

遠
田

2
1
9

超
純

水
製

造
装

置
ア

ド
バ

ン
テ

ッ
ク

東
洋

R
F
U

6
6
5
D

A
H

2
6

1
0
0

遠
田

2
2
0

C
H

N
元

素
分

析
装

置
L
E
C

O
C

H
N

6
2
8

R
0
2

5
7
0

遠
田

2
2
1

低
温

恒
温

恒
湿

器
タ

バ
イ

エ
ス

ペ
ッ

ク
（
株

）
Ｐ

Ｌ
−

３
Ｓ

Ｐ
型

H
0
5

1
8
0

遠
田

2
2
2

分
光

光
度

計
（
株

）
日

立
製

作
所

U
-
3
0
0
0

H
1
0

3
5
0

遠
田

2
2
3

IC
P

質
量

分
析

装
置

ア
ジ

レ
ン

ト
・
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
（
株

）
A

gi
le

n
t 

7
5
0
0
 S

e
ri
e
s 

IC
P

-
M

S
H

1
8

1
,6

8
0

遠
田

2
2
4

イ
オ

ン
ク

ロ
マ

ト
グ

ラ
フ

（
陰

イ
オ

ン
・
陽

イ
オ

ン
・
糖

分
析

シ
ス

テ
ム

）
ダ

イ
オ

ネ
ク

ス
ＩＣ

Ｓ
－

３
０

０
０

＋
２

１
０

０
型

H
2
2

1
,5

7
0

遠
田

- 131 -

－ 130 －



N
o

名
称

等
製

造
元

仕
様

・
品

質
等

購
入

年
度

（
S
/
H

/
R

)
使

用
料

(円
/
時

間
)

担
当

者

1
8
8

バ
イ

ポ
ー

ラ
電

源
松

定
プ

レ
シ

ジ
ョ

ン
P

O
E
F
6
0
-
2
0

H
2
7

1
0
0

丹

1
8
9

プ
リ

ン
ト

基
板

加
工

シ
ス

テ
ム

日
本

L
P

K
F
株

式
会

社
P

ro
to

m
at

　
C

1
0
0
H

F
H

1
6

4
6
0

佐
々

木
(大

)

1
9
0

直
流

安
定

化
電

源
菊

水
電

子
工

業
（
株

）
P

A
T
8
0
-
1
0
0
T
 W

IT
H

 U
S
B

H
2
7

1
8
0

佐
々

木
(大

)

1
9
1

電
子

負
荷

装
置

菊
水

電
子

（
株

）
P

L
Z
1
0
0
4
W

H
H

2
7

1
0
0

佐
々

木
(大

)

1
9
2

冷
熱

衝
撃

装
置

エ
ス

ペ
ッ

ク
（
株

）
T
S
A

-
7
3
E
S
-
W

R
0
1

7
0
0

伊
藤

（
9
6
）

1
9
3

雷
サ

ー
ジ

試
験

シ
ス

テ
ム

（
株

）
ノ

イ
ズ

研
究

所
Ｌ

Ｓ
Ｓ

－
１

５
Ａ

Ｘ
－

Ｃ
１

／
Ｓ

H
1
3

1
1
0

近
藤

(康
)

1
9
4

耐
候

性
試

験
機

岩
崎

電
気

（
株

）
S
U

V
-
W

1
6
1

H
2
5

1
,5

4
0

近
藤

(康
)

1
9
5

グ
ロ

ー
ワ

イ
ヤ

ー
試

験
機

P
h
ys

ic
s 

te
c
n
ic

s 
L
ab

o
r

T
A

0
3
.3

5
（
付

属
チ

ャ
ン

バ
B

T
-
0
7
）

H
2
5

3
2
0

近
藤

(康
)

1
9
6

雑
音

総
合

評
価

試
験

機
（
株

）
ノ

イ
ズ

研
究

所
Ｍ

Ｏ
Ｄ

Ｅ
Ｌ

  
Ｅ

Ｍ
Ｃ

−
５

０
０

０
Ｓ

H
0
1

8
9
0

佐
々

木
(信

)

1
9
7

フ
ァ

ス
ト

ト
ラ

ン
ジ

ェ
ン

ト
／

バ
ー

ス
ト

試
験

機
（
株

）
ノ

イ
ズ

研
究

所
F
N

S
-
A

X
3
-
B

5
0
B

H
2
6

1
5
0

佐
々

木
(信

)

1
9
8

低
温

恒
温

高
湿

器
エ

ス
ペ

ッ
ク

P
S
L
-
2
K

H
1
9

2
4
0

佐
々

木
(大

)

1
9
9

静
電

気
試

験
器

ノ
イ

ズ
研

究
所

E
S
S
-
S
3
0
1
1
A

H
2
9

2
0
0

伊
藤

（
9
6
）

2
0
0

衝
撃

波
記

録
解

析
装

置
L
an

sm
o
n
t社

T
e
st

 P
ar

tn
e
r 

T
P

3
-
U

S
B

H
2
6

1
0
0

近
藤

(康
)

2
0
1

複
合

環
境

試
験

装
置

IM
V

株
式

会
社

E
M

2
5
0
2
(1

2
5
0
/
S
A

5
M

)（
振

動
試

験
機

本
体

）
S
yn

-
3
H

A
-
4
0
（
恒

温
恒

湿
槽

）
H

2
6

1
,7

2
0

佐
々

木
(信

)

2
0
2

真
空

乾
燥

器
E
Y
E
L
A

V
O

S
-
4
5
0
S
D

H
0
9

1
3
0

遠
田

2
0
3

自
動

研
磨

装
置

ビ
ュ

ー
ラ

ー
社

A
U

T
O

M
E
T
2
&
E
C

O
M

E
T
3

H
0
9

1
7
0

遠
田

2
0
4

ス
ク

ラ
バ

ー
付

ド
ラ

フ
ト

チ
ャ

ン
バ

ー
オ

リ
エ

ン
タ

ル
技

研
工

業
（
株

）
G

N
E
-
1
5
0
0
N

H
0
9

1
8
0

遠
田

2
0
5

発
熱

量
測

定
装

置
（
株

）
島

津
製

作
所

C
A

-
4
P

J
H

1
0

1
1
0

遠
田

2
0
6

粉
塵

ド
ラ

フ
ト

オ
リ

エ
ン

タ
ル

技
研

（
株

）
G

N
S
-
1
8
0
0
S

H
1
0

1
1
0

遠
田

2
0
7

排
ガ

ス
分

析
装

置
（
株

）
島

津
製

作
所

G
C

-
1
7
A

H
1
0

1
2
0

遠
田

2
0
8

ガ
ス

ク
ロ

マ
ト

グ
ラ

フ
質

量
分

析
装

置
横

河
ア

ナ
リ

テ
ィ

カ
ル

シ
ス

テ
ム

ズ
A

gi
re

n
t 

5
9
7
3
W

H
1
2

1
8
0

遠
田

2
0
9

ガ
ス

ク
ロ

用
オ

ー
ト

イ
ン

ジ
ェ

ク
タ

ー
島

津
製

作
所

A
O

C
-
2
0
i

H
1
6

1
1
0

遠
田

2
1
0

G
C

用
熱

分
解

装
置

（
株

）
島

津
製

作
所

P
Y
-
2
0
2
0
iD

H
2
1

5
2
0

遠
田

2
1
1

サ
イ

ク
ロ

ン
サ

ン
プ

ル
ミ

ル
静

岡
精

機
（
株

）
C

S
M

-
F
1

H
2
0

1
1
0

遠
田

2
1
2

ハ
ロ

ゲ
ン

化
合

物
測

定
自

動
前

処
理

装
置

三
菱

化
学

（
株

）
A

Q
F
-
1
0
0

H
1
8

7
3
0

遠
田

2
1
3

ビ
ー

ド
作

製
装

置
東

京
科

学
㈱

T
K
-
4
1
0
0
型

H
1
6

8
1
0

遠
田

2
1
4

ハ
ン

デ
ィ

型
燃

焼
排

ガ
ス

分
析

計
（
株

）
テ

ス
ト

ー
t3

5
0
シ

ス
テ

ム
X
L

H
2
3

1
3
0

遠
田

2
1
5

粒
度

分
布

測
定

装
置

日
機

装
（
株

）
M

T
3
3
0
0
E
X
2
-
S
D

C
-
H

H
2
5

5
8
0

遠
田

2
1
6

赤
外

線
サ

ー
モ

グ
ラ

フ
ィ

カ
メ

ラ
日

本
ア

ビ
オ

ニ
ク

ス
（
株

）
R

3
0
0
S
R

-
H

H
2
6

1
0
0

遠
田

2
1
7

ハ
ロ

ゲ
ン

化
合

物
測

定
用

検
出

器
T
h
e
rm

o
 S

C
IE

N
T
IF

IC
　

社
IC

S
-
1
6
0
0

H
2
6

4
1
0

遠
田

2
1
8

ガ
ス

蒸
気

吸
着

量
測

定
装

置
日

本
ベ

ル
（
株

）
B

E
L
S
O

R
P

-
m

ax
H

2
6

9
2
0

遠
田

2
1
9

超
純

水
製

造
装

置
ア

ド
バ

ン
テ

ッ
ク

東
洋

R
F
U

6
6
5
D

A
H

2
6

1
0
0

遠
田

2
2
0

C
H

N
元

素
分

析
装

置
L
E
C

O
C

H
N

6
2
8

R
0
2

5
7
0

遠
田

2
2
1

低
温

恒
温

恒
湿

器
タ

バ
イ

エ
ス

ペ
ッ

ク
（
株

）
Ｐ

Ｌ
−

３
Ｓ

Ｐ
型

H
0
5

1
8
0

遠
田

2
2
2

分
光

光
度

計
（
株

）
日

立
製

作
所

U
-
3
0
0
0

H
1
0

3
5
0

遠
田

2
2
3

IC
P

質
量

分
析

装
置

ア
ジ

レ
ン

ト
・
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
（
株

）
A

gi
le

n
t 

7
5
0
0
 S

e
ri
e
s 

IC
P

-
M

S
H

1
8

1
,6

8
0

遠
田

2
2
4

イ
オ

ン
ク

ロ
マ

ト
グ

ラ
フ

（
陰

イ
オ

ン
・
陽

イ
オ

ン
・
糖

分
析

シ
ス

テ
ム

）
ダ

イ
オ

ネ
ク

ス
ＩＣ

Ｓ
－

３
０

０
０

＋
２

１
０

０
型

H
2
2

1
,5

7
0

遠
田

- 131 -

－ 130 － － 131 －



N
o

名
称

等
製

造
元

仕
様

・
品

質
等

購
入

年
度

（
S
/
H

/
R

)
使

用
料

(円
/
時

間
)

担
当

者

2
2
5

吸
着

性
能

評
価

装
置

Q
u
an

ta
c
h
ro

m
e
社

C
h
e
m

B
E
T
-
3
0
0
0
型

H
1
6

7
0
0

遠
田

2
2
6

バ
イ

オ
シ

ェ
ー

カ
ー

タ
イ

テ
ッ

ク
（
株

）
B

R
-
4
3
F
L
-
M

R
H

2
3

1
1
0

遠
田

2
2
7

分
子

量
分

布
測

定
装

置
(株

)島
津

製
作

所
P

ro
m

in
e
n
c
e
G

P
C

ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

H
2
5

3
9
0

遠
田

2
2
8

高
感

度
ガ

ス
ク

ロ
マ

ト
グ

ラ
フ

（
株

）
島

津
製

作
所

T
ra

c
e
ra

H
2
7

4
7
0

遠
田

2
2
9

波
長

分
散

型
X
線

装
置

（
株

）
リ

ガ
ク

Z
S
X
 P

ri
m

u
s 

IV
R

0
1

1
,1

7
0

遠
田

2
3
0

微
粉

砕
機

中
央

化
工

機
（
株

）
M

B
-
1

H
0
9

1
1
0

遠
田

2
3
1

粗
粉

砕
機

三
田

村
理

研
工

業
（
株

）
S
R

-
2

H
0
9

1
4
0

遠
田

2
3
2

凍
結

粉
砕

器
日

本
分

析
工

業
Ｊ
Ｆ

Ｃ
－

１
５

０
０

型
H

1
5

3
0
0

遠
田

2
3
3

小
型

タ
ン

デ
ム

リ
ン

グ
粉

砕
機

中
央

化
工

機
商

事
（
株

）
T
R

-
L
M

H
2
4

1
1
0

遠
田

2
3
4

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

用
乾

燥
機

S
4
6

1
1
0

遠
田

2
3
5

電
子

ス
ピ

ン
共

鳴
測

定
装

置
ブ

ル
カ

ー
・
バ

イ
オ

ス
ピ

ン
社

E
M

X
p
lu

s型
（
マ

イ
ク

ロ
波

ブ
リ

ッ
ジ

含
）

H
2
5

1
,8

3
0

鈴
木

2
3
6

薄
膜

・
粉

末
両

用
型

高
輝

度
X
線

回
折

装
置

リ
ガ

ク
S
m

ar
tL

ab
9
K
-
IN

P
H

2
9

2
,5

8
0

鈴
木

2
3
7

蛍
光

Ｘ
線

膜
厚

計
セ

イ
コ

ー
電

子
工

業
S
E
A

-
5
1
2
0

H
0
6

1
,4

1
0

岡
田

2
3
8

イ
オ

ン
ス

パ
ッ

タ
装

置
日

本
電

子
（
株

）
J
U

C
-
5
0
0
0

H
0
4

2
,0

4
0

岡
田

2
3
9

マ
イ

ク
ロ

オ
ー

ジ
ェ

電
子

分
光

装
置

日
本

電
子

（
株

）
J
A

M
P

-
7
8
3
0
F

H
1
4

9
,2

7
0

岡
田

2
4
0

超
高

分
解

能
電

界
放

出
形

走
査

電
子

顕
微

鏡
日

本
電

子
（
株

）
J
S
M

-
7
9
0
0
F

H
3
0

5
,4

9
0

菅
原

2
4
1

実
体

顕
微

鏡
オ

リ
ン

パ
ス

S
Z
H

-
1
4
1

H
0
4

3
5
0

岡
田

2
4
2

光
電

子
分

光
装

置
 (

E
S
C

A
)

ア
ル

バ
ッ

ク
フ

ァ
イ

5
6
0
0
M

C
H

0
4

1
7
,9

1
0

千
葉

2
4
3

卓
上

顕
微

鏡
日

立
ハ

イ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
ズ

M
in

is
c
o
p
e
 T

M
3
0
3
0
P

lu
s,

E
D

X
:Q

u
an

ta
x7

0
H

2
7

7
7
0

千
葉

2
4
4

高
感

度
マ

グ
ネ

ッ
ト

メ
ー

タ
プ

リ
ン

ス
ト

ン
メ

ジ
ャ

メ
ン

ツ
社

M
ic

ro
M

ag
2
9
0
0

H
0
5

4
,5

1
0

鈴
木

2
4
5

紫
外

分
光

式
磁

気
特

性
評

価
装

置
ネ

オ
ア

ー
ク

B
H

-
M

8
0
0
U

V
-
H

D
-
1
0

H
1
7

1
,4

1
0

山
根

2
4
6

ポ
ー

タ
ブ

ル
型

分
光

測
定

装
置

A
R

C
o
p
ix

 S
.A

.社
A

R
C

sp
e
c
tr

o
 F

T
-
N

IR
 R

o
c
ke

t 
0
.9

-
2
.6

H
2
6

2
1
0

山
根

2
4
7

モ
ノ

ク
ロ

メ
ー

タ
式

分
光

光
源

朝
日

分
光

（
株

）
M

A
X
-
3
0
3
+
,C

M
S
-
1
0
0

H
2
7

2
0
0

山
根

2
4
8

2
次

元
光

検
出

器
ビ

ッ
ト

ラ
ン

B
Q

-
7
3
L
N

H
2
2

1
2
0

笠
松

2
4
9

ダ
イ

ヤ
ラ

ッ
プ

研
磨

シ
ス

テ
ム

マ
ル

ト
ー

M
L
-
1
5
0
P

H
0
5

1
1
0

岡
田

2
5
0

低
速

切
断

機
サ

ウ
ス

ベ
イ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

S
B

T
6
5
0

H
0
5

1
1
0

岡
田

2
5
1

卓
上

プ
ラ

ズ
マ

エ
ッ

チ
ン

グ
装

置
三

友
製

作
所

T
P

-
5
0
B

H
2
7

4
7
0

伊
勢

2
5
2

恒
温

恒
湿

槽
A

D
V

A
N

T
E
C

A
G

X
-
2
2
4

H
0
7

3
1
0

荒
川

2
5
3

静
電

容
量

微
小

変
位

計
ナ

ノ
テ

ッ
ク

ス
P

S
-
Ⅲ

-
5
D

H
1
6

1
1
0

荒
川

2
5
4

純
水

・
超

純
水

製
造

装
置

ア
ド

バ
ン

テ
ッ

ク
R

F
U

6
5
5
D

A
・
R

F
P

5
4
3
R

A
H

2
2

2
4
0

山
根

2
5
5

金
属

顕
微

鏡
ニ

コ
ン

X
P

F
-
U

N
R

B
H

0
4

9
6
0

伊
勢

2
5
6

ハ
イ

ト
ゲ

ー
ジ

ハ
イ

デ
ン

ハ
イ

ン
C

E
R

T
O

-
C

T
6
0
M

H
0
6

4
3
0

伊
勢

2
5
7

静
電

式
パ

タ
ー

ニ
ン

グ
装

置
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
シ

ス
テ

ム
（
株

）
Q

D
X
5
0
0
-
V

-
X
C

H
2
5

1
,1

3
0

伊
勢

2
5
8

ダ
イ

シ
ン

グ
・
ソ

ー
デ

ィ
ス

コ
D

A
D

3
2
0

H
0
7

1
,4

7
0

内
田

(勝
)

2
5
9

摩
擦

摩
耗

試
験

機
ブ

ル
カ

ー
ジ

ャ
パ

ン
（
株

）
U

M
T
-
T
L
-
B

A
S
E

R
0
1

9
0
0

関
根

2
6
0

ス
パ

ッ
タ

･蒸
着

複
合

装
置

ト
ッ

キ
S
P

S
5
0
6

H
0
7

3
,9

8
0

鈴
木

2
6
1

分
子

線
エ

ピ
タ

キ
シ

ー
装

置
エ

イ
コ

ー
・
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
E
W

-
1
0
0
S

H
1
7

4
,8

7
0

鈴
木

2
6
2

M
B

E
プ

ロ
セ

ス
モ

ニ
タ

用
四

重
極

質
量

分
析

シ
ス

テ
ム

英
国

ハ
イ

デ
ン

社
H

1
8

9
2
0

鈴
木

2
6
3

ス
パ

ッ
タ

機
用

R
F
マ

ッ
チ

ン
グ

ボ
ッ

ク
ス

ト
ッ

キ
R

F
-
M

N
7
5
0

H
1
9

2
2
0

鈴
木

- 132 -

N
o

名
称

等
製

造
元

仕
様

・
品

質
等

購
入

年
度

（
S
/
H

/
R

)
使

用
料

(円
/
時

間
)

担
当

者

2
6
4

M
B

E
装

置
用

成
膜

及
び

表
面

処
理

機
能

拡
張

設
備

株
式

会
社

エ
イ

コ
ー

1
E
K
0
0
-
3
6
1
0
9
-
6
5
0
1

H
2
3

3
,7

7
0

鈴
木

2
6
5

補
助

ポ
ン

プ
サ

エ
ス

グ
ル

ー
プ

(S
A

E
S
 G

e
tt

e
rs

)
C

ap
ac

iT
o
rr

 D
4
0
0
-
2

H
2
6

1
0
0

鈴
木

2
6
6

イ
オ

ン
ビ

ー
ム

ガ
ン

ア
リ

オ
ス

E
M

IS
-
2
1
2

H
1
7

4
4
0

内
田

(勝
)

2
6
7

ス
パ

ッ
タ

リ
ン

グ
用

パ
ル

ス
電

源
日

本
M

K
S

R
P

G
-
5
0
A

-
0
0

H
1
7

2
9
0

内
田

(勝
)

2
6
8

イ
オ

ン
ミ

リ
ン

グ
装

置
コ

モ
ン

ウ
ェ

ル
ス

ミ
ラ

ト
ロ

ン
Ⅳ

H
0
4

1
,9

4
0

鈴
木

2
6
9

ク
ラ

イ
オ

コ
ン

プ
レ

ッ
サ

ー
ブ

ル
ッ

ク
ス

・
オ

ー
ト

メ
ー

シ
ョ

ン
社

8
2
0
0
空

冷
式

H
2
6

1
0
0

鈴
木

2
7
0

デ
ィ

ス
ク

ス
パ

ッ
タ

装
置

日
本

真
空

技
術

S
S
H

-
4
S

H
0
5

1
2
,5

7
0

山
根

2
7
1

純
水

・
超

純
水

製
造

装
置

日
本

ミ
リ

ポ
ア

株
式

会
社

M
ill

i-
Q

　
In

te
gr

al
 1

0
H

2
1

2
3
0

鈴
木

2
7
2

工
場

顕
微

鏡
シ

ス
テ

ム
ニ

コ
ン

M
M

-
1
1
U

H
0
4

2
,9

9
0

伊
勢

2
7
3

M
E
M

S
対

応
型

マ
ス

ク
ア

ラ
イ

ナ
ズ

ー
ス

･マ
イ

ク
ロ

テ
ッ

ク
M

A
6
B

S
A

H
1
5

1
,9

9
0

伊
勢

2
7
4

超
音

波
洗

浄
装

置
本

多
電

子
W

1
1
8

H
0
7

4
5
0

内
田

(勝
)

2
7
5

サ
ン

プ
リ

ン
グ

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
レ

ク
ロ

イ
ジ

ャ
パ

ン
9
3
5
4
T
M

H
0
7

1
6
0

黒
澤

2
7
6

高
速

ス
ペ

ク
ト

ラ
ム

ア
ナ

ラ
イ

ザ
H

P
E
4
4
0
1
B

H
1
1

2
8
0

黒
澤

2
7
7

高
速

パ
ル

ス
ジ

ェ
ネ

レ
ー

タ
H

P
H

P
8
1
1
1
0
A

H
1
1

2
4
0

黒
澤

2
7
8

ル
ビ

ジ
ウ

ム
周

波
数

標
準

発
振

器
ス

タ
ン

フ
ォ

ー
ド

リ
サ

ー
チ

F
S
7
2
5

H
1
7

1
1
0

黒
澤

2
7
9

電
波

暗
室

・
E
M

I測
定

シ
ス

テ
ム

R
o
h
d
e
&
S
c
h
w

ar
s

E
S
IB

2
6
a

H
1
6

9
,7

4
0

黒
澤

2
8
0

電
波

暗
室

用
セ

ン
サ

ス
キ

ャ
ナ

デ
バ

イ
ス

D
M

3
4
2
3
A

V
1
/
0

H
1
9

2
1
0

黒
澤

2
8
1

発
振

器
エ

ヌ
エ

フ
回

路
設

計
ブ

ロ
ッ

ク
W

F
1
9
7
3

H
1
9

1
1
0

黒
澤

2
8
2

ロ
ッ

ク
イ

ン
ア

ン
プ

エ
ヌ

エ
フ

回
路

設
計

ブ
ロ

ッ
ク

L
I5

6
4
0

H
1
9

1
1
0

黒
澤

2
8
3

低
ノ

イ
ズ

ア
ン

プ
T
S
J

M
L
A

-
0
0
1
1
8
-
B

0
1
-
3
5

H
2
0

1
1
0

黒
澤

2
8
4

高
利

得
マ

イ
ク

ロ
波

ア
ン

テ
ナ

E
le

c
tr

o
 M

e
tr

ic
s

E
M

-
6
9
6
9

H
2
1

1
1
0

黒
澤

2
8
5

自
動

車
用

直
流

電
源

イ
ン

ピ
ー

ダ
ン

ス
安

定
化

回
路

網
S
c
h
w

ar
zb

e
c
k 

M
e
ss

 E
le

kt
ro

n
ik

N
N

B
M

8
1
2
5

H
2
1

1
1
0

黒
澤

2
8
6

C
IS

P
R

2
2
対

応
電

波
吸

収
体

T
D

K
IS

-
0
3
0
A

H
2
2

1
1
0

黒
澤

2
8
7

電
磁

シ
ー

ル
ド

特
性

評
価

シ
ス

テ
ム

テ
ク

ノ
サ

イ
エ

ン
ス

ジ
ャ

パ
ン

K
E
C

法
測

定
シ

ス
テ

ム
H

2
2

1
2
0

黒
澤

2
8
8

雑
音

電
力

測
定

シ
ス

テ
ム

(株
)東

陽
テ

ク
ニ

カ
M

A
C

6
0
0
A

-
A

J
 ,
 E

P
S
/
R

F
P

-
A

J
H

2
5

1
0
0

黒
澤

2
8
9

雑
音

測
定

用
疑

似
通

信
回

路
網

協
立

電
子

工
業

(株
)

K
N

W
-
2
2
0
8
, 
K
N

W
-
4
4
1
, 
お

よ
び

F
-
5
1

H
2
5

1
0
0

黒
澤

2
9
0

高
周

波
発

振
器

ア
ン

リ
ツ

M
G

3
6
9
2
C

H
2
6

1
5
0

黒
澤

2
9
1

放
射

・
伝

導
イ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
試

験
シ

ス
テ

ム
東

陽
テ

ク
ニ

カ
IE

C
6
1
0
0
0
-
4
-
3
 ,
IE

C
6
1
0
0
0
-
4
-
6
 2

0
0
8
対

応
H

2
7

1
,4

0
0

黒
澤

2
9
2

車
載

機
器

放
射

イ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

用
ア

ン
テ

ナ
東

陽
テ

ク
ニ

カ
イ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
試

験
シ

ス
テ

ム
H

2
9

2
0
0

黒
澤

2
9
3

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
キ

ー
サ

イ
ト

・
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
（
株

）
D

S
O

X
6
0
0
4
A

H
3
0

1
4
0

黒
澤

2
9
4

E
M

S
用

発
信

器
ロ

ー
デ

・
シ

ュ
ワ

ル
ツ

社
S
M

B
1
0
0
B

R
0
1

1
1
0

黒
澤

2
9
5

電
子

負
荷

（
株

）
計

測
技

術
研

究
所

L
N

-
3
0
0
A

-
G

7
H

2
6

1
0
0

木
谷

2
9
6

E
M

C
試

験
用

交
流

安
定

化
電

源
エ

ヌ
エ

フ
回

路
設

計
ブ

ロ
ッ

ク
E
S
2
0
0
0
S
+
E
S
2
0
0
0
B

×
2
台

H
2
7

2
5
0

木
谷

2
9
7

E
M

Iレ
シ

ー
バ

ー
ロ

ー
デ

・
シ

ュ
ワ

ル
ツ

社
E
S
W

-
2
6
、

T
E
P

T
O

-
D

V
/
R

E
、

T
E
P

T
O

-
D

V
/
C

E
、

T
E
P

T
O

-
D

V
/
P

E
H

3
0

8
8
0

木
谷

2
9
8

電
源

周
波

数
磁

界
イ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
試

験
装

置
株

式
会

社
　

テ
ク

ノ
サ

イ
エ

ン
ス

ジ
ャ

パ
ン

IE
C

6
1
0
0
0
-
4
-
8
対

応
R

0
2

1
9
0

木
谷

2
9
9

触
針

式
表

面
形

状
測

定
装

置
ア

ル
バ

ッ
ク

D
E
K
T
A

K
1
5
0

H
2
1

2
5
0

千
葉

3
0
0

高
分

解
能

走
査

型
プ

ロ
ー

ブ
顕

微
鏡

 ブ
ル

カ
ー

ジ
ャ

パ
ン

株
式

会
社

D
im

e
n
si

o
n
 I
c
o
n

R
0
2

2
,0

0
0

久
住

3
0
1

分
光

エ
リ

プ
ソ

メ
ー

タ
日

本
セ

ミ
ラ

ボ
株

式
会

社
S
E
2
0
0
0

H
2
8

1
,1

3
0

山
根

- 133 -

－ 132 －



N
o

名
称

等
製

造
元

仕
様

・
品

質
等

購
入

年
度

（
S
/
H

/
R

)
使

用
料

(円
/
時

間
)

担
当

者

2
6
4

M
B

E
装

置
用

成
膜

及
び

表
面

処
理

機
能

拡
張

設
備

株
式

会
社

エ
イ

コ
ー

1
E
K
0
0
-
3
6
1
0
9
-
6
5
0
1

H
2
3

3
,7

7
0

鈴
木

2
6
5

補
助

ポ
ン

プ
サ

エ
ス

グ
ル

ー
プ

(S
A

E
S
 G

e
tt

e
rs

)
C

ap
ac

iT
o
rr

 D
4
0
0
-
2

H
2
6

1
0
0

鈴
木

2
6
6

イ
オ

ン
ビ

ー
ム

ガ
ン

ア
リ

オ
ス

E
M

IS
-
2
1
2

H
1
7

4
4
0

内
田

(勝
)

2
6
7

ス
パ

ッ
タ

リ
ン

グ
用

パ
ル

ス
電

源
日

本
M

K
S

R
P

G
-
5
0
A

-
0
0

H
1
7

2
9
0

内
田

(勝
)

2
6
8

イ
オ

ン
ミ

リ
ン

グ
装

置
コ

モ
ン

ウ
ェ

ル
ス

ミ
ラ

ト
ロ

ン
Ⅳ

H
0
4

1
,9

4
0

鈴
木

2
6
9

ク
ラ

イ
オ

コ
ン

プ
レ

ッ
サ

ー
ブ

ル
ッ

ク
ス

・
オ

ー
ト

メ
ー

シ
ョ

ン
社

8
2
0
0
空

冷
式

H
2
6

1
0
0

鈴
木

2
7
0

デ
ィ

ス
ク

ス
パ

ッ
タ

装
置

日
本

真
空

技
術

S
S
H

-
4
S

H
0
5

1
2
,5

7
0

山
根

2
7
1

純
水

・
超

純
水

製
造

装
置

日
本

ミ
リ

ポ
ア

株
式

会
社

M
ill

i-
Q

　
In

te
gr

al
 1

0
H

2
1

2
3
0

鈴
木

2
7
2

工
場

顕
微

鏡
シ

ス
テ

ム
ニ

コ
ン

M
M

-
1
1
U

H
0
4

2
,9

9
0

伊
勢

2
7
3

M
E
M

S
対

応
型

マ
ス

ク
ア

ラ
イ

ナ
ズ

ー
ス

･マ
イ

ク
ロ

テ
ッ

ク
M

A
6
B

S
A

H
1
5

1
,9

9
0

伊
勢

2
7
4

超
音

波
洗

浄
装

置
本

多
電

子
W

1
1
8

H
0
7

4
5
0

内
田

(勝
)

2
7
5

サ
ン

プ
リ

ン
グ

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
レ

ク
ロ

イ
ジ

ャ
パ

ン
9
3
5
4
T
M

H
0
7

1
6
0

黒
澤

2
7
6

高
速

ス
ペ

ク
ト

ラ
ム

ア
ナ

ラ
イ

ザ
H

P
E
4
4
0
1
B

H
1
1

2
8
0

黒
澤

2
7
7

高
速

パ
ル

ス
ジ

ェ
ネ

レ
ー

タ
H

P
H

P
8
1
1
1
0
A

H
1
1

2
4
0

黒
澤

2
7
8

ル
ビ

ジ
ウ

ム
周

波
数

標
準

発
振

器
ス

タ
ン

フ
ォ

ー
ド

リ
サ

ー
チ

F
S
7
2
5

H
1
7

1
1
0

黒
澤

2
7
9

電
波

暗
室

・
E
M

I測
定

シ
ス

テ
ム

R
o
h
d
e
&
S
c
h
w

ar
s

E
S
IB

2
6
a

H
1
6

9
,7

4
0

黒
澤

2
8
0

電
波

暗
室

用
セ

ン
サ

ス
キ

ャ
ナ

デ
バ

イ
ス

D
M

3
4
2
3
A

V
1
/
0

H
1
9

2
1
0

黒
澤

2
8
1

発
振

器
エ

ヌ
エ

フ
回

路
設

計
ブ

ロ
ッ

ク
W

F
1
9
7
3

H
1
9

1
1
0

黒
澤

2
8
2

ロ
ッ

ク
イ

ン
ア

ン
プ

エ
ヌ

エ
フ

回
路

設
計

ブ
ロ

ッ
ク

L
I5

6
4
0

H
1
9

1
1
0

黒
澤

2
8
3

低
ノ

イ
ズ

ア
ン

プ
T
S
J

M
L
A

-
0
0
1
1
8
-
B

0
1
-
3
5

H
2
0

1
1
0

黒
澤

2
8
4

高
利

得
マ

イ
ク

ロ
波

ア
ン

テ
ナ

E
le

c
tr

o
 M

e
tr

ic
s

E
M

-
6
9
6
9

H
2
1

1
1
0

黒
澤

2
8
5

自
動

車
用

直
流

電
源

イ
ン

ピ
ー

ダ
ン

ス
安

定
化

回
路

網
S
c
h
w

ar
zb

e
c
k 

M
e
ss

 E
le

kt
ro

n
ik

N
N

B
M

8
1
2
5

H
2
1

1
1
0

黒
澤

2
8
6

C
IS

P
R

2
2
対

応
電

波
吸

収
体

T
D

K
IS

-
0
3
0
A

H
2
2

1
1
0

黒
澤

2
8
7

電
磁

シ
ー

ル
ド

特
性

評
価

シ
ス

テ
ム

テ
ク

ノ
サ

イ
エ

ン
ス

ジ
ャ

パ
ン

K
E
C

法
測

定
シ

ス
テ

ム
H

2
2

1
2
0

黒
澤

2
8
8

雑
音

電
力

測
定

シ
ス

テ
ム

(株
)東

陽
テ

ク
ニ

カ
M

A
C

6
0
0
A

-
A

J
 ,
 E

P
S
/
R

F
P

-
A

J
H

2
5

1
0
0

黒
澤

2
8
9

雑
音

測
定

用
疑

似
通

信
回

路
網

協
立

電
子

工
業

(株
)

K
N

W
-
2
2
0
8
, 
K
N

W
-
4
4
1
, 
お

よ
び

F
-
5
1

H
2
5

1
0
0

黒
澤

2
9
0

高
周

波
発

振
器

ア
ン

リ
ツ

M
G

3
6
9
2
C

H
2
6

1
5
0

黒
澤

2
9
1

放
射

・
伝

導
イ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
試

験
シ

ス
テ

ム
東

陽
テ

ク
ニ

カ
IE

C
6
1
0
0
0
-
4
-
3
 ,
IE

C
6
1
0
0
0
-
4
-
6
 2

0
0
8
対

応
H

2
7

1
,4

0
0

黒
澤

2
9
2

車
載

機
器

放
射

イ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

用
ア

ン
テ

ナ
東

陽
テ

ク
ニ

カ
イ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
試

験
シ

ス
テ

ム
H

2
9

2
0
0

黒
澤

2
9
3

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
キ

ー
サ

イ
ト

・
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
（
株

）
D

S
O

X
6
0
0
4
A

H
3
0

1
4
0

黒
澤

2
9
4

E
M

S
用

発
信

器
ロ

ー
デ

・
シ

ュ
ワ

ル
ツ

社
S
M

B
1
0
0
B

R
0
1

1
1
0

黒
澤

2
9
5

電
子

負
荷

（
株

）
計

測
技

術
研

究
所

L
N

-
3
0
0
A

-
G

7
H

2
6

1
0
0

木
谷

2
9
6

E
M

C
試

験
用

交
流

安
定

化
電

源
エ

ヌ
エ

フ
回

路
設

計
ブ

ロ
ッ

ク
E
S
2
0
0
0
S
+
E
S
2
0
0
0
B

×
2
台

H
2
7

2
5
0

木
谷

2
9
7

E
M

Iレ
シ

ー
バ

ー
ロ

ー
デ

・
シ

ュ
ワ

ル
ツ

社
E
S
W

-
2
6
、

T
E
P

T
O

-
D

V
/
R

E
、

T
E
P

T
O

-
D

V
/
C

E
、

T
E
P

T
O

-
D

V
/
P

E
H

3
0

8
8
0

木
谷

2
9
8

電
源

周
波

数
磁

界
イ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
試

験
装

置
株

式
会

社
　

テ
ク

ノ
サ

イ
エ

ン
ス

ジ
ャ

パ
ン

IE
C

6
1
0
0
0
-
4
-
8
対

応
R

0
2

1
9
0

木
谷

2
9
9

触
針

式
表

面
形

状
測

定
装

置
ア

ル
バ

ッ
ク

D
E
K
T
A

K
1
5
0

H
2
1

2
5
0

千
葉

3
0
0

高
分

解
能

走
査

型
プ

ロ
ー

ブ
顕

微
鏡

 ブ
ル

カ
ー

ジ
ャ

パ
ン

株
式

会
社

D
im

e
n
si

o
n
 I
c
o
n

R
0
2

2
,0

0
0

久
住

3
0
1

分
光

エ
リ

プ
ソ

メ
ー

タ
日

本
セ

ミ
ラ

ボ
株

式
会

社
S
E
2
0
0
0

H
2
8

1
,1

3
0

山
根

- 133 -

－ 132 － － 133 －



N
o

名
称

等
製

造
元

仕
様

・
品

質
等

購
入

年
度

（
S
/
H

/
R

)
使

用
料

(円
/
時

間
)

担
当

者

3
0
2

分
光

エ
リ

プ
ソ

メ
ー

タ
用

反
射

率
測

定
モ

ジ
ュ

ー
ル

日
本

セ
ミ

ラ
ボ

株
式

会
社

S
E
-
2
0
0
0
用

H
3
0

4
4
0

山
根

3
0
3

M
T
F
評

価
装

置
ト

ラ
イ

オ
プ

テ
ィ

ク
ス

Im
ag

e
 M

as
te

r 
H

R
 L

P
H

2
1

5
5
0

梁
瀬

3
0
4

金
属

顕
微

鏡
シ

ス
テ

ム
オ

リ
ン

パ
ス

B
H

3
-
M

J
L

H
0
6

1
,5

2
0

梁
瀬

3
0
5

ナ
ノ

加
工

用
イ

オ
ン

ビ
ー

ム
装

置
日

本
セ

ミ
ラ

ボ
株

式
会

社
S
M

I2
0
5
0

H
1
4

4
,0

9
0

伊
勢

3
0
6

ク
リ

ー
ン

ブ
ー

ス
B

(H
1
7
導

入
)

日
本

エ
ア

ー
テ

ッ
ク

E
C

B
0
2
-
2
2
D

5
H

1
7

1
3
0

伊
勢

3
0
7

マ
イ

ク
ロ

ス
コ

ー
プ

ハ
イ

ロ
ッ

ク
ス

K
H

-
7
7
0
0

H
1
9

2
3
0

伊
藤

(9
7
)

3
0
8

小
型

赤
外

線
サ

ー
モ

グ
ラ

フ
ィ

ー
（
株

）
ア

ピ
ス

テ
F
S
V

-
2
1
0
L

H
3
0

1
7
0

伊
藤

(9
7
)

3
0
9

ス
ペ

ク
ト

ラ
ム

ア
ナ

ラ
イ

ザ
H

P
H

P
4
3
9
6
B

H
0
9

9
3
0

荒
川

3
1
0

F
F
T
ア

ナ
ラ

イ
ザ

H
P

H
P

3
5
6
7
0
A

H
0
5

1
,1

5
0

荒
川

3
1
1

デ
ィ

ジ
タ

ル
オ

シ
ロ

ス
コ

ー
プ

H
P

H
P

5
4
5
4
2
A

H
0
5

7
8
0

荒
川

3
1
2

光
マ

イ
ク

ロ
メ

ー
タ

M
T
I

M
T
I-

2
0
0
0
 1

1
5
7

H
0
5

6
2
0

荒
川

3
1
3

光
マ

イ
ク

ロ
メ

ー
タ

M
T
I

M
T
I-

2
0
0
0
 1

1
6
5

H
0
5

3
4
0

荒
川

3
1
4

レ
ー

ザ
ー

ド
ッ

プ
ラ

ー
振

動
計

小
野

測
器

L
V

-
1
5
0
0

H
0
5

1
,1

5
0

荒
川

3
1
5

F
F
T
サ

ー
ボ

ア
ナ

ラ
イ

ザ
H

P
H

P
3
5
6
7
0
A

H
0
7

6
4
0

荒
川

3
1
6

高
分

解
能

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
H

P
H

P
5
4
5
4
0
C

H
0
7

4
0
0

荒
川

3
1
7

高
分

解
能

光
フ

ァ
イ

バ
ー

式
変

位
計

フ
ォ

ト
ニ

ク
ス

A
T
W

-
0
1
 +

A
T
P

-
A

2
0

H
1
2

2
2
0

荒
川

3
1
8

高
周

波
連

続
可

変
フ

ィ
ル

タ
(H

1
3
導

入
)

エ
ヌ

エ
フ

回
路

設
計

ブ
ロ

ッ
ク

3
6
6
0
A

H
1
3

1
1
0

荒
川

3
1
9

F
F
T
ア

ナ
ラ

イ
ザ

ー
ア

ジ
レ

ン
ト

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

3
5
6
7
0
A

H
1
7

1
7
0

荒
川

3
2
0

5
c
h
 静

電
容

量
変

位
計

ナ
ノ

テ
ッ

ク
ス

P
S
-
Ⅲ

-
5
D

H
1
7

1
1
0

荒
川

3
2
1

オ
ー

ト
コ

リ
メ

ー
タ

ニ
コ

ン
6
B

H
1
8

2
2
0

荒
川

3
2
2

超
高

分
解

能
光

学
ス

ケ
ー

ル
ソ

ニ
ー

マ
ニ

ュ
フ

ァ
ク

チ
ュ

ア
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

ズ
(株

)
B

H
2
0

H
1
8

1
1
0

荒
川

3
2
3

平
面

検
出

型
光

学
ス

ケ
ー

ル
ソ

ニ
ー

マ
ニ

ュ
フ

ァ
ク

チ
ュ

ア
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

ズ
(株

)
B

Z
H

1
8

1
1
0

荒
川

3
2
4

F
F
T
ア

ナ
ラ

イ
ザ

ー
小

野
測

器
D

S
-
2
1
0
0

H
1
9

2
2
0

荒
川

3
2
5

高
分

解
能

・
光

学
ス

ケ
ー

ル
ソ

ニ
ー

マ
ニ

ュ
フ

ァ
ク

チ
ュ

ア
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

ズ
(株

)
B

H
2
0

H
2
0

1
1
0

荒
川

3
2
6

ロ
ジ

ッ
ク

ア
ナ

ラ
イ

ザ
ア

ジ
レ

ン
ト

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

(株
)

1
6
8
0
4
A

H
2
0

2
4
0

荒
川

3
2
7

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
ア

ジ
レ

ン
ト

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

(株
)

D
S
O

7
1
0
4
A

H
2
1

1
1
0

荒
川

3
2
8

高
分

解
能

・
光

学
ス

ケ
ー

ル
ソ

ニ
ー

マ
ニ

ュ
フ

ァ
ク

チ
ュ

ア
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

ズ
(株

)
B

H
2
5
,　

B
D

9
6
-
B

1
4
0
0
H

C
特

H
2
1

1
2
0

荒
川

3
2
9

フ
ァ

ン
ク

シ
ョ

ン
ジ

ェ
ネ

レ
ー

タ
（
2
c
h
出

力
）

テ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
株

式
会

社
A

F
G

3
2
5
2

H
2
1

1
1
0

荒
川

3
3
0

レ
ー

ザ
干

渉
変

位
計

シ
ス

テ
ム

株
式

会
社

小
野

測
器

L
V

-
2
1
0
0

H
2
1

1
3
0

荒
川

3
3
1

除
振

台
明

立
精

機
M

A
P

S
－

0
0
8
A

－
G

1
0
1
0

H
2
2

2
7
0

荒
川

3
3
2

走
査

型
プ

ロ
ー

ブ
顕

微
鏡

エ
ス

ア
イ

ア
イ

・
ナ

ノ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
株

式
会

社
L
-
tr

ac
e
 Ⅱ

H
2
4

6
8
0

荒
川

3
3
3

レ
ー

ザ
ド

ッ
プ

ラ
振

動
計

小
野

測
器

L
V

-
1
8
0
0

H
2
5

1
4
0

荒
川

3
3
4

振
動

周
波

数
分

析
器

株
式

会
社

エ
ヌ

エ
フ

回
路

設
計

ブ
ロ

ッ
ク

F
R

A
5
0
9
7

H
2
5

1
3
0

荒
川

3
3
5

微
小

ト
ル

ク
検

出
器

ユ
ニ

パ
ル

ス
U

T
M

Ⅱ
-
0
.0

5
N

m
H

2
6

1
0
0

荒
川

3
3
6

ピ
コ

メ
ー

ト
ル

分
解

能
非

接
触

変
位

計
（
株

）
マ

グ
ネ

ス
ケ

ー
ル

B
N

1
0
0

H
2
6

1
0
0

荒
川

- 134 -

N
o

名
称

等
製

造
元

仕
様

・
品

質
等

購
入

年
度

（
S
/
H

/
R

)
使

用
料

(円
/
時

間
)

担
当

者

3
3
7

高
分

解
能

反
射

型
レ

ー
ザ

ー
ス

ケ
ー

ル
（
株

）
マ

グ
ネ

ス
ケ

ー
ル

B
F
1
,B

D
-
9
6

H
2
6

1
0
0

荒
川

3
3
8

差
動

型
非

接
触

振
動

計
小

野
測

器
(株

）
L
V

-
1
8
0
0

H
2
6

1
5
0

荒
川

3
3
9

デ
ジ

タ
ル

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
キ

ー
サ

イ
ト

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

D
S
O

S
1
0
4
A

H
2
9

2
3
0

荒
川

3
4
0

G
M

R
評

価
高

磁
界

用
マ

グ
ネ

ッ
ト

電
源

菊
水

電
子

工
業

P
B

X
2
0
－

2
0

H
1
0

1
1
0

山
根

3
4
1

発
振

器
H

P
H

P
8
1
1
1
0
A

H
1
1

2
4
0

木
谷

3
4
2

ク
リ

ー
ン

ブ
ー

ス
C

(H
1
7
導

入
)

日
本

エ
ア

テ
ッ

ク
A

C
B

-
3
5
2
C

-
特

型
H

0
7

1
3
0

木
谷

3
4
3

光
学

顕
微

鏡
ニ

コ
ン

M
M

-
1
1
U

H
0
7

5
9
0

木
谷

3
4
4

ロ
ー

パ
ス

フ
ィ

ル
タ

エ
ヌ

エ
フ

回
路

設
計

ブ
ロ

ッ
ク

3
6
6
0
A

H
0
9

4
4
0

木
谷

3
4
5

ロ
ン

グ
メ

モ
リ

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
レ

ク
ロ

イ
L
C

5
7
4
A

L
H

1
1

6
8
0

木
谷

3
4
6

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
A

gi
le

n
tT

e
c
h
n
o
lo

gi
e
s

5
4
6
2
2
A

H
1
2

1
1
0

木
谷

3
4
7

高
精

度
ス

ピ
ン

ス
タ

ン
ド

協
同

電
子

シ
ス

テ
ム

L
S
1
0
0
0
/
5
0
0
P

S
-
Ⅱ

K
H

1
6

2
,5

1
0

木
谷

3
4
8

磁
気

抵
抗

測
定

装
置

ハ
ヤ

マ
M

R
M

S
-
1
0
K

H
2
0

3
,7

7
0

鈴
木

3
4
9

ス
イ

ッ
チ

・
マ

ト
リ

ッ
ク

ス
ケ

ー
ス

レ
ー

イ
ン

ス
ツ

ル
メ

ン
ツ

株
式

会
社

4
2
0
0
-
U

L
-
L
S
-
1
2

H
2
1

1
1
0

鈴
木

3
5
0

G
P

IB
直

流
電

源
装

置
菊

水
電

子
P

B
×

4
0
-
5

H
0
5

2
6
0

千
葉

3
5
1

小
型

旋
盤

エ
ム

コ
社

コ
ン

パ
ク

ト
8

H
0
5

5
9
0

伊
藤

(9
7
)

3
5
2

立
型

帯
鋸

盤
ラ

ク
ソ

ー
V

W
S
-
5
5

H
0
5

2
8
0

伊
藤

(9
7
)

3
5
3

静
電

力
発

生
用

高
圧

電
源

シ
ス

テ
ム

松
定

プ
レ

シ
ジ

ョ
ン

H
A

R
-
3
0
P

7
3
.3

H
2
7

1
0
0

荒
川

3
5
4

ハ
イ

ス
ピ

ー
ド

マ
イ

ク
ロ

ス
コ

ー
プ

キ
ー

エ
ン

ス
V

W
-
9
0
0
0

H
2
8

4
0
0

荒
川

3
5
5

粘
度

計
ブ

ル
ッ

ク
フ

ィ
ー

ル
ド

社
D

V
2
T
C

P
H

2
9

1
0
0

荒
川

3
5
6

表
面

張
力

計
協

和
界

面
科

学
D

Y
-
5
0
0

H
2
9

1
7
0

荒
川

3
5
7

高
速

カ
メ

ラ
（
株

）
デ

ィ
テ

ク
ト

H
A

S
-
D

3
M

H
2
5

1
1
0

笠
松

3
5
8

偏
光

顕
微

鏡
オ

リ
ン

パ
ス

光
学

工
業

（
株

）
Ｂ

Ｈ
Ｓ

−
７

５
１

−
Ｐ

型
S
6
2

1
1
0

梁
瀬

3
5
9

高
性

能
L
D

光
源

メ
レ

ス
グ

リ
オ

5
6
R

C
S
0
0
2
/
H

V
H

2
1

1
1
0

梁
瀬

3
6
0

色
彩

輝
度

計
コ

ニ
カ

ミ
ノ

ル
タ

分
光

フ
ィ

ッ
テ

イ
ン

グ
方

式
　

C
S
-
2
0
0

H
2
5

1
3
0

梁
瀬

3
6
1

可
視

光
対

応
光

ス
ペ

ク
ト

ラ
ム

ア
ナ

ラ
イ

ザ
ー

横
河

計
測

A
Q

6
3
7
4
-
1
0
-
L
1
-
D

/
F
C

/
R

F
C

R
0
2

3
4
0

梁
瀬

3
6
2

液
晶

配
向

シ
ミ

ュ
レ

ー
タ

シ
ン

テ
ッ

ク
(株

)
L
C

D
 M

A
S
T
E
R

 3
D

H
1
8

1
9
0

梁
瀬

3
6
3

ラ
ビ

ン
グ

装
置

E
.H

.C
(株

)
M

R
-
1
0
0

H
1
8

2
7
0

梁
瀬

3
6
4

U
V

加
圧

硬
化

装
置

E
.H

.C
(株

)
M

L
P

-
3
2
0
G

H
1
9

1
1
0

梁
瀬

3
6
5

シ
ー

ル
剤

塗
布

装
置

岩
下

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

E
z-

R
O

B
O

5
/
A

C
C

U
R

A
 D

G
H

2
0

1
1
0

梁
瀬

3
6
6

ア
ッ

ベ
屈

折
計

ア
タ

ゴ
D

R
-
M

4
/
1
5
5
0

H
2
1

1
1
0

梁
瀬

3
6
7

ヘ
ッ

ド
観

察
用

顕
微

鏡
セ

ッ
ト

(ボ
ア

ス
コ

ー
プ

)
オ

リ
ン

パ
ス

G
0
8
0
-
 0

3
4
-
0
9
0
-
5
5

H
0
5

1
1
0

梁
瀬

3
6
8

照
明

光
学

系
設

計
シ

ス
テ

ム
Z
e
m

ax
社

O
p
ti
c
S
tu

d
io

 P
ro

fe
ss

io
n
al

版
H

2
7

2
2
0

梁
瀬

3
6
9

L
C

R
メ

ー
タ

H
P

H
P

4
2
8
4
A

H
0
7

6
1
0

荒
川

3
7
0

ズ
ー

ム
顕

微
鏡

ユ
ニ

オ
ン

光
学

(株
)

D
Z
2
-
S
H

H
0
9

2
3
0

笠
松

3
7
1

標
準

電
圧

電
流

発
生

器
ア

ド
バ

ン
テ

ス
ト

R
6
1
6
1

H
0
5

2
3
0

内
田

(勝
)

3
7
2

マ
ル

チ
メ

ー
タ

H
P

H
P

3
4
5
8
A

H
0
5

3
4
0

内
田

(勝
)

3
7
3

ア
ン

プ
付

き
電

流
プ

ロ
ー

ブ
ソ

ニ
ー

テ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
Ａ

Ｍ
５

０
３

Ｓ
＋

ｏ
ｐ
０

５
H

1
1

1
1
0

木
谷

3
7
4

デ
ジ

タ
ル

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
L
e
C

ro
y

W
R

6
0
5
1
A

H
1
6

1
1
0

木
谷

3
7
5

イ
ン

ピ
ー

ダ
ン

ス
ア

ナ
ラ

イ
ザ

H
P

H
P

4
2
9
1
A

H
0
6

1
,6

8
0

黒
澤

- 135 -

－ 134 －



N
o

名
称

等
製

造
元

仕
様

・
品

質
等

購
入

年
度

（
S
/
H

/
R

)
使

用
料

(円
/
時

間
)

担
当

者

3
3
7

高
分

解
能

反
射

型
レ

ー
ザ

ー
ス

ケ
ー

ル
（
株

）
マ

グ
ネ

ス
ケ

ー
ル

B
F
1
,B

D
-
9
6

H
2
6

1
0
0

荒
川

3
3
8

差
動

型
非

接
触

振
動

計
小

野
測

器
(株

）
L
V

-
1
8
0
0

H
2
6

1
5
0

荒
川

3
3
9

デ
ジ

タ
ル

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
キ

ー
サ

イ
ト

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

D
S
O

S
1
0
4
A

H
2
9

2
3
0

荒
川

3
4
0

G
M

R
評

価
高

磁
界

用
マ

グ
ネ

ッ
ト

電
源

菊
水

電
子

工
業

P
B

X
2
0
－

2
0

H
1
0

1
1
0

山
根

3
4
1

発
振

器
H

P
H

P
8
1
1
1
0
A

H
1
1

2
4
0

木
谷

3
4
2

ク
リ

ー
ン

ブ
ー

ス
C

(H
1
7
導

入
)

日
本

エ
ア

テ
ッ

ク
A

C
B

-
3
5
2
C

-
特

型
H

0
7

1
3
0

木
谷

3
4
3

光
学

顕
微

鏡
ニ

コ
ン

M
M

-
1
1
U

H
0
7

5
9
0

木
谷

3
4
4

ロ
ー

パ
ス

フ
ィ

ル
タ

エ
ヌ

エ
フ

回
路

設
計

ブ
ロ

ッ
ク

3
6
6
0
A

H
0
9

4
4
0

木
谷

3
4
5

ロ
ン

グ
メ

モ
リ

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
レ

ク
ロ

イ
L
C

5
7
4
A

L
H

1
1

6
8
0

木
谷

3
4
6

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
A

gi
le

n
tT

e
c
h
n
o
lo

gi
e
s

5
4
6
2
2
A

H
1
2

1
1
0

木
谷

3
4
7

高
精

度
ス

ピ
ン

ス
タ

ン
ド

協
同

電
子

シ
ス

テ
ム

L
S
1
0
0
0
/
5
0
0
P

S
-
Ⅱ

K
H

1
6

2
,5

1
0

木
谷

3
4
8

磁
気

抵
抗

測
定

装
置

ハ
ヤ

マ
M

R
M

S
-
1
0
K

H
2
0

3
,7

7
0

鈴
木

3
4
9

ス
イ

ッ
チ

・
マ

ト
リ

ッ
ク

ス
ケ

ー
ス

レ
ー

イ
ン

ス
ツ

ル
メ

ン
ツ

株
式

会
社

4
2
0
0
-
U

L
-
L
S
-
1
2

H
2
1

1
1
0

鈴
木

3
5
0

G
P

IB
直

流
電

源
装

置
菊

水
電

子
P

B
×

4
0
-
5

H
0
5

2
6
0

千
葉

3
5
1

小
型

旋
盤

エ
ム

コ
社

コ
ン

パ
ク

ト
8

H
0
5

5
9
0

伊
藤

(9
7
)

3
5
2

立
型

帯
鋸

盤
ラ

ク
ソ

ー
V

W
S
-
5
5

H
0
5

2
8
0

伊
藤

(9
7
)

3
5
3

静
電

力
発

生
用

高
圧

電
源

シ
ス

テ
ム

松
定

プ
レ

シ
ジ

ョ
ン

H
A

R
-
3
0
P

7
3
.3

H
2
7

1
0
0

荒
川

3
5
4

ハ
イ

ス
ピ

ー
ド

マ
イ

ク
ロ

ス
コ

ー
プ

キ
ー

エ
ン

ス
V

W
-
9
0
0
0

H
2
8

4
0
0

荒
川

3
5
5

粘
度

計
ブ

ル
ッ

ク
フ

ィ
ー

ル
ド

社
D

V
2
T
C

P
H

2
9

1
0
0

荒
川

3
5
6

表
面

張
力

計
協

和
界

面
科

学
D

Y
-
5
0
0

H
2
9

1
7
0

荒
川

3
5
7

高
速

カ
メ

ラ
（
株

）
デ

ィ
テ

ク
ト

H
A

S
-
D

3
M

H
2
5

1
1
0

笠
松

3
5
8

偏
光

顕
微

鏡
オ

リ
ン

パ
ス

光
学

工
業

（
株

）
Ｂ

Ｈ
Ｓ

−
７

５
１

−
Ｐ

型
S
6
2

1
1
0

梁
瀬

3
5
9

高
性

能
L
D

光
源

メ
レ

ス
グ

リ
オ

5
6
R

C
S
0
0
2
/
H

V
H

2
1

1
1
0

梁
瀬

3
6
0

色
彩

輝
度

計
コ

ニ
カ

ミ
ノ

ル
タ

分
光

フ
ィ

ッ
テ

イ
ン

グ
方

式
　

C
S
-
2
0
0

H
2
5

1
3
0

梁
瀬

3
6
1

可
視

光
対

応
光

ス
ペ

ク
ト

ラ
ム

ア
ナ

ラ
イ

ザ
ー

横
河

計
測

A
Q

6
3
7
4
-
1
0
-
L
1
-
D

/
F
C

/
R

F
C

R
0
2

3
4
0

梁
瀬

3
6
2

液
晶

配
向

シ
ミ

ュ
レ

ー
タ

シ
ン

テ
ッ

ク
(株

)
L
C

D
 M

A
S
T
E
R

 3
D

H
1
8

1
9
0

梁
瀬

3
6
3

ラ
ビ

ン
グ

装
置

E
.H

.C
(株

)
M

R
-
1
0
0

H
1
8

2
7
0

梁
瀬

3
6
4

U
V

加
圧

硬
化

装
置

E
.H

.C
(株

)
M

L
P

-
3
2
0
G

H
1
9

1
1
0

梁
瀬

3
6
5

シ
ー

ル
剤

塗
布

装
置

岩
下

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

E
z-

R
O

B
O

5
/
A

C
C

U
R

A
 D

G
H

2
0

1
1
0

梁
瀬

3
6
6

ア
ッ

ベ
屈

折
計

ア
タ

ゴ
D

R
-
M

4
/
1
5
5
0

H
2
1

1
1
0

梁
瀬

3
6
7

ヘ
ッ

ド
観

察
用

顕
微

鏡
セ

ッ
ト

(ボ
ア

ス
コ

ー
プ

)
オ

リ
ン

パ
ス

G
0
8
0
-
 0

3
4
-
0
9
0
-
5
5

H
0
5

1
1
0

梁
瀬

3
6
8

照
明

光
学

系
設

計
シ

ス
テ

ム
Z
e
m

ax
社

O
p
ti
c
S
tu

d
io

 P
ro

fe
ss

io
n
al

版
H

2
7

2
2
0

梁
瀬

3
6
9

L
C

R
メ

ー
タ

H
P

H
P

4
2
8
4
A

H
0
7

6
1
0

荒
川

3
7
0

ズ
ー

ム
顕

微
鏡

ユ
ニ

オ
ン

光
学

(株
)

D
Z
2
-
S
H

H
0
9

2
3
0

笠
松

3
7
1

標
準

電
圧

電
流

発
生

器
ア

ド
バ

ン
テ

ス
ト

R
6
1
6
1

H
0
5

2
3
0

内
田

(勝
)

3
7
2

マ
ル

チ
メ

ー
タ

H
P

H
P

3
4
5
8
A

H
0
5

3
4
0

内
田

(勝
)

3
7
3

ア
ン

プ
付

き
電

流
プ

ロ
ー

ブ
ソ

ニ
ー

テ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
Ａ

Ｍ
５

０
３

Ｓ
＋

ｏ
ｐ
０

５
H

1
1

1
1
0

木
谷

3
7
4

デ
ジ

タ
ル

オ
シ

ロ
ス

コ
ー

プ
L
e
C

ro
y

W
R

6
0
5
1
A

H
1
6

1
1
0

木
谷

3
7
5

イ
ン

ピ
ー

ダ
ン

ス
ア

ナ
ラ

イ
ザ

H
P

H
P

4
2
9
1
A

H
0
6

1
,6

8
0

黒
澤

- 135 -

－ 134 － － 135 －



N
o

名
称

等
製

造
元

仕
様

・
品

質
等

購
入

年
度

（
S
/
H

/
R

)
使

用
料

(円
/
時

間
)

担
当

者

3
7
6

誘
電

率
測

定
フ

ィ
ク

ス
チ

ャ
A

gi
le

n
t

1
6
4
5
3
A

H
2
0

1
1
0

黒
澤

3
7
7

大
規

模
デ

ー
タ

処
理

用
並

列
分

散
計

算
ク

ラ
ス

タ
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

IB
M

 e
S
e
rv

e
r3

2
5

H
1
6

1
5
0

黒
澤

3
7
8

高
周

波
連

続
可

変
フ

ィ
ル

タ
(H

1
1
導

入
)

エ
ヌ

エ
フ

回
路

設
計

ブ
ロ

ッ
ク

3
6
6
0
A

H
1
1

1
8
0

木
谷

3
7
9

フ
ォ

ト
リ

ソ
グ

ラ
フ

用
ク

リ
ー

ン
オ

ー
ブ

ン
榎

本
化

成
C

S
O

-
4
0
2
B

F
H

1
2

1
6
0

内
田

(勝
)

3
8
0

ス
ピ

ン
コ

ー
タ

ミ
カ

サ
株

式
会

社
M

S
-
A

1
5
0

H
2
1

1
4
0

内
田

(勝
)

- 136 -

－ 136 －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

秋秋田田県県産産業業技技術術セセンンタターー  

業業務務年年報報  
  

２２００２２００年年（（令令和和２２年年度度））  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

編集・発行： 秋田県産業技術センター      

 

〒０１０－１６２３                  

秋田県秋田市新屋町字砂奴寄４番地の１１ 
                                                       あきたけん あきたし  あらやまち  あざ  さぬき           

 

ＴＥＬ ０１８－８６２－３４１４（代表）       

ＦＡＸ ０１８－８６５－３９４９（代表）       

TEL ０１８－８６６－５８００（技術相談窓口） 

FAX ０１８－８６６－５８０３（技術相談窓口） 

E-mail : soudanshitu@aitc.pref.akita.jp 

Home page : http://www.aitc.pref.akita.jp/ 

 

 

－ 136 －




